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市長事務部局･･････････････････････････････････････････････225 

※別紙・別冊についての掲載は省略しています。 
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条例  
 

 

 甲府市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例をここに公布する。 

  令和元年９月２７日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市条例第１０号 

   甲府市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２０３条の２第５ 

項及び第２０４条第３項、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号。以下

「法」という。）第２４条第５項並びに地方公営企業等の労働関係に関する法律

（昭和２７年法律第２８９号）附則第５項の規定において準用する地方公営企業

法（昭和２７年法律第２９２号）第３８条第４項の規定に基づき、法第２２条の

２第１項に規定する会計年度任用職員（以下「会計年度任用職員」という。）の

給与及び費用弁償について定めるものとする。 

（給与） 

第２条 前条の給与とは、法第２２条の２第１項第２号に掲げる職員として採用さ 

れた会計年度任用職員（以下「フルタイム会計年度任用職員」という。）にあっ

ては、給料、地域手当、通勤手当、特殊勤務手当、時間外勤務手当、初任給調整

手当、宿日直手当、夜間勤務手当、休日勤務手当、期末手当及び災害派遣手当

（武力攻撃災害等派遣手当及び新型インフルエンザ等緊急事態派遣手当を含む。

以下同じ。）をいい、同項第１号に掲げる職員として採用された会計年度任用職

員（以下「パートタイム会計年度任用職員」をいう。）にあっては、報酬、費用

弁償及び期末手当をいう。 

２ パートタイム会計年度任用職員の報酬の種類は、勤務時間による勤務に対する 
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基本報酬並びに地域手当、特殊勤務手当、時間外勤務手当、初任給調整手当、宿

日直手当、夜間勤務手当、休日勤務手当及び災害派遣手当に相当する報酬をい

う。 

３ 給与は、会計年度任用職員の申出により、口座振替の方法により支払うことが 

できる。 

４ 公務について生じた費用の弁償は、給与には含まれない。 

５ 休職中の職員に対しては、いかなる給与も支給しない。 

（フルタイム会計年度任用職員の給料） 

第３条 フルタイム会計年度任用職員の給料は、甲府市職員給与条例（昭和２４年 

６月条例第２１号。以下「給与条例」という。）及び単純な労務に雇用される職

員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和４３年３月条例第１号。以下「技能

労務職員給与条例」という。）に基づく給料表を準用し、別表第１に定める会計

年度任用職員給料表（以下「給料表」という。）に掲げる職種に応じて適用す

る。 

２ 給料表は、全てのフルタイム会計年度任用職員に適用するものとする。 

（フルタイム会計年度任用職員の職務の級） 

第４条 フルタイム会計年度任用職員の職務は、その職種ごとに、その複雑、困難 

及び責任の程度に応じて、これを給料表に定める職務の級に分類するものとし、

その分類の基準となるべき職務の内容は、別表第２に掲げる級別基準職務表によ

るものとする。 

２ フルタイム会計年度任用職員の職務の級は、前項の規定による基準に従い任命 

権者（法第６条第１項に規定する任命権者及びその委任を受けた者をいう。第

１４条第２項を除く。以下同じ。）が決定する。 

（フルタイム会計年度任用職員の号給） 

第５条 フルタイム会計年度任用職員となった者の号給は、規則で定める基準に従 

い任命権者が決定する。 

（フルタイム会計年度任用職員の給料の支給等） 

第６条 給与条例第１２条から第１４条まで及び第１８条の規定は、フルタイム会 

計年度任用職員について準用する。 

（フルタイム会計年度任用職員の地域手当） 
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第７条 給与条例第２４条の２の規定は、フルタイム会計年度任用職員について準 

用する。この場合において、同条第２項及び第３項中「給料、扶養手当及び管理

職手当の月額の合計額」とあるのは「給料の月額」と読み替えるものとする。 

（フルタイム会計年度任用職員の通勤手当） 

第８条 給与条例第２５条の規定は、フルタイム会計年度任用職員について準用す 

る。 

（フルタイム会計年度任用職員の時間外勤務手当） 

第９条 給与条例第２８条第１項、第２項、第５項及び第６項の規定は、フルタイ 

ム会計年度任用職員について準用する。この場合において、同条第１項中「正規

の勤務時間を超えて勤務することを命ぜられた職員」とあるのは「当該フルタイ

ム会計年度任用職員について定められた勤務時間（以下この条において「正規の

勤務時間」という。）を超えて勤務することを命ぜられたフルタイム会計年度任

用職員」と読み替えるものとする。 

（フルタイム会計年度任用職員の休日勤務手当） 

第１０条 給与条例第２９条の規定は、フルタイム会計年度任用職員について準用 

する。この場合において、同条中「おいて正規の勤務時間」とあるのは「おいて

当該フルタイム会計年度任用職員について定められた勤務時間（以下この条にお

いて「正規の勤務時間」という。）」と読み替えるものとする。 

（フルタイム会計年度任用職員の宿日直手当） 

第１１条 給与条例第３０条の規定は、フルタイム会計年度任用職員について準用 

する。 

（フルタイム会計年度任用職員の夜間勤務手当） 

第１２条 給与条例第３３条の規定は、フルタイム会計年度任用職員について準用 

する。この場合において、同条中「正規の勤務時間」とあるのは「当該フルタイ

ム会計年度任用職員について定められた勤務時間」と読み替えるものとする。 

（フルタイム会計年度任用職員の給与の端数処理） 

第１３条 第２０条に規定する勤務１時間当たりの給与額、第９条の規定により準 

用する給与条例第２８条、第１０条の規定により準用する給与条例第２９条及び

前条の規定により準用する給与条例第３３条の規定により勤務１時間につき支給

する時間外勤務手当、休日勤務手当及び夜間勤務手当の額を算出する場合におい
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て、当該額に５０銭未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、５０銭以上１円

未満の端数を生じたときはこれを１円に切り上げて計算するものとする。 

（フルタイム会計年度任用職員に対する期末手当） 

第１４条 給与条例第４８条から第４８条の３までの規定は、任期の定めが６月以 

上のフルタイム会計年度任用職員について準用する。この場合において、給与条

例第４８条第４項中「給料及び扶養手当の月額並びにこれらに対する地域手当の

月額の合計額」とあるのは「給料の月額及びこれに対する地域手当の月額の合計

額」と読み替えるものとする。 

２ 任期の定めが６月に満たないフルタイム会計年度任用職員の１会計年度内にお 

ける会計年度任用職員としての任期の定め（任命権者（法第６条第１項に規定す

る任命権者をいう。）を同じくするものに限る。次項及び第２８条において同

じ。）の合計が６月以上に至ったときは、当該フルタイム会計年度任用職員は、

当該会計年度において、前項に規定する任期の定めが６月以上のフルタイム会計

年度任用職員とみなす。 

３ ６月に期末手当を支給する場合において、前会計年度の末日まで会計年度任用 

職員として任用され、同日の翌日にフルタイム会計年度任用職員として任用され

た者の任期（６月未満のものに限る。）の定めと前会計年度における任期（前会

計年度の末日を含む期間の任用に係るものに限る。）の定めとの合計が６月以上

に至ったときは、当該フルタイム会計年度任用職員を第１項の任期の定めが６月

以上のフルタイム会計年度任用職員とみなす。 

（フルタイム会計年度任用職員の特殊勤務手当） 

第１５条 フルタイム会計年度任用職員の特殊勤務手当の種類、支給を受ける者の 

範囲、手当の額及びその支給方法は、甲府市職員特殊勤務手当支給規則（昭和

３８年１０月規則第４９号。以下「特殊勤務手当支給規則」という。）の定める

ところによる。 

（フルタイム会計年度任用職員の初任給調整手当） 

第１６条 給与条例第９条第１項第２号の医療職給料表⑴の適用を受けるフルタイ 

ム会計年度任用職員のうち、採用による欠員の補充が困難と認められる職で、新

たに採用されたフルタイム会計年度任用職員には、給与条例第４９条の２第１項

に規定する額の範囲内で、規則で定める額を初任給調整手当として支給する。 
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２ 前項の規定により初任給調整手当を支給される職員の範囲、初任給調整手当の 

支給期間及び支給額その他初任給調整手当の支給に関し必要な事項は、規則で定

める。 

（フルタイム会計年度任用職員の災害派遣手当） 

第１７条 給与条例第３６条の規定は、フルタイム会計年度任用職員について準用 

する。 

（フルタイム会計年度任用職員の公務のための旅行に係る旅費） 

第１８条 フルタイム会計年度任用職員が公務のため旅行するときは、甲府市職員 

旅費支給条例（昭和３０年３月条例第１６号。以下「旅費支給条例」という。）

の定めるところにより、旅費を支給する。 

（フルタイム会計年度任用職員の勤務１時間当たりの給与額の算出） 

第１９条 給与条例第３４条第１項の規定は、フルタイム会計年度任用職員につい 

て準用する。 

（フルタイム会計年度任用職員の給与の減額） 

第２０条 フルタイム会計年度任用職員が定められた勤務時間中に勤務しないとき 

は、国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）による休日（以下

「祝日法による休日」という。）（代休日を指定されて、当該休日に割り振られ

た勤務時間の全部を勤務したフルタイム会計年度任用職員にあっては、当該休日

に代わる代休日。以下「祝日法による休日等」という。）又は１２月２９日から

翌年の１月３日までの日（祝日法による休日を除く。以下「年末年始の休日」と

いう。）（代休日を指定されて、当該休日に割り振られた勤務時間の全部を勤務

したフルタイム会計年度任用職員にあっては、当該休日に代わる代休日。以下

「年末年始の休日等」という。）である場合、有給の休暇による場合その他任命

権者が定める場合を除き、その勤務しない１時間につき、前条に規定する勤務１

時間当たりの給与額を減額する。 

（パートタイム会計年度任用職員の基本報酬） 

第２１条 月額で基本報酬を定めるパートタイム会計年度任用職員の基本報酬の額 

は、基準月額に当該パートタイム会計年度任用職員について定められた１週間当

たりの勤務時間を職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例（昭和２６年８月

条例第２９号。以下「勤務時間条例」という。）第２条第１項に規定する勤務時
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間で除して得た数を乗じて得た額（１円未満の端数があるときは、その端数を切

り捨てた額。以下この条において同じ。）とする。 

２ 日額で基本報酬を定めるパートタイム会計年度任用職員の基本報酬の額は、基 

準月額を２１で除して得た額に、当該パートタイム会計年度任用職員について定

められた１日当たりの勤務時間を７．７５で除して得た数を乗じて得た額とす

る。 

３ 時間額（時間を単位とする額をいう。以下同じ。）で基本報酬を定めるパート 

タイム会計年度任用職員の基本報酬の額は、基準月額を１６２．７５で除して得

た額とする。 

４ 前３項の「基準月額」とは、これらの規定に規定するパートタイム会計年度任 

用職員の１週間当たりの通常の勤務時間が勤務時間条例第２条第１項に規定する

勤務時間と同一であるとした場合に、その者の職務の内容、職務を遂行する上で

必要となる知識、技術及びその他の事情を考慮した上で、第３条から第５条まで

の規定を適用して得た額とする。 

（パートタイム会計年度任用職員の地域手当に相当する報酬） 

第２２条 パートタイム会計年度任用職員には、第７条で規定する地域手当に相当 

する額を報酬として支給する。 

（パートタイム会計年度任用職員の時間外勤務に係る報酬） 

第２３条 当該パートタイム会計年度任用職員について定められた勤務時間（以下 

「正規の勤務時間」という。）を超えて勤務することを命ぜられたパートタイム

会計年度任用職員には、正規の勤務時間を超えて勤務した全時間について、報酬

を支給する。 

２ 前項に規定する報酬の額は、勤務１時間につき、第３３条に規定する勤務１時 

間当たりの報酬額に１００分の１２５から１００分の１５０までの範囲内で規則

で定める割合（その勤務が午後１０時から翌日の午前５時までの間である場合

は、その割合に１００分の２５を加算した割合）を乗じて得た額とする。ただ

し、その勤務の時間とその勤務をした日における正規の勤務時間との合計が７時

間４５分に達するまでの間又は割り振られた１週間の勤務時間を超えてした勤務

のうち、その勤務の時間と割振り変更前の勤務時間との合計が３８時間４５分に

達するまでの間の勤務に対するこの項の規定の適用については、「１００分の
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１２５から１００分の１５０までの範囲内で規則で定める割合（その勤務が午後

１０時から翌日の午前５時までの間である場合には、その割合に１００分の２５

を加算した割合）」とあるのは「１００分の１００（その勤務が午後１０時から

翌日の午前５時までの間であるときは、１００分の１２５）」とする。 

（パートタイム会計年度任用職員の休日勤務に係る報酬） 

第２４条 祝日法による休日等及び年末年始の休日等において、正規の勤務時間中 

に勤務することを命ぜられたパートタイム会計年度任用職員には、その正規の勤

務時間中に勤務した全時間に対して報酬を支給する。 

２ 前項に規定する報酬の額は、勤務１時間につき、第３３条に規定する勤務１時 

間当たりの報酬額に１００分の１２５から１００分の１５０までの範囲内で規則

で定める割合を乗じて得た額とする。 

３ 第１項の規定にかかわらず、休日に勤務することを命ぜられた勤務時間に相当 

する時間を、他の日に勤務させないこととされたパートタイム会計年度任用職員

の、その休日の勤務に対しては、同項に規定する報酬を支給しない。 

（パートタイム会計年度任用職員の宿日直勤務に係る報酬） 

第２５条 宿日直勤務を命ぜられたパートタイム会計年度任用職員には、給与条例 

第３０条に定める額を宿日直手当に相当する報酬として支給する。 

（パートタイム会計年度任用職員の夜間勤務に係る報酬） 

第２６条 正規の勤務時間として、午後１０時から翌日の午前５時までの間に勤務 

することを命ぜられたパートタイム会計年度任用職員には、その間に勤務した全

時間に対して、報酬を支給する。 

２ 前項に規定する報酬の額は、勤務１時間につき第３３条に規定する勤務１時間 

当たりの報酬額に１００分の１２５を乗じて得た額とする。 

（パートタイム会計年度任用職員の報酬の端数処理） 

第２７条 第３４条各項に規定する勤務１時間当たりの報酬額並びに第２３条、第 

２４条及び前条の規定により勤務１時間につき支給する報酬の額を算定する場合

において、当該額に５０銭未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、５０銭以

上１円未満の端数を生じたときはこれを１円に切り上げて計算するものとする。 

（パートタイム会計年度任用職員に対する期末手当） 

第２８条 給与条例第４８条から第４８条の３までの規定は、任期の定めが６月以 
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上のパートタイム会計年度任用職員（１週間の勤務時間が１５時間３０分未満で

ある者を除く。以下この条において同じ。）について準用する。この場合におい

て、給与条例第４８条第４項中「それぞれの基準日現在（退職し、若しくは失職

し、又は死亡した職員にあっては、退職し、若しくは失職し、又は死亡した日現

在）において職員が受けるべき給料及び扶養手当の月額並びにこれらに対する地

域手当の月額の合計額」とあるのは「それぞれの基準日（退職し、若しくは失職

し、又は死亡した職員にあっては、退職し、若しくは失職し、又は死亡した日）

以前６月以内のパートタイム会計年度任用職員としての在職期間における報酬

（第２１条及び第２２条の報酬に限る。）の１月当たりの平均額」と読み替える

ものとする。 

２ 任期の定めが６月に満たないパートタイム会計年度任用職員の１会計年度内に 

おける会計年度任用職員としての任期の定めの合計が６月以上に至ったときは、

当該パートタイム会計年度任用職員は、当該会計年度において、前項に規定する

任期の定めが６月以上のパートタイム会計年度任用職員とみなす。 

３ ６月に期末手当を支給する場合において、前会計年度の末日まで会計年度任用 

職員として任用され、同日の翌日にパートタイム会計年度任用職員として任用さ

れた者の任期の定め（６月未満のものに限る。）と前会計年度における任期（前

会計年度の末日を含む期間の任用に係るものに限る。）の定めとの合計が６月以

上に至ったときは、第１項の任期の定めが６月以上のパートタイム会計年度任用

職員とみなす。 

（パートタイム会計年度任用職員の特殊勤務に係る報酬） 

第２９条 特殊勤務手当支給規則の別表に規定する業務に従事することを命ぜられ 

たパートタイム会計年度任用職員には、特殊勤務手当支給規則に定める額を特殊

勤務手当に相当する報酬として支給する。 

（パートタイム会計年度任用職員の初任給調整手当に相当する報酬） 

第３０条 給与条例第９条第１項第２号の医療職給料表⑴の適用を受けるパートタ 

イム会計年度任用職員のうち、採用による欠員の補充が困難と認められる職で、

新たに採用された職員には、給与条例第４９条の２第１項に規定する額の範囲内

で、規則で定める額を初任給調整手当に相当する報酬として支給する。 

２ 前項の規定により初任給調整手当に相当する報酬を支給される職員の範囲、支 
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給期間及び支給額その他支給に関し必要な事項は、規則で定める。 

（パートタイム会計年度任用職員の災害派遣に係る報酬） 

第３１条 給与条例第３６条の規定は、パートタイム会計年度任用職員について準 

用する。この場合において、同条中「災害派遣手当」とあるのは「災害派遣手当

に相当する報酬」と読み替えるものとする。 

（パートタイム会計年度任用職員の報酬の支給） 

第３２条 報酬は、月の１日から末日までを計算期間とし、規則で定める期日に支 

給する。 

２ 日額又は時間額により報酬が定められたパートタイム会計年度任用職員に対し 

ては、その者の勤務日数又は勤務時間に応じて報酬を支給する。 

３ 月額により報酬が定められたパートタイム会計年度任用職員に対しては、職員 

となった日から退職した日までの報酬を支給する。ただし、死亡により退職した

場合は、その月の末日までの報酬を支給する。 

４ 前項の規定により報酬を支給する場合であって、月の１日から支給するとき以 

外のとき、又は月の末日まで支給するとき以外のときは、その報酬額は、その月

の現日数から当該パートタイム会計年度任用職員について定められた週休日（以

下「週休日」という。）の日数を差し引いた日数を基礎として日割りにより計算

する。 

（パートタイム会計年度任用職員の勤務１時間当たりの報酬額） 

第３３条 第２３条、第２４条、第２６条及び次条に規定する勤務１時間当たりの 

報酬額は、次の各号に掲げる報酬の区分に応じ、当該各号に定める額とする。 

⑴ 月額による報酬 第２１条第１項の規定により計算して得た基本報酬に規則

で定める額を加算した額に１２を乗じて得た額を、当該会計年度の現日数から

週休日又は勤務時間条例第８条に規定する祝日法による休日若しくは年末年始

の休日である日の数を差し引いたものに、当該パートタイム会計年度任用職員

について定められた１週間当たりの勤務時間を７からその者の１週間当たりの

週休日である日の数を減じたもので除して得た数を乗じたもので除して得た額 

⑵ 日額による報酬 第２１条第２項の規定により計算して得た基本報酬に規則

で定める額を加算した額を当該パートタイム会計年度任用職員について定めら

れた１日当たりの勤務時間で除して得た額 
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⑶ 時間額による報酬 第２１条第３項の規定により計算して得た基本報酬に規

則で定める額を加算した額 

（パートタイム会計年度任用職員の報酬の減額） 

第３４条 月額により報酬を定められているパートタイム会計年度任用職員が正規 

の勤務時間中に勤務しないときは、祝日法による休日等又は年末年始の休日等で

ある場合、有給の休暇による場合その他任命権者が定める場合を除き、その勤務

しない１時間につき、前条第１号に定める勤務１時間当たりの報酬額を減額す

る。 

２ 日額により報酬を定められているパートタイム会計年度任用職員が正規の勤務 

時間中に勤務しないときは、有給の休暇による場合その他任命権者が定める場合

を除き、その勤務しない１時間につき、前条第２号に定める勤務１時間当たりの

報酬額を減額する。 

（給与からの控除） 

第３５条 給与条例第５０条の規定は、会計年度任用職員について準用する。 

（特に必要と認める会計年度任用職員の給与） 

第３６条 第２条から前条までの規定にかかわらず、職務の性質上これらの規定に 

より難い職として任命権者が特に必要と認める会計年度任用職員の給与について

は、常勤の職員との権衡、職務の特殊性等を考慮し、任命権者が定めるものとす

る。 

（パートタイム会計年度任用職員に対する通勤に係る費用弁償） 

第３７条 パートタイム会計年度任用職員が給与条例第２５条第１項各号に定める 

通勤手当の支給要件に該当するときは、通勤に係る費用弁償を支給する。 

２ 通勤に係る費用弁償の額（その支給の単位となる一定の期間における通勤の回 

数が少ない者についての減額の措置を含む。）、支給日及び返納については、給

与条例第２５条第２項から第６項までの規定の例による。 

（パートタイム会計年度任用職員に対する公務のための旅行に係る費用弁償） 

第３８条 パートタイム会計年度任用職員が公務のための旅行に係る費用を負担す 

るときは、その旅行に係る費用弁償を支給する。 

２ 旅行に係る費用弁償の額は、旅費支給条例の例による。 

（委任） 
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第３９条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

   附 則 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

別表第１（第３条関係） 会計年度任用職員給料表 

別表第２（第４条関係） 級別基準職務表 

職 種 職務の級 基準となる職務 

一般行政職（事

務職、技術職） 

１級 １ 定型的又は補助的な業務を行う職務 

２ 図書館司書の職務 

３ 保育士の職務 

４ 社会福祉士の職務 

５ その他これに準ずる職務（他の職種の適用を 

受けないものを含む。） 

医療職（医師） １級 医師の職務 

  職 種 職務の級 適用となる号給

の範囲 

給与条例及び技能労務職員給与

条例に基づく給料表 

一般行政職（事

務職、技術職） 

１級 １号給から３９

号給まで 

行政職給料表 

医療職（医師） １級 １号給から１７

号給まで 

医療職給料表（１） 

医 療 職 （ 保 健

師、助産師、看

護師以外） 

２級 １号給から３１

号給まで 

医療職給料表（２） 

医 療 職 （ 保 健

師、助産師、看

護師） 

１級 １号給から７号

給まで 

医療職給料表（３） 

２級 １号給から１５

号給まで 

技能労務職 １級 １号給から３２

号給まで 

技能労務職給料表 

２級 １号給から４３

号給まで 
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医 療 職 （ 保 健

師、助産師、看

護師以外） 

２級 保健師、助産師、看護師以外の医療技術職の職務 

医 療 職 （ 保 健

師、助産師、看

護師） 

１級 准看護師の職務 

２級 １ 保健師の職務 

２ 助産師の職務 

３ 看護師の職務 

技能労務職 １級 １ 定型的又は補助的な業務を行う職務 

２ ごみ収集、処理業務を行う職務 

２級 斎場作業員の職務 
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 地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備

に関する条例をここに公布する。 

  令和元年９月２７日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市条例第１１号 

地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の

整備に関する条例 

（甲府市職員給与条例の一部改正） 

第１条 甲府市職員給与条例（昭和２４年６月条例第２１号）の一部を次のように

改正する。 

第５条第１号中「臨時に雇用された者」を「地方公務員法第２２条の３の規定

により臨時的に任用された者」に改める。 

（甲府市職員定数条例の一部改正） 

第２条 甲府市職員定数条例（昭和２４年７月条例第２９号）の一部を次のように

改正する。 

  第１条中「臨時職員」を「臨時的に任用された職員（地方公務員法（昭和２５ 

年法律第２６１号）第２２条の３第４項の規定により臨時の職に関する場合にお

いて臨時的に任用された職員に限る。）」に改める。 

（甲府市職員退職手当支給条例の一部改正） 

第３条 甲府市職員退職手当支給条例（昭和２５年１０月条例第３１号）の一部を

次のように改正する。 

  第１条第２項に次のただし書を加える。 

   ただし、地方公務員法第２２条の２第１項第１号に掲げる職員については、 

この限りでない。 

 （職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例の一部改正） 

第４条 職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例（昭和２６年８月条例第２９
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号）の一部を次のように改正する。 

  第１８条の見出しを「（臨時的に任用された職員及び会計年度任用職員の勤務

時間、休日、休暇等）」に改め、同条中「臨時及び非常勤の職員（再任用短時間

勤務職員及び任期付短時間勤務職員を除く。）」を「地方公務員法第２２条の３ 

第４項の規定により臨時的に任用された職員」に改め、同条に次の１項を加え

る。 

 ２ 地方公務員法第２２条の２第１項に規定する会計年度任用職員の勤務時間そ

の他勤務の条件は、この条例の規定にかかわらず、その職務の性質等を考慮し

て、任命権者が別に定める。 

 （職員の懲戒の手続及び効果に関する条例の一部改正） 

第５条 職員の懲戒の手続及び効果に関する条例（昭和２６年９月条例第４１号）

の一部を次のように改正する。 

  第３条中「合計額」の次に「（法第２２条の２第１項第１号に掲げる職員にあ

っては、甲府市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例（令和元年９

月条例第１０号）第２１条に規定する報酬の額及び同条例第２２条に規定する地

域手当に相当する報酬の額の合計額をいう。）」を加える。 

 （甲府市学校職員給与条例の一部改正） 

第６条 甲府市学校職員給与条例（昭和２８年１月条例第５号）の一部を次のよう 

に改正する。 

  目次中「臨時職員等」を「臨時的に任用された職員」に改める。 

第４章の章名を「臨時的に任用された職員の給与」に改める。 

第３９条の２の見出し中「臨時職員等」を「臨時的に任用された職員」に改

め、同条中「臨時又は非常勤の職員（再任用短時間勤務職員を除く。）」を「地

方公務員法第２２条の３第４項の規定により臨時的に任用された職員」に改め

る。 

 （甲府市職員旅費支給条例の一部改正） 

第７条 甲府市職員旅費支給条例（昭和３０年３月条例第１６号）の一部を次のよ

うに改正する。 

  第３条に次の１項を加える。 

 ２ 前項に規定する赴任した場合の旅費は、地方公務員法第２２条の２第１項第
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２号に掲げる職員には支給しない。 

 （甲府市職員の分限に関する条例の一部改正） 

第８条 甲府市職員の分限に関する条例（昭和３８年４月条例第１２号）の一部を

次のように改正する。 

 第７条第１項中「こえない」を「超えない」に改め、同条に次の１項を加え

る。 

８ 法第２２条の２第１項に規定する会計年度任用職員に対する第１項の規定の

適用については、同項中「３年を超えない範囲内」とあるのは「法第２２条の

２第１項及び第２項の規定に基づき任命権者が定める任期の範囲内」とする。 

 （単純な労務に雇用される職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正） 

第９条 単純な労務に雇用される職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和

４３年３月条例第１号）の一部を次のように改正する。 

  第４条の見出しを「（臨時的に任用された職員及び会計年度任用職員の給

与）」に改め、同条中「臨時に雇用された」を「地方公務員法第２２条の３第４

項の規定により臨時的に任用された」に改め、同条に次の１項を加える。 

２ 地方公務員法第２２条の２第１項の規定により任用する技能労務職員の給与

は、甲府市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例（令和元年９月

条例第１０号）で定める。 

 （甲府市学校職員の勤務時間等に関する条例の一部改正） 

第１０条 甲府市学校職員の勤務時間等に関する条例（昭和４５年１２月条例第

４１号）の一部を次のように改正する。 

  第１８条の次に次の１条を加える。 

（臨時的に任用された学校職員及び会計年度任用職員の勤務時間、休日、休憩 

等） 

第１８条の２ 地方公務員法第２２条の３第４項の規定により臨時的に任用され 

た学校職員の勤務時間、休日、休暇等に関しては、この条例の規定にかかわら

ず、教育委員会規則で定める。 

２ 地方公務員法第２２条の２第１項に規定する会計年度任用職員の勤務時間、

その他勤務の条件は、この条例の規定にかかわらず、その学校職員の性質等を

考慮して、教育委員会規則で定める。 
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（公益的法人等への職員の派遣等に関する条例の一部改正） 

第１１条 公益的法人等への職員の派遣等に関する条例（平成１４年３月条例第１

号）の一部を次のように改正する。 

  第２条第２項第３号中「第２２条第１項」を「第２２条」に、「条件附採用」 

を「条件付採用」に改める。 

 （甲府市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の一部改正） 

第１２条 甲府市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成１７年３月条

例第２号）の一部を次のように改正する。 

  第３条中「占める職員」の次に「及び同法第２２条の２第１項第２号に掲げる

職員」を加える。 

   附 則 

 この条例は、令和２年４月１日から施行する。 
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 消費税率及び地方消費税率の引上げに伴う関係条例の整備に関する条例をここに

公布する。 

  令和元年９月２７日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市条例第１２号 

消費税率及び地方消費税率の引上げに伴う関係条例の整備に関する条例 

 （甲府市立学校校舎等使用料条例の一部改正） 

第１条 甲府市立学校校舎等使用料条例（昭和２３年４月条例第６号）の一部を次

のように改正する。 

  別表中「５２０円」を「５３０円」に改める。 

 （甲府市公民館使用料条例の一部改正） 

第２条 甲府市公民館使用料条例（昭和２９年１２月条例第５８号）の一部を次の

ように改正する。 

 別表を次のように改める。 

別表（第４条関係） 

  甲府市中央公民館使用料 

区分   使用料   

    昼   夜 昼夜 

室名 

 

 

午前 8 時

30分から

正午まで 

午後 1 時

から同 5

時まで 

午前 8 時

30分から

午後 5 時

まで 

午後 5 時

から同10

時まで 

午前 8 時

30分から

午後10時

まで 

大ホール   2,760 円 2,760 円 6,300 円 3,690 円 9,990 円 

（ホール１） 1,460 円 1,460 円 3,340 円 1,960 円 5,300 円 

（ホール２） 1,300 円 1,300 円 2,960 円 1,730 円 4,690 円 
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多目的室 840 円 840 円 1,940 円 1,150 円 3,090 円 

会議室１ 550 円 550 円 1,270 円 750 円 2,020 円 

会議室２ 840 円 840 円 1,920 円 1,140 円 3,060 円 

調理実習室 980 円 980 円 2,240 円 1,320 円 3,560 円 

和室１ 240 円 240 円 540 円 310 円 850 円 

和室２ 170 円 170 円 440 円 250 円 690 円 

甲府市中央公民館相生分館使用料 

区分 

 

室名 

使用料 

           昼 

午前 9 時から正

午まで 

午後 1 時から同

5 時まで 

午前 9 時から午

後 5 時まで 

音楽室     980 円 1,320 円 2,650 円 

甲府市遊亀公民館使用料 

区分   使用料   

    昼   夜 昼夜 

室名 午前 9 時

から正午

まで 

午後 1 時

から同 5

時まで 

午前 9 時

から午後

5 時まで 

午後 5 時

から同10

時まで 

午前 9 時

から午後

10時まで 

講義室１号 660 円 980 円 1,860 円 1,200 円 03,060円 

講義室２号 980 円 1,420 円 2,740 円 1,760 円 04,500円 

研修室 980 円 1,320 円 2,640 円 1,640 円 04,280円 

料理実習室 880 円 1,200 円 2,420 円 1,540 円 03,960円 

和室 880 円 1,100 円 2,200 円 1,420 円 03,620円 

展示室 2,640 円 3,520 円 7,040 円 4,400 円 11,440円 

甲府市北公民館使用料 

区分   使用料   

   昼   夜 昼夜 

室名 午前 8 時 午後 1 時 午前 8 時 午後 5 時 午前 8 時 
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30分から

正午まで 

から同 5

時まで 

30分から

午後 5 時

まで 

から同10

時まで 

30分から

午後10時

まで 

大ホール   2,640 円 2,640 円 5,500 円 3,300 円 8,800 円 

多目的集会室 1,200 円 1,200 円 2,640 円 1,760 円 4,400 円 

小会議室 270 円 270 円 660 円 440 円 1,100 円 

音楽室 930 円 930 円 1,980 円 1,320 円 3,300 円 

視聴覚室 930 円 930 円 1,980 円 1,320 円 3,300 円 

工作室 440 円 440 円 980 円 660 円 1,640 円 

料理室 930 円 930 円 1,980 円 1,320 円 3,300 円 

和室 880 円 880 円 1,860 円 1,100 円 2,960 円 

軽運動室 1,200 円 1,200 円 2,740 円 1,590 円 4,330 円 

甲府市南西公民館使用料 

区分   使用料   

   昼   夜 昼夜 

室名 午前 8 時

30分から

正午まで 

午後 1 時

から同 5

時まで 

午前 8 時

30分から

午後 5 時

まで 

午後 5 時

から同10

時まで 

午前 8 時

30分から

午後10時

まで 

大ホール   3,960 円 3,960 円 8,240 円 4,940 円 13,180円 

実習室 540 円 540 円 1,200 円 760 円 01,960円 

音楽・視聴覚室 1,100 円 1,100 円 2,420 円 1,640 円 04,060円 

小会議室 660 円 660 円 1,420 円 880 円 02,300円 

大会議室 1,420 円 1,420 円 3,080 円 1,980 円 05,060円 

教養室１号 880 円 880 円 1,860 円 1,200 円 03,060円 

教養室２号 660 円 660 円 1,420 円 880 円 02,300円 

甲府市東公民館使用料 

区分   使用料   

    昼   夜 昼夜 

室名 午前 8 時 午後 1 時 午前 8 時 午後 5 時 午前 8 時 
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 30分から

正午まで 

から同 5

時まで 

30分から

午後 5 時

まで 

から同10

時まで 

30分から

午後10時

まで 

大ホール   3,300 円 3,300 円 7,140 円 4,180 円 11,320円 

実習室 760 円 760 円 1,640 円 880 円 02,520円 

多目的集会室 1,200 円 1,200 円 2,640 円 1,540 円 04,180円 

視聴覚室 930 円 930 円 1,980 円 1,320 円 03,300円 

会議室 1,640 円 1,640 円 3,520 円 1,980 円 05,500円 

料理室 930 円 930 円 1,980 円 1,320 円 03,300円 

和室 660 円 660 円 1,420 円 880 円 02,300円 

甲府市北東公民館使用料 

区分   使用料   

  昼   夜 昼夜 

室名 午前 8 時

30分から

正午まで 

午後 1 時

から同 5

時まで 

午前 8 時

30分から

午後 5 時

まで 

午後 5 時

から同10

時まで 

午前 8 時

30分から

午後10時

まで 

会議室１号 660 円 660 円 1,470 円 880 円 02,350円 

小会議室 320 円 320 円 760 円 440 円 01,200円 

調理実習室 1,030 円 1,030 円 2,350 円 1,370 円 03,720円 

多目的集会室 2,860 円 2,860 円 6,430 円 3,790 円 10,220円 

（会議室２号） 880 円 880 円 1,980 円 1,150 円 03,130円 

（会議室３号） 1,980 円 1,980 円 4,450 円 2,640 円 07,090円 

和室 370 円 370 円 880 円 490 円 01,370円 

甲府市南公民館使用料 

区分   使用料   

  昼   夜 昼夜 

室名 午前 8 時

30分から

正午まで 

午後 1 時

から同 5

時まで 

午前 8 時

30分から

午後 5 時

午後 5 時

から同10

時まで 

午前 8 時

30分から

午後10時
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まで まで 

大ホール 3,620 円 3,620 円 8,200 円 4,840 円 13,040円 

（ホール１） 1,810 円 1,810 円 4,100 円 2,420 円 06,520円 

（ホール２） 1,810 円 1,810 円 4,100 円 2,420 円 06,520円 

多目的集会室 940 円 940 円 2,130 円 1,250 円 03,380円 

実習室 940 円 940 円 2,130 円 1,250 円 03,380円 

調理実習室 1,040 円 1,040 円 2,370 円 1,400 円 03,770円 

会議室 450 円 450 円 1,020 円 590 円 01,610円 

甲府市西公民館使用料 

区分   使用料   

  昼   夜 昼夜 

室名 午前 8 時

30分から

正午まで 

午後 1 時

から同 5

時まで 

午前 8 時

30分から

午後 5 時

まで 

午後 5 時

から同10

時まで 

午前 8 時

30分から

午後10時

まで 

大ホール 2,680 円 2,680 円 6,040 円 3,580 円 9,620 円 

（ホール１） 1,340 円 1,340 円 3,020 円 1,790 円 4,810 円 

（ホール２） 1,340 円 1,340 円 3,020 円 1,790 円 4,810 円 

会議室 750 円 750 円 1,850 円 1,070 円 2,920 円 

多目的集会室 1,250 円 1,250 円 2,890 円 1,680 円 4,570 円 

調理実習室 930 円 930 円 2,110 円 1,240 円 3,350 円 

生涯学習室 760 円 760 円 1,730 円 1,010 円 2,740 円 

実習室 740 円 740 円 1,700 円 990 円 2,690 円 

和室 220 円 220 円 510 円 300 円 810 円 

甲府市中道公民館使用料 

区分   使用料   

  昼   夜 昼夜 

室名 

 

午前 8 時

30分から

正午まで 

午後 1 時

から同 5

時まで 

午前 8 時

30分から

午後 5 時 

午後 5 時

から同10

時まで 

午前 8 時

30分から

午後10時 
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   まで  まで 

会議室 2,440 円 2,440 円 5,520 円 3,240 円 8,760 円 

（会議室１） 1,200 円 1,200 円 2,720 円 1,600 円 4,320 円 

（会議室２） 620 円 620 円 1,400 円 820 円 2,220 円 

（会議室３） 620 円 620 円 1,400 円 820 円 2,220 円 

 （甲府市都市公園条例の一部改正） 

第３条 甲府市都市公園条例（昭和３２年１２月条例第５２号）の一部を次のよう

に改正する。 

  第７条第１項及び第７条の２第１項中「１００分の１０８」を「１００分の  

１１０」に改める。 

  別表第２中備考以外の部分を次のように改める。 

 別表第２（第７条関係） 
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 （甲府市下水道条例の一部改正） 

第４条 甲府市下水道条例（昭和３７年７月条例第３３号）の一部を次のように改

正する。 

  第１３条中「１００分の１０８」を「１００分の１１０」に改める。 

（甲府市行政財産使用料条例の一部改正） 

第５条 甲府市行政財産使用料条例（昭和３９年４月条例第１９号）の一部を次の

ように改正する。 

  第２条中「１００分の１０８」を「１００分の１１０」に改める。 

（甲府市道路占用料徴収条例の一部改正） 

第６条 甲府市道路占用料徴収条例（昭和４９年７月条例第３８号）の一部を次の

ように改正する。 

  第２条中「１００分の１０８」を「１００分の１１０」に改める。 

 （甲府市市民いこいの里条例の一部改正） 

第７条 甲府市市民いこいの里条例（昭和５０年１２月条例第４２号）の一部を次

のように改正する。 

  別表中「２１０円」を「２２０円」に、「６６０円」を「６９０円」に改め

る。 

 （甲府市スポーツ広場条例の一部改正） 

第８条 甲府市スポーツ広場条例（昭和５２年３月条例第９号）の一部を次のよう

に改正する。 

  別表中「５２０円」を「５３０円」に改める。 

 （甲府市勤労者福祉センター条例の一部改正） 

第９条 甲府市勤労者福祉センター条例（昭和５６年７月条例第３１号）の一部を

次のように改正する。 
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  別表中備考以外の部分を次のように改める。 

 別表（第３条、第１０条関係）   

施設 利用料金 

      昼  夜 昼夜 

午前 8 時

30分から

正午まで 

午後 1 時

から同 5

時まで 

午前 8 時

30分から

午後 5 時

まで 

午後 5 時

から同10

時まで 

午前 8 時

30分から

午後10時

まで 

第 1 会議室 530 円 600 円 1,140 円 750 円 01,890円 

第 2 会議室 530 円 680 円 1,210 円 820 円 02,040円 

第 3 会議室（南） 680 円 800 円 1,480 円 960 円 02,450円 

第 3 会議室（北） 800 円 940 円 1,740 円 1,100 円 02,840円 

第 1 教養室 390 円 390 円 790 円 540 円 01,340円 

第 2 教養室 330 円 330 円 670 円 410 円 01,080円 

料理実習室 1,150 円 1,280 円 2,440 円 1,640 円 04,080円 

視聴覚室 800 円 950 円 1,760 円 1,220 円 02,980円 

大ホール 4,080 円 4,750 円 8,840 円 6,160 円 15,000円 

テニスコート 1 面につき 1 時間80円 

夜間照明施設 テニスコート 1 面につき30分 320 円 

資料・談話室、ホール 無料 

 （甲府市農村婦人の家条例の一部改正） 

第１０条 甲府市農村婦人の家条例（昭和５７年３月条例第１３号）の一部を次の

ように改正する。 

     「 

470 円 570 円 1,050 円 680 円 1,730 円 

150 円 150 円 310 円 210 円 520 円 

                               」 

 「 

490 円 590 円 1,100 円 710 円 1,810 円 

別表中 を  
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150 円 150 円 320 円 220 円 540 円 

                           」 

 「 

260 円 260 円 520 円 310 円 840 円 

                           」 

 「   

270 円 270 円 540 円 320 円 880 円 

                           」 

 （甲府市コミュニティ防災センター条例の一部改正） 

第１１条 甲府市コミュニティ防災センター条例（昭和５８年３月条例第１１号）

の一部を次のように改正する。 

  別表の甲府市西部コミュニティ防災センターの表中 

  

100 円 100 円 210 円 100 円 420 円 

100 円 100 円 210 円 100 円 420 円 

210 円 210 円 420 円 210 円 730 円 

520 円 630 円 1,360 円 840 円 2,100 円 

  

    

100 円 100 円 220 円 100 円 440 円 

100 円 100 円 220 円 100 円 440 円 

220 円 220 円 440 円 220 円 760 円 

540 円 660 円 1,420 円 880 円 2,200 円 

 

 市南東部コミュニティ防災センターの表中 

  

400 円 470 円 990 円 580 円 1,590 円 

  

 

「  

」  

を  

に改め、別表の甲府 

「  

」  

「  

」  

を  

に、 

を  

に改める。 
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 410 円 490 円 1,030 円 600 円 1,660 円 

 

 市北部コミュニティ防災センターの表中 

  

1,020 円 1,170 円 2,500 円 1,470 円 3,990 円 

 

  

1,060 円 1,220 円 2,610 円 1,540 円 4,180 円 

 

 （甲府市上下水道局スポーツ施設条例の一部改正） 

第１２条 甲府市上下水道局スポーツ施設条例（昭和６０年７月条例第３１号）の

一部を次のように改正する。 

  別表中「２，１６０円」を「２，２００円」に、「１，６２０円」を  

「１，６５０円」に、「５４０円」を「５５０円」に改める。 

（甲府市総合市民会館条例の一部改正） 

第１３条 甲府市総合市民会館条例（平成２年７月条例第３３号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 別表第１の１の表中備考以外の部分を次のように改める。 

  １ 山の都アリーナ及び芸術ホール一般利用料金 

    利用区分        専用利用 個人

利用 

 摘要 

施設区分   利用時間 

 

 

 

 午前  午 後  夜 間  全 日 

午前 9 時

から正午

まで 

午 後 1 時

か ら 午 後

5 時 ま で 

午 後 6 時

か ら 午 後

10 時 ま で 

午 前 9 時

か ら 午 後

10 時 ま で 

山 の 都 

アリーナ

（ホワイ

エ を 含

全

面

利

用  

平 日 11,980 円 18,040 円 24,080 円 48,720 円 1 人

1 時

間に

つき 

暖房又は

冷房を利

用する場

合の利用

土 曜 日 

日 曜 日 

休 日 

14,960 円 22,540 円 30,140 円 60,940 円 

「  

」  

に改め、別表の甲府 

」  

を  

「  

」  

に改める。 

「  
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む。） 100

円 

料金は、

1 時間に

つき 

3,840 円 

部

分

利

用  

バ ス ケ ッ

ト ボ ー ル

バ レ ー ボ

ー ル 

1 面につ

き 

2,200 円 

1 面 に つ

き 

02,960 円 

1 面 に つ

き  

03,520 円 

1 面 に つ

き  

07,800 円 

  

バ ド ミ ン

ト ン 

1 面につ

き 

1,100 円 

1 面 に つ

き 

01,420 円                

1 面 に つ

き 

01,760 円 

1 面 に つ

き 

03,840 円 

卓 球 1 台につ 

き 

540 円 

1 台 に つ 

き 

760 円 

1 台 に つ 

き  

880 円 

1 台 に つ 

き  

01,980 円 

芸術ホー

ル（ホワ

イエを含 

平日 10,220 円 15,400 円 20,560 円 41,580 円     

土曜日 

日曜日 

12,860 円 19,240 円 25,740 円 52,020 円 

む。）  休日       

別表第１の２の表中備考以外の部分を次のように改める。 

 ２ 山の都アリーナ及び芸術ホール特別利用料金 

   利用区分        専用利用   摘要 

   利用時間  午 前  午 後  夜 間  全 日 

施設区分 午 前 9 時

か ら 正 午

ま で 

午 後 1 時

か ら 午 後

5 時 ま で 

午 後 6 時

か ら 午 後

10 時 ま で 

午 前 9 時

か ら 午 後

10 時 ま で 

山 の 都 

アリーナ

（ホワイ

エ を 含

全

面

利

用  

平 日  7,260 円 10,780 円 14,400 円 29,260 円 暖房又は冷房

を利用する場

合の利用料金

は、 1 時間に

土 曜 日 

日 曜 日 

休 日 

 9,020 円 13,520 円 18,040 円 36,520 円 
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む。） 

 

 

 

 つき 3,840 円 

部

分  

利

用  

バ ス ケ ッ

ト ボ ー ル 

バ レ ー ボ

ー ル 

1 面 に つ

き 

01,320 円 

1 面 に つ

き 

01,760 円 

1 面 に つ

き 

02,080 円 

1 面 に つ

き 

04,620 円 

  

バ ド ミ ン

ト ン 

1 面 に つ

き  

660 円 

1 面 に つ

き  

880 円 

1 面 に つ

き  

01,100 円 

1 面 に つ

き  

02,420 円 

 卓 球 1 台 に つ

き  

320 円 

1 台 に つ

き  

440 円 

1 台 に つ

き  

540 円 

1 台 に つ

き  

01,200 円 

芸術ホー

ル（ホワ

イエを含

む。） 

平日  6,160 円  9,240 円 12,320 円 24,960 円   

 土曜日 

日曜日 

休日 

 7,700 円 11,540 円 15,400 円 31,240 円 

別表第１の３の表中備考以外の部分を次のように改める。 

３ 格技場等利用料金 

          利用時間 

 

施設区分 

 午 前  午 後  夜 間  全 日   摘要 

午 前 9 時

か ら 正 午

ま で 

午 後 1 時

か ら 午 後

5 時 ま で 

午 後 6 時

か ら 午 後

10 時 ま で 

午 前 9 時

か ら 午 後

10 時 ま で 

格

技

場  

全 面 利 用  2,640 円  3,520 円  4,180 円  9,240 円 暖房又は冷房

を利用する場

合の利用料金

は、 1 時間に

つき 540 円 

床 面 積 の ２ 分 の １

利 用 

 1,320 円  1,760 円  2,080 円  4,620 円 

控室大    660 円  1,100 円  1,420 円  2,860 円   

控室中    440 円    660 円    880 円  1,760 円   

控室小    440 円    660 円    880 円  1,760 円   
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控室１    440 円    660 円    980 円  1,860 円   

控室２   540 円    880 円  1,100 円  2,300 円   

練習室  3,520 円  5,160 円  6,920 円 14,080 円   

大会議室  3,400 円  4,620 円  4,620 円 12,630 円   

会議室１    540 円    760 円    760 円  2,080 円   

会議室２    540 円    760 円    760 円  2,080 円   

会議室３    540 円    660 円    660 円  1,840 円   

会議室４  1,100 円  1,540 円  1,540 円  4,180 円   

多目的室  2,140 円  2,870 円  2,870 円  7,860 円   

（甲府市マウントピア黒平条例の一部改正） 

第１４条 甲府市マウントピア黒平条例（平成３年３月条例第７号）の一部を次の

ように改正する。 

別表中「１０，５００円」を「１１，０００円」に、「５２０円」を「５４０

円」に、「５，２５０円」を「５，５００円」に、「３１０円」を「３２０円」

に改める。 

（甲府市帯那山高原牧場の設置及び管理条例の一部改正） 

第１５条 甲府市帯那山高原牧場の設置及び管理条例（平成５年３月条例第６号）

の一部を次のように改正する。 

別表中「２１０円」を「２２０円」に、「２６０円」を「２７０円」に、

「３１０円」を「３２０円」に改める。 

（甲府市廃棄物の減量化、資源化及び適正処理等に関する条例の一部改正） 

第１６条 甲府市廃棄物の減量化、資源化及び適正処理等に関する条例（平成５年

６月条例第２２号）の一部を次のように改正する。 

  第２９条第１項中「１００分の１０８」を「１００分の１１０」に改める。 

 （甲府市リサイクルプラザ条例の一部改正） 

第１７条 甲府市リサイクルプラザ条例（平成９年３月条例第１５号）の一部を次

のように改正する。 

  別表を次のように改める。 

 別表（第３条、第１０条関係） 
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施設区分   利用時間        利用料金 

市内及び笛吹市内に

居住する者 

その他の者 

一般 小・中学

生 

一般 小・中学

生 

プール 午前 9 時30分から 

午後 8 時30分まで 

410 円 

回数利用

券（ 6 枚

綴）

2,090 円 

100 円 

回数利用

券（ 6 枚

綴） 

 520 円 

830 円 

回数利用

券（ 6 枚

綴）

4,190 円 

200 円 

回数利用

券（ 6 枚

綴）

1,040 円 

浴室 午前10時00分から 

午後 4 時30分まで 

トレーニ

ング室 

午前 9 時00分から 

午後 8 時30分まで 

体育館

（再生品

頒布室） 

午前 9 時30分から 

午後 0 時30分まで 

各時間帯

とも 

１室

1,040 円 

各時間帯

とも 

１室 

 520 円 

各時間帯

とも 

１室

2,090 円 

各時間帯

とも 

１室

1,040 円 

午後 1 時30分から 

午後 4 時30分まで 

午後 5 時30分から 

午後 8 時30分まで 

和室１

（リサイ

クルセミ

ナー室） 

午前 9 時30分から 

午後 0 時30分まで 

各時間帯とも 

１室 200 円 

各時間帯とも 

１室 410 円 

午後 1 時30分から 

午後 4 時30分まで 

午後 5 時30分から 

午後 8 時30分まで 

和室２

（リサイ

クルセミ

ナー室） 

午前 9 時30分から 

午後 0 時30分まで 

各時間帯とも 

１室 200 円 

各時間帯とも 

１室 410 円 

午後 1 時30分から 

午後 4 時30分まで 

午後 5 時30分から 

午後 8 時30分まで 
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会議室

（環境セ

ミ ナ ー

室） 

午前 9 時30分から 

午後 0 時30分まで 

各時間帯とも 

１室 200 円 

各時間帯とも 

１室 410 円 

午後 1 時30分から 

午後 4 時30分まで 

午後 5 時30分から 

午後 8 時30分まで 

図書コー

ナー 

午前 9 時00分から 

午後 8 時30分まで 

無料 

 

 

 

展示コー

ナー 

午前 9 時00分から 

午後 8 時30分まで 

なでしこ

工房 

午前 9 時00分から 

午後 4 時00分まで 

 

（市立甲府病院使用料等徴収条例の一部改正） 

第１８条 市立甲府病院使用料等徴収条例（平成１１年３月条例第１０号）の一部

を次のように改正する。 

  第３条第４項中「１００分の１０８」を「１００分の１１０」に改める。 

 （甲府市法定外公共物管理条例の一部改正） 

第１９条 甲府市法定外公共物管理条例（平成１３年１２月条例第３４号）の一部

を次のように改正する。 

  第９条第２項中「１００分の１０８」を「１００分の１１０」に改める。 

 （甲府市上九の湯ふれあいセンター条例の一部改正） 

第２０条 甲府市上九の湯ふれあいセンター条例（平成１７年１２月条例第５８

号）の一部を次のように改正する。 

  別表中「３００円」を「３１０円」に、「７２０円」を「７３０円」に、

「５１０円」を「５２０円」に、 

 

  520 円   690 円   1,390 円   690 円   2,090 円 

  400 円   530 円   1,060 円   530 円   1,600 円 

  370 円   490 円   0,980 円   490 円   1,480 円 

 

「  

」  

を  
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  530 円   710 円   1,420 円   710 円   02,130 円 

  400 円   540 円   1,080 円   540 円   01,630 円 

  370 円   500 円   1,000 円   500 円   01,500 円 

 

 る。 

 （甲府市いきいきプラザ条例の一部改正） 

第２１条 甲府市いきいきプラザ条例（平成１７年１２月条例第６２号）の一部を

次のように改正する。 

 

 360 円  410 円   0,890 円  300 円 

 660 円  770 円    1,630 円  570 円 

 530 円  530 円   1,060 円    ― 

 340 円  400 円   0,860 円  290 円 

 290 円  330 円   0,730 円  250 円 

 

 

 360 円  410 円   0,910円  310 円 

 680 円  780 円   1,660円  580 円 

 540 円  540 円   1,080円    ― 

 350 円  400 円   0,880円  300 円 

 300 円  340 円   0,740円  260 円 

 

 （甲府市健康の杜センター条例の一部改正） 

第２２条 甲府市健康の杜センター条例（平成１７年１２月条例第６３号）の一部

を次のように改正する。 

    

   0,530 円    0,530 円    1,060 円      ― 

   1,860 円    2,120 円    4,530 円    1,590 円 

「 

「  

を  

」  

別表中 

「  

」  

に改める。 

「  

に 改 め 

」  
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   800 円    910 円    1,950 円    680 円 

   260 円    290 円    0,640 円    220 円 

   290 円    340 円    0,740 円    250 円 

   250 円    280 円    0,620 円    210 円 

 

 

   0,540 円    0,540 円    1,080 円      ― 

   1,890 円    2,160 円    4,620 円    1,620 円 

   0,810 円    0,930 円    1,990 円    0,700 円 

   0,270 円    0,300 円    0,660 円    0,230 円 

   0,300 円    0,350 円    0,750 円    0,260 円 

   0,260 円    0,290 円    0,630 円    0,220 円 

 

 「１回 ３００円」を「１回 ３１０円」に改める。 

 （甲府市右左口の里条例の一部改正） 

第２３条 甲府市右左口の里条例（平成１７年１２月条例第６６号）の一部を次の

ように改正する。 

     「             「 

 01,100円   01,150円   

 03,000円   03,140円   

 00,700円   00,730円   

 02,000円   

 

 

 

02,090円   

 

 

 

 

 

 

 

別表中 

13,000円 ます10キロ

グラムを含

む。ます 1

キログラム

を 追 加 す 

る ご と に 

1,000 円を

加算する。 

 

 

 

 

 

 

 

を  

13,610円 ます10キロ

グラムを含

む。ます 1

キログラム

を 追 加 す 

る ご と に 

1,040 円を

加算する。 

 

 

 

 

 

 

 

に改める。 

を  

」  

「  

別表中 

に、 

」  
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 400 円   410 円   

 300 円   310 円   

 7,000 円 定員 8 名  7,330 円 定員 8 名  

 2,000 円  2,090 円  

 1,500 円 粘土 1 キロ

グラムを含

む。粘土 1

キログラム

を 追 加 す 

る ご と に 

1,000 円を

加算する。 

 1,570 円 粘土 1 キロ

グラムを含

む。粘土 1

キログラム

を 追 加 す 

る ご と に 

1,040 円を

加算する。 

 

               」             」 

（甲府市農業集落排水施設条例の一部改正） 

第２４条 甲府市農業集落排水施設条例（平成１７年１２月条例第６８号）の一部

を次のように改正する。 

第１３条の表中「３，０００円」を「３，１４０円」に、「４００円」を

「４１０円」に改める。 

（甲府市畑地かんがい給水施設条例の一部改正） 

第２５条 甲府市畑地かんがい給水施設条例（平成１７年１２月条例第７０号）の

一部を次のように改正する。 

第５条中「２，０００円」を「２，０９０円」に改める。 

（甲府市寺川グリーン公園条例の一部改正） 

第２６条 甲府市寺川グリーン公園条例（平成１７年１２月条例第７１号）の一部

を次のように改正する。 

     「        「 

 300 円  310 円  

 150 円  150 円  

 300 円  310 円  

 

 

150 円  150 円  
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別表中 1,000 円 を  1,040 円 に改める。 

 500 円  520 円  

 250 円  260 円  

 500 円  520 円  

 250 円  260 円  

            」        」 

 （甲府市浄化槽事業条例の一部改正） 

第２７条 甲府市浄化槽事業条例（平成２３年３月条例第１号）の一部を次のよう

に改正する。 

       「        「 

 02,900円  02,930円  

 04,100円  04,190円  

 07,500円  07,750円  

 09,600円  09,840円  

 12,100円  12,460円  

 13,700円  14,030円  

別表第３中 16,400円 を  16,760円 に改める。 

 19,300円  19,800円  

 25,400円  25,980円  

 30,900円  31,530円  

 38,000円  38,760円  

 47,100円  48,080円  

 58,900円  60,020円  

              」        」 

 （甲府市準用河川占用料徴収条例の一部改正） 

第２８条 甲府市準用河川占用料徴収条例（平成２４年３月条例第４号）の一部を

次のように改正する。 

  第２条第２項中「１００分の１０８」を「１００分の１１０」に改める。 

（甲府市自転車等の放置の防止に関する条例の一部改正） 

第２９条 甲府市自転車等の放置の防止に関する条例（平成２５年９月条例第２４
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号）の一部を次のように改正する。 

第１３条第１号中「１，０００円」を「１，０４０円」に改め、同条第２号中

「２，０００円」を「２，０９０円」に改める。 

（甲府市創作の森おびな条例の一部改正） 

第３０条 甲府市創作の森おびな条例（平成２９年１２月条例第３２号）の一部を

次のように改正する。 

別表中「６，０００円」を「６，１１０円」に、「１８，０００円」を

「 １ ８ ， ３ ３ ０ 円 」 に 、 「 ４ ， ０ ０ ０ 円 」 を 「 ４ ， ０ ７ ０ 円 」 に 、

「 １ ２ ， ０ ０ ０ 円 」 を 「 １ ２ ， ２ ２ ０ 円 」 に 、 「 １ ， ２ ０ ０ 円 」 を

「１，２２０円」に改める。 

 （甲府市保健所関係手数料条例の一部改正） 

第３１条 甲府市保健所関係手数料条例（平成３０年１２月条例第３５号）の一部

を次のように改正する。 

別表第５４号中「３，１５０円」を「３，２１０円」に改め、同表第１０４号

中「２，０６０円」を「２，１００円」に改め、同表第１０５号から第１０７号

までの規定中「３，１５０円」を「３，２１０円」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和元年１０月１日から施行する。 

 （使用料に関する経過措置） 

２ この条例（第３条（甲府市都市公園条例第７条の２第１項の改正規定に限 

る。）、第４条、第６条、第７条、第９条、第１３条、第１４条及び第１６条か

ら第３１条までの規定を除く。）による改正後のそれぞれの条例の規定は、この

条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後に行う使用、占用又は行為の許

可に係る使用料について適用し、施行日前に行った使用、占用又は行為の許可に

係る使用料については、なお従前の例による。 

 （利用料金に関する経過措置） 

３ この条例（第３条（甲府市都市公園条例第７条の２第１項の改正規定に限

る。）、第２０条、第２３条、第２６条及び第３０条の規定に限る。）による改

正後のそれぞれの条例の規定は、施行日以後の利用に係る利用料金について適用
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する。 

４ この条例（第７条、第９条、第１３条、第１４条、第２１条及び第２２条の規

定に限る。）による改正後のそれぞれの条例の規定は、施行日以後に行う利用の

許可に係る利用料金について適用し、施行日前に行った利用の許可に係る利用料

金については、なお従前の例による。 

 （甲府市下水道条例の一部改正に伴う経過措置） 

５ 第４条の規定による改正後の甲府市下水道条例第１３条の規定にかかわらず、 

施行日前から使用している下水道で、施行日から令和元年１０月３１日までの間

に使用料の支払を受ける権利の確定されるものに係る使用料（施行日以後初めて

使用料の支払を受ける権利の確定される日が同月３１日後である下水道の使用に

あっては、当該確定されたもののうち、施行日以後初めて支払を受ける権利が確

定される使用料を前回確定日（その直前の使用料の支払を受ける権利が確定した

日をいう。以下同じ。）から施行日以後初めて使用料の支払を受ける権利が確定

される日までの期間の月数で除し、これに前回確定日から同月３１日までの期間

の月数を乗じて計算した金額に係る部分に対応する部分に限る。）については、

なお従前の例による。 

６ 前項の月数は、暦に従って計算し、１月に満たない端数が生じたときは、これ 

を１月とする。 

（占用料に関する経過措置） 

７ この条例（第６条、第１９条及び第２８条の規定に限る。）による改正後のそ 

れぞれの条例の規定は、施行日以後の占用の期間に係る占用料について適用す

る。 

（甲府市廃棄物の減量化、資源化及び適正処理等に関する条例の一部改正に伴う

経過措置） 

８ 第１６条の規定による改正後の甲府市廃棄物の減量化、資源化及び適正処理等

に関する条例第２９条第１項の規定は、施行日以後の廃棄物の処理又は処分に係

る手数料について適用する。 

 （甲府市リサイクルプラザ条例の一部改正に伴う経過措置） 

９ 第１７条の規定による改正後の甲府市リサイクルプラザ条例（次項において

「新リサイクルプラザ条例」という。）別表の規定は、施行日以後の利用及び施
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行日以後に発行する回数利用券に係る利用料金について適用する。 

１０ 施行日前に第１７条の規定による改正前の甲府市リサイクルプラザ条例第

１１条の規定により発行された回数利用券は、新リサイクルプラザ条例第１１条

の規定により発行された回数利用券とみなす。 

 （市立甲府病院使用料等徴収条例の一部改正に伴う経過措置） 

１１ 第１８条の規定による改正後の市立甲府病院使用料等徴収条例第３条第４項

の規定は、施行日以後の診療等及び診断等証明書の交付の申請に係る使用料等に

ついて適用し、施行日前の診療等及び診断等証明書の交付の申請に係る使用料等

については、なお従前の例による。 

（甲府市農業集落排水施設条例の一部改正に伴う経過措置） 

１２ 第２４条の規定による改正後の甲府市農業集落排水施設条例第１３条の規定

は、施行日以後の使用に係る使用料について適用する。 

（甲府市畑地かんがい給水施設条例の一部改正に伴う経過措置） 

１３ 第２５条の規定による改正後の甲府市畑地かんがい給水施設条例第５条の規

定は、施行日以後に行う使用の許可に係る使用料について適用し、施行日前に使

用の許可を受けて給水施設を使用している者の使用料については、その使用期限

が満了するまでの間は、なお従前の例による。 

（甲府市浄化槽事業条例の一部改正に伴う経過措置） 

１４ 第２７条の規定による改正後の甲府市浄化槽事業条例別表第３の規定は、施

行日以後の使用に係る使用料について適用する。 

（甲府市自転車等の放置の防止に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

１５ 第２９条の規定による改正後の甲府市自転車等の放置の防止に関する条例第

１３条第１号及び第２号の規定は、施行日以後に徴収する費用について適用す

る。 

 （甲府市保健所関係手数料条例の一部改正に伴う経過措置） 

１６ 第３１条の規定による改正後の甲府市保健所関係手数料条例別表の規定は、

施行日以後に行う動物の飼養管理及び返還又は引取りに係る手数料について適用

し、施行日前に行った動物の飼養管理に係る手数料については、なお従前の例に

よる。 
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 甲府市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和元年９月２７日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市条例第１３号 

   甲府市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

 甲府市職員の育児休業等に関する条例（平成４年３月条例第１８号）の一部を次

のように改正する。 

 第２条に次の１号を加える。 

⑷ 次のいずれかに該当する非常勤職員以外の非常勤職員 

ア 次のいずれにも該当する非常勤職員 

（ア） 任命権者を同じくする職（以下「特定職」という。）に引き続き在職し 

た期間が１年以上である非常勤職員 

（イ） その養育する子（育児休業法第２条第１項に規定する子をいう。以下同 

じ。）が１歳６箇月に達する日（以下「１歳６箇月到達日」という。） 

（第２条の４の規定に該当する場合にあっては、２歳に達する日）まで

に、その任期（任期が更新される場合にあっては、更新後のもの）が満了

すること及び特定職に引き続き採用されないことが明らかでない非常勤職

員 

（ウ） 勤務日の日数を考慮して市長が定める非常勤職員 

イ 第２条の３第３号に掲げる場合に該当する非常勤職員（その養育する子が

１歳に達する日（以下この号及び同条において「１歳到達日」という。）

（当該子について当該非常勤職員がする育児休業の期間の末日とされた日が 

当該子の１歳到達日後である場合にあっては、当該末日とされた日）におい 

て育児休業をしている非常勤職員に限る。） 

ウ 第２条の４に規定する場合に該当する非常勤職員（その養育する子の１歳

６箇月到達日において育児休業をしている非常勤職員に限る。） 
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エ その任期の末日を育児休業の期間の末日とする育児休業をしている非常勤

職員であって、当該育児休業に係る子について、当該任期が更新され、又は

当該任期の満了後に特定職に引き続き採用されることに伴い、当該任期の末

日の翌日又は当該引き続き採用される日を育児休業の期間の初日とする育児

休業をしようとするもの 

 第２条の３を第２条の５とし、第２条の２の次に次の２条を加える。 

（育児休業法第２条第１項の条例で定める日） 

第２条の３ 育児休業法第２条第１項の条例で定める日は、次の各号に掲げる場合 

の区分に応じ、当該各号に定める日とする。 

⑴ 次号及び第３号に掲げる場合以外の場合 非常勤職員の養育する子の１歳到

達日 

⑵ 非常勤職員の配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者 

を含む。以下同じ。）が当該非常勤職員の養育する子の１歳到達日以前のいず

れかの日において当該子を養育するために育児休業法その他の法律の規定によ

る育児休業（以下この条及び次条において「地方等育児休業」という。）をし

ている場合において当該非常勤職員が当該子について育児休業をしようとする

場合（当該育児休業の期間の初日とされた日が当該子の１歳到達日の翌日後で

ある場合又は当該地方等育児休業の期間の初日前である場合を除く。） 当該

子が１歳２箇月に達する日（当該日が当該育児休業の期間の初日とされた日か

ら起算して育児休業等可能日数（当該子の出生の日から当該子の１歳到達日ま

での日数をいう。）から育児休業等取得日数（当該子の出生の日以後当該非常

勤職員が労働基準法（昭和２２年法律第４９号）第６５条第１項及び第２項の

規定により勤務しなかった日数と当該子について育児休業をした日数を合算し

た日数をいう。）を差し引いた日数を経過する日より後の日であるときは、当

該経過する日） 

⑶ １歳から１歳６箇月に達するまでの子を養育するため、非常勤職員が当該子 

の１歳到達日（当該子を養育する非常勤職員が前号に掲げる場合に該当してす 

る育児休業又は当該非常勤職員の配偶者が同号に掲げる場合若しくはこれに相

当する場合に該当してする地方等育児休業の期間の末日とされた日が当該子の

１歳到達日後である場合にあっては、当該末日とされた日（当該育児休業の期
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間の末日とされた日と当該地方等育児休業の期間の末日とされた日が異なると

きは、そのいずれかの日））の翌日（当該子の１歳到達日後の期間においてこ

の号に掲げる場合に該当してその任期の末日を育児休業の期間の末日とする育

児休業をしている非常勤職員であって、当該任期が更新され、又は当該任期の

満了後に特定職に引き続き採用されるものにあっては、当該任期の末日の翌日

又は当該引き続き採用される日）を育児休業の期間の初日とする育児休業をし

ようとする場合であって、次に掲げる場合のいずれにも該当するとき 当該子

の１歳６箇月到達日 

ア 当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳到達日（当該非常勤職員

がする育児休業の期間の末日とされた日が当該子の１歳到達日後である場合

にあっては、当該末日とされた日）において育児休業をしている場合又は当

該非常勤職員の配偶者が当該子の１歳到達日（当該配偶者がする地方等育児

休業の期間の末日とされた日が当該子の１歳到達日後である場合にあって

は、当該末日とされた日）において地方等育児休業をしている場合 

イ 当該子の１歳到達日後の期間について育児休業をすることが継続的な勤務

のために特に必要と認められる場合として規則で定める場合に該当する場合 

（育児休業法第２条第１項の条例で定める場合） 

第２条の４ 育児休業法第２条第１項の条例で定める場合は、１歳６箇月から２歳 

に達するまでの子を養育するため、非常勤職員が当該子の１歳６箇月到達日の翌

日（当該子の１歳６箇月到達日後の期間においてこの条の規定に該当してその任

期の末日を育児休業の期間の末日とする育児休業をしている非常勤職員であっ

て、当該任期が更新され、又は当該任期の満了後に特定職に引き続き採用される

ものにあっては、当該任期の末日の翌日又は当該引き続き採用される日）を育児

休業の期間の初日とする育児休業をしようとする場合であって、次の各号のいず

れにも該当するときとする。 

⑴ 当該子について、当該非常勤職員が当該子の１歳６箇月到達日において育児 

休業をしている場合又は当該非常勤職員の配偶者が当該子の１歳６箇月到達日 

において地方等育児休業をしている場合 

⑵ 当該子の１歳６箇月到達日後の期間について育児休業をすることが継続的な 

勤務のために特に必要と認められる場合として規則で定める場合に該当する場 
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合 

 第３条に次の２号を加える。 

⑺ 第２条の３第３号に掲げる場合に該当すること又は第２条の４の規定に該当

すること。 

⑻ その任期の末日を育児休業の期間の末日とする育児休業をしている非常勤職

員が、当該育児休業に係る子について、当該任期が更新され、又は当該任期の

満了後に特定職に引き続き採用されることに伴い、当該任期の末日の翌日又は

当該引き続き採用される日を育児休業の期間の初日とする育児休業をしようと

すること。 

 第５条の２を第５条の３とし、第５条の次に次の１条を加える。 

（任期付採用職員の任期の更新） 

第５条の２ 市長は、育児休業法第６条第３項の規定により任期を更新する場合に 

は、あらかじめ職員の同意を得なければならない。 

第６条中「育児休業をした職員」の次に「（地方公務員法第２２条の２第１項に 

規定する会計年度任用職員を除く。）」を加える。 

 附則第９項中「第５条の２」を「第５条の３」に改める。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日の前日において地方公務員法及び地方自治法の一部を改正 

する法律（平成２９年法律第２９号）による改正前の地方公務員法（昭和２５年

法律第２６１号）第３条第３項第３号に規定する特別職として任用されていた非

常勤職員に係る任用期間（任期が更新されていた場合は、その全期間）は、この

条例による改正後の第２条第４号ア（ア）に規定する引き続き在職した期間に含める

ものとする。 
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 甲府市職員給与条例等の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和元年９月２７日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市条例第１４号 

   甲府市職員給与条例等の一部を改正する条例 

（甲府市職員給与条例の一部改正） 

第１条 甲府市職員給与条例（昭和２４年６月条例第２１号）の一部を次のように

改正する。 

第５条の２第５項各号列記以外の部分中「第２条」を「第５条」に改め、同項

第１号中「第２条第１号」を「第５条第１号」に改め、同項第２号中「第２条第

２号」を「第５条第２号」に改め、同項第３号中「第２条第３号」を「第５条第

３号」に改め、同条第６項中「、若しくは地方公務員法第１６条第１号に該当し

て同法第２８条第４項の規定により失職し」を削る。 

第４８条第１項中「、若しくは地方公務員法第１６条第１号に該当して同法第

２８条第４項の規定により失職し」を削り、同条第４項中「、若しくは失職し」

を削る。 

第４８条の２第２号中「（同法第１６条第１号に該当して失職した職員を除

く。）」を削る。 

第４８条の４第１項中「、若しくは地方公務員法第１６条第１号に該当して同

法第２８条第４項の規定により失職し」を削り、同条第２項第１号中「、若しく

は失職し」を削る。 

（甲府市職員退職手当支給条例の一部改正） 

第２条 甲府市職員退職手当支給条例（昭和２５年１０月条例第３１号）の一部を

次のように改正する。 

第１０条第１項第２号中「（同法第１６条第１号に該当する場合を除く。）」

を削る。 
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 （甲府市学校職員給与条例の一部改正） 

第３条 甲府市学校職員給与条例（昭和２８年１月条例第５号）の一部を次のよう 

に改正する。 

 第４条第５項中「、若しくは地方公務員法第１６条第１号に該当して同法第

２８条第４項の規定により失職し」を削る。 

  第２６条第１項中「、若しくは地方公務員法第１６条第１号に該当して同法第 

２８条第４項の規定により失職し」を削り、同条第４項中「、若しくは失職し」

を削る。 

  第２６条の２第２号中「（同法第１６条第１号に該当して失職した職員を除 

く。）」を削る。 

  第２７条第１項中「、若しくは地方公務員法第１６条第１号に該当して同法第 

２８条第４項の規定により失職し」を削り、同条第２項第１号中「、若しくは失

職し」を削る。 

 （企業職員の給与の種類及び基準を定める条例の一部改正） 

第４条 企業職員の給与の種類及び基準を定める条例（昭和２８年３月条例第１５ 

号）の一部を次のように改正する。 

 第１１条及び第１２条中「、若しくは地方公務員法第１６条第１号に該当して

同法第２８条第４項の規定により失職し」を削る。 

  第１３条第２項第２号中「（同法第１６条第１項に該当する場合を除く。）」 

を削る。 

 （甲府市職員の分限に関する条例の一部改正） 

第５条 甲府市職員の分限に関する条例（昭和３８年４月条例第１２号）の一部を

次のように改正する。 

 第８条第１項中「第１６条第２号」を「第１６条第１号」に改める。 

 （甲府市消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例の一部改正） 

第６条 甲府市消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例（昭和４１年７ 

月条例第２７号）の一部を次のように改正する。 

第４条第１号を削り、同条第２号を同条第１号とし、同条第３号中「免職」を 

「懲戒免職」に改め、同号を同条第２号とし、同条第４号を同条第３号とする。 

附 則 
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 この条例は、令和元年１２月１４日から施行する。 
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 甲府市過疎対策のための固定資産税の免除に関する条例の一部を改正する条例を

ここに公布する。 

  令和元年９月２７日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市条例第１５号 

   甲府市過疎対策のための固定資産税の免除に関する条例の一部を改正する条 

   例 

 甲府市過疎対策のための固定資産税の免除に関する条例（平成１７年１２月条例 

第５４号）の一部を次のように改正する。 

第２条中「平成３１年３月３１日」を「令和３年３月３１日」に改める。 

  附 則 

この条例は、公布の日から施行し、この条例による改正後の甲府市過疎対策のた

めの固定資産税の免除に関する条例の規定は、平成３１年４月１日から適用する。 
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 甲府市印鑑条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和元年９月２７日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市条例第１６号 

   甲府市印鑑条例の一部を改正する条例 

 甲府市印鑑条例（昭和５６年１２月条例第４６号）の一部を次のように改正す

る。 

 第２条第１項中「本市の」を「本市が備える」に改める。 

第４条第１項第１号中「、名」の次に「、旧氏（住民基本台帳法施行令（昭和

４２年政令第２９２号。以下「令」という。）第３０条の１３に規定する旧氏をい

う。以下同じ。）」を加え、「住民基本台帳法施行令（昭和４２年政令第２９２

号）第３０条の２６第１項」を「令第３０条の１６第１項」に改め、「氏名の一部

を組み合わせたもの」の次に「、旧氏の一部を組み合わせたもの」を加え、同項第

２号中「氏名」の次に「、旧氏」を加える。 

 第６条第３号中「氏名（」の次に「氏に変更があった者に係る住民票に旧氏の記

載がされている場合にあっては氏名及び当該旧氏、」を加え、「が記載」を「の記

載が」に改め、「及び」の次に「当該」を加える。 

   附 則 

 この条例は、令和元年１１月５日から施行する。 
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 甲府市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部

を改正する条例をここに公布する。 

  令和元年９月２７日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市条例第１７号 

甲府市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の

一部を改正する条例 

甲府市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成

２６年９月条例第２７号）の一部を次のように改正する。 

 第１０条第３項中「都道府県知事」の次に「又は地方自治法（昭和２２年法律第

６７号）第２５２条の１９第１項の指定都市の長」を加える。 

 附則第２項中「平成３２年３月３１日」を「令和２年３月３１日」に改める。 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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 甲府市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める

条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和元年９月２７日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市条例第１８号 

   甲府市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定 

める条例の一部を改正する条例 

甲府市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める

条例（平成２６年９月条例第２５号）の一部を次のように改正する。 

 第２条第９号中「支給認定」を「教育・保育給付認定」に改め、同条第１０号中

「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改め、同条第１１号中「支

給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に改め、同条中第２２号を第２７

号とし、第１７号から第２１号までを５号ずつ繰り下げ、同条第１６号中「支給認

定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改め、同号を同条第２１号とし、同

条第１５号を同条第２０号とし、同条第１４号を同条第１９号とし、同条第１３号

中「支給認定」を「教育・保育給付認定」に改め、同号を同条第１８号とし、同条

第１２号を同条第１７号とし、同条第１１号の次に次の５号を加える。 

⑿ 満３歳以上教育・保育給付認定子ども 子ども・子育て支援法施行令（平成

２６年政令第２１３号。以下「令」という。）第４条第１項に規定する満３歳

以上教育・保育給付認定子どもをいう。 

⒀ 特定満３歳以上保育認定子ども 令第４条第１項第２号に規定する特定満３

歳以上保育認定子どもをいう。 

⒁ 満３歳未満保育認定子ども 令第４条第２項に規定する満３歳未満保育認定

子どもをいう。 

⒂ 市町村民税所得割合算額 令第４条第２項第２号に規定する市町村民税所得

割合算額をいう。 
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⒃ 負担額算定基準子ども 令第１３条第２項に規定する負担額算定基準子ども

をいう。 

第３条第１項中「良質かつ適切な」を「良質かつ適切であり、かつ、子どもの保

護者の経済的負担の軽減について適切に配慮された」に改める。 

 第４条の見出しを削る。 

第５条第１項中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に、「利用

者負担」を「第１３条の規定により支払を受ける費用に関する事項」に改める。 

第６条の見出し中「利用申込みに対する」を削り、同条第１項中「支給認定保護

者」を「教育・保育給付認定保護者」に改め、同条第２項中「支給認定子ども」を

「教育・保育給付認定子ども」に改め、同条第３項中「支給認定子ども」を「教育 

・保育給付認定子ども」に、「支給認定に」を「教育・保育給付認定に」に改め、

同条第４項中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改め、同条第

５項中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に改める。 

 第７条第２項中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に、「第

７３条第１項」を「附則第７３条第１項」に改める。 

 第８条を次のように改める。 

（受給資格等の確認） 

第８条 特定教育・保育施設は、特定教育・保育の提供を求められた場合は、必要

に応じて、教育・保育給付認定保護者の提示する支給認定証（教育・保育給付認

定保護者が支給認定証の交付を受けていない場合にあっては、子ども・子育て支

援法施行規則（平成２６年内閣府令第４４号）第７条第２項の規定による通知）

によって、教育・保育給付認定の有無、教育・保育給付認定子どもの該当する法

第１９条第１項各号に掲げる小学校就学前子どもの区分、教育・保育給付認定の

有効期間、保育必要量（法第２０条第３項に規定する保育必要量をいう。）等を

確かめるものとする。 

第９条の見出し及び同条第１項中「支給認定」を「教育・保育給付認定」に改

め、同条第２項中「支給認定の」を「教育・保育給付認定の」に、「支給認定保護

者」を「教育・保育給付認定保護者」に改める。 

第１０条及び第１１条中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に

改める。 
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 第１３条第１項及び第２項を次のように改める。 

 特定教育・保育施設は、特定教育・保育を提供した際は、教育・保育給付認定

保護者（満３歳未満保育認定子どもに係る教育・保育給付認定保護者に限る。）

から当該特定教育・保育に係る利用者負担額（満３歳未満保育認定子どもに係る

教育・保育給付認定保護者についての法第２７条第３項第２号に掲げる額をい

う。）の支払を受けるものとする。  

２ 特定教育・保育施設は、法定代理受領を受けないときは、教育・保育給付認定

保護者から、当該特定教育・保育に係る特定教育・保育費用基準額（法第２７条

第３項第１号に掲げる額をいう。次項において同じ。）の支払を受けるものとす

る。 

 第１３条第３項中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改め、

同条第４項各号列記以外の部分中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護

者」に改め、同項第３号を次のように改める。 

⑶ 食事の提供（次に掲げるものを除く。）に要する費用 

 ア 次の(ｱ)又は(ｲ)に掲げる満３歳以上教育・保育給付認定子どものうち、その

教育・保育給付認定保護者及び当該教育・保育給付認定保護者と同一の世帯

に属する者に係る市町村民税所得割合算額がそれぞれ(ｱ)又は(ｲ)に定める金額

未満であるものに対する副食の提供 

(ｱ)  法第１９条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・

保育給付認定子ども ７万７，１０１円 

(ｲ)  法第１９条第１項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・

保育給付認定子ども（特定満３歳以上保育認定子どもを除く。イ（ｲ）におい

て同じ。）  ５万７，７００円（令第４条第２項第６号に規定する特定教

育・保育給付認定保護者にあっては、７万７，１０１円） 

イ 次の(ｱ)又は(ｲ)に掲げる満３歳以上教育・保育給付認定子どものうち、負担

額算定基準子ども又は小学校第３学年修了前子ども（小学校、義務教育学校

の前期課程又は特別支援学校の小学部の第１学年から第３学年までに在籍す

る子どもをいう。以下イにおいて同じ。）が同一の世帯に３人以上いる場合

にそれぞれ(ｱ)又は(ｲ)に定める者に該当するものに対する副食の提供（アに該

当するものを除く。） 
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(ｱ)  法第１９条第１項第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・

保育給付認定子ども 負担額算定基準子ども又は小学校第３学年修了前子

ども（そのうち最年長者及び２番目の年長者である者を除く。）である者 

(ｲ) 法第１９条第１項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・

保育給付認定子ども 負担額算定基準子ども（そのうち最年長者及び２番

目の年長者である者を除く。）である者 

ウ 満３歳未満保育認定子どもに対する食事の提供 

第１３条第４項第５号、第５項及び第６項中「支給認定保護者」を「教育・保育

給付認定保護者」に改める。 

第１４条第１項中「法第２８条第１項に規定する特例施設型給付費を含む。以下

この項及び第１９条において」を「法第２７条第１項の施設型給付費をいう。以

下」に、「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改め、同条第２項

中「規定により」を削り、「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に

改める。 

 第１５条第１項第２号中「同条第９項」を「同条第１１項」に改める。 

 第１６条第２項中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改め

る。 

第１７条中「支給認定子どもの」を「教育・保育給付認定子どもの」に、「支給

認定子ども又はその保護者」を「当該教育・保育給付認定子ども又は当該教育・保

育給付認定子どもに係る教育・保育給付認定保護者」に改める。 

第１８条中「支給認定子どもに」を「教育・保育給付認定子どもに」に、「支給

認定子どもの保護者」を「教育・保育給付認定子どもに係る教育・保育給付認定保

護者」に改める。 

第１９条の見出し中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改

め、同条中「支給認定子どもの保護者」を「教育・保育給付認定子どもに係る教

育・保育給付認定保護者」に改める。 

第２０条第５号中「支給認定保護者から受領する利用者負担その他の」を「第

１３条の規定により教育・保育給付認定保護者から支払を受ける」に改める。 

第２１条第１項及び第２項、第２４条（見出しを含む。）、第２５条並びに第

２６条中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に改める。 
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第２７条第１項及び第２項中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ど

も」に改め、同条第３項中「支給認定子どもに」を「教育・保育給付認定子ども

に」に、「支給認定子どもの保護者」を「教育・保育給付認定子どもに係る教育・

保育給付認定保護者」に改める。 

第２８条第１項中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改め

る。 

第３０条第１項中「支給認定子ども又は支給認定保護者」を「教育・保育給付認

定子ども又は教育・保育給付認定保護者」に、「支給認定子どもの」を「教育・保

育給付認定子どもの」に、「支給認定子ども等」を「教育・保育給付認定子ども

等」に改め、同条第３項及び第４項中「支給認定子ども等」を「教育・保育給付認

定子ども等」に改める。 

第３２条第３項並びに第３３条第２項及び第４項中「支給認定子ども」を「教

育・保育給付認定子ども」に改める。 

第３５条第２項中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に改め、

同項第２号を次のように改める。 

⑵ 第１２条の規定による特定教育・保育の提供の記録 

第３６条第１項及び第２項中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ど

も」に改め、同条第３項を次のように改める。 

３ 特定教育・保育施設が、第１項の規定により特別利用保育を提供する場合に

は、特定教育・保育には特別利用保育を、施設型給付費には特例施設型給付費

（法第２８条第１項の特例施設型給付費をいう。次条第３項において同じ。）

を、それぞれ含むものとして、この章（第６条第３項及び第７条第２項を除

く。）の規定を適用する。この場合において、第６条第２項中「特定教育・保育

施設（認定こども園又は幼稚園に限る。以下この項において同じ。）」とあるの

は「特定教育・保育施設（特別利用保育を提供している施設に限る。以下この項

において同じ。）」と、「同号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保

育給付認定子ども」とあるのは「同号又は同項第２号に掲げる小学校就学前子ど

もに該当する教育・保育給付認定子ども」と、第１３条第２項中「法第２７条第

３項第１号に掲げる額」とあるのは「法第２８条第２項第２号の内閣総理大臣が

定める基準により算定した費用の額」と、同条第４項第３号イ(ｱ)中「教育・保育
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給付認定子ども」とあるのは「教育・保育給付認定子ども（特別利用保育を受け

る者を除く。）」と、同号イ(ｲ)中「教育・保育給付認定子ども」とあるのは「教

育・保育給付認定子ども（特別利用保育を受ける者を含む。）」とする。 

第３７条第１項中「次項」を「以下この条」に、「支給認定子ども」を「教育・

保育給付認定子ども」に改め、同条第２項中「支給認定子ども」を「教育・保育給

付認定子ども」に改め、同条第３項を次のように改める。 

３ 特定教育・保育施設が、第１項の規定により特別利用教育を提供する場合に 

は、特定教育・保育には特別利用教育を、施設型給付費には特例施設型給付費

を、それぞれ含むものとして、この章（第６条第３項及び第７条第２項を除

く。）の規定を適用する。この場合において、第６条第２項中「利用の申込みに

係る法第１９条第１項第１号に掲げる小学校就学前子ども」とあるのは「利用の

申込みに係る法第１９条第１項第２号に掲げる小学校就学前子ども」と、「同号

に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもの総数」とあ

るのは「同項第１号又は第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保

育給付認定子どもの総数」と、「同号に掲げる」とあるのは「同項第１号に掲げ

る」と、第１３条第２項中「法第２７条第３項第１号に掲げる額」とあるのは

「法第２８条第２項第３号の内閣総理大臣が定める基準により算定した費用の

額」と、同条第４項第３号イ(ｱ)中「教育・保育給付認定子ども」とあるのは「教

育・保育給付認定子ども（特別利用教育を受ける者を含む。）」と、同号イ(ｲ)中

「教育・保育給付認定子ども」とあるのは「教育・保育給付認定子ども（特別利

用教育を受ける者を除く。）」とする。 

第３８条の見出しを削り、同条第１項中「のうち、家庭的保育事業にあってはそ

の」を「（事業所内保育事業を除く。）の」に、「を１人以上５人以下とし」を

「は、家庭的保育事業にあっては１人以上５人以下」に改め、「小規模保育事業Ａ

型をいう」の次に「。第４３条第３項第１号において同じ」を、「小規模保育事業

Ｂ型をいう」の次に「。第４３条第３項第１号において同じ」を加え、「その利用

定員の数を６人以上１９人以下とし」を「６人以上１９人以下」に、「附則第４

条」を「附則第３条」に、「その利用定員の数を６人以上１０人以下とし」を「６

人以上１０人以下」に、「その利用定員の数を１人」を「１人」に改める。 

第３９条第１項中「利用者負担」を「第４４条の規定により支払を受ける費用に
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関する事項」に改める。 

第４０条第１項中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改め、

同条第２項中「同号に掲げる小学校就学前子どもに該当する支給認定子ども」を

「満３歳未満保育認定子ども（特定満３歳以上保育認定子どもを除く。以下この章

において同じ。）」に、「支給認定に基づき」を「教育・保育給付認定に基づき」

に、「支給認定子どもが」を「満３歳未満保育認定子どもが」に改め、同条第３項

中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改め、同条第４項中「支

給認定子ども」を「満３歳未満保育認定子ども」に改める。 

第４１条第２項中「法第１９条第１項第３号に掲げる小学校就学前子どもに該当

する支給認定子ども」を「満３歳未満保育認定子ども」に、「第７３条第１項」を

「附則第７３条第１項」に改める。 

第４２条中「支給認定子ども」を「満３歳未満保育認定子ども」に改める。 

第４３条第１項中「この項」の次に「から第５項まで」を加え、同項第１号中

「支給認定子ども」を「満３歳未満保育認定子ども」に改め、同項第２号中「をい

う」の次に「。以下この条において同じ」を加え、同項第３号中「支給認定子ど

も」を「満３歳未満保育認定子ども」に、「支給認定保護者」を「教育・保育給付

認定保護者」に改め、同条第４項中「支給認定子ども」を「満３歳未満保育認定子

ども」に改め、同項を同条第９項とし、同条第３項中「を行う者であって、第３８

条第２項の規定により定める利用定員が２０人以上のもの」を「（第３８条第２項

の規定により定める利用定員が２０人以上のものに限る。次項において「保育所型

事業所内保育事業」という。）を行う者」に改め、同項を同条第７項とし、同項の

次に次の１項を加える。 

８ 保育所型事業所内保育事業を行う者のうち、児童福祉法第６条の３第１２項第

２号に規定する事業を行うものであって、市長が適当と認めるもの（附則第４条

において「特例保育所型事業所内保育事業者」という。）については、第１項の

規定にかかわらず、連携施設の確保をしないことができる。 

 第４３条第２項を同条第６項とし、同条第１項の次に次の４項を加える。 

２ 市長は、特定地域型保育事業者による代替保育の提供に係る連携施設の確保が

著しく困難であると認める場合であって、次の各号に掲げる要件の全てを満たす

と認めるときは、前項第２号の規定を適用しないこととすることができる。 
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⑴ 特定地域型保育事業者と前項第２号に掲げる事項に係る連携協力を行う者と

の間でそれぞれの役割の分担及び責任の所在が明確化されていること。 

⑵ 前項第２号に掲げる事項に係る連携協力を行う者の本来の業務の遂行に支障

が生じないようにするための措置が講じられていること。 

３ 前項の場合において、特定地域型保育事業者は、次の各号に掲げる場合の区分

に応じ、当該各号に定める者を第１項第２号に掲げる事項に係る連携協力を行う

者として適切に確保しなければならない。 

⑴ 当該特定地域型保育事業者が特定地域型保育事業を行う場所又は事業所（次

号において「事業実施場所」という。）以外の場所又は事業所において代替保

育が提供される場合 小規模保育事業Ａ型若しくは小規模保育事業Ｂ型又は事

業所内保育事業を行う者（次号において「小規模保育事業Ａ型事業者等」とい

う。） 

⑵ 事業実施場所において代替保育が提供される場合 事業の規模等を勘案して

小規模保育事業Ａ型事業者等と同等の能力を有すると市が認める者 

４ 市長は、特定地域型保育事業者による第１項第３号に掲げる事項に係る連携施

設の確保が著しく困難であると認めるときは、同号の規定を適用しないこととす

ることができる。 

５ 前項の場合において、特定地域型保育事業者は、児童福祉法第５９条第１項に

規定する施設のうち、次に掲げるもの（入所定員が２０人以上のものに限る。）

であって、市長が適当と認めるものを第１項第３号に掲げる事項に係る連携協力

を行う者として適切に確保しなければならない。 

⑴ 法第５９条の２第１項の規定による助成を受けている者の設置する施設（児

童福祉法第６条の３第１２項に規定する業務を目的とするものに限る。） 

⑵ 児童福祉法第６条の３第１２項に規定する業務又は同法第３９条第１項に規

定する業務を目的とする施設であって、同法第６条の３第９項第１号に規定す

る保育を必要とする乳児・幼児の保育を行うことに要する費用に係る地方公共

団体の補助を受けているもの 

第４４条第１項及び第２項を次のように改める。 

 特定地域型保育事業者は、特定地域型保育を提供した際は、教育・保育給付認

定保護者から当該特定地域型保育に係る利用者負担額（法第２９条第３項第２号
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に掲げる額をいう。）の支払を受けるものとする。 

２ 特定地域型保育事業者は、法定代理受領を受けないときは、教育・保育給付認

定保護者から、当該特定地域型保育に係る特定地域型保育費用基準額（法第２９

条第３項第１号に掲げる額をいう。次項において同じ。）の支払を受けるものと

する。 

第４４条第３項から第６項までの規定中「支給認定保護者」を「教育・保育給付

認定保護者」に改める。 

第４７条第５号中「支給認定保護者から受領する利用者負担その他の」を「第

４４条の規定により教育・保育給付認定保護者から支払を受ける」に改める。 

第４８条第１項及び第２項中「支給認定子ども」を「満３歳未満保育認定子ど

も」に改める。 

第５０条第２項中「支給認定子ども」を「満３歳未満保育認定子ども」に改め、

同項第２号中「に規定する提供した特定地域型保育に係る必要な事項」を「の規定

による特定地域型保育の提供」に改め、同項第３号中「に規定する」を「の規定に

よる」に改める。 

 第５１条を次のように改める。 

 （準用）  

第５１条 第８条から第１４条まで（第１０条及び第１３条を除く。）、第１７条 

から第１９条まで及び第２３条から第３４条までの規定は、特定地域型保育事業

者、特定地域型保育事業所及び特定地域型保育について準用する。この場合にお

いて、第１１条中「教育・保育給付認定子どもについて」とあるのは「教育・保

育給付認定子ども（満３歳未満保育認定子どもに限り、特定満３歳以上保育認定

子どもを除く。以下この節において同じ。）について」と、第１２条の見出し中

「特定教育・保育」とあるのは「特定地域型保育」と、第１４条の見出し中「施

設型給付費」とあるのは「地域型保育給付費」と、同条第１項中「施設型給付費

（法第２７条第１項の施設型給付費をいう。以下」とあるのは「地域型保育給付

費（法第２９条第１項の地域型保育給付費をいう。以下この項及び第１９条にお

いて」と、「施設型給付費の」とあるのは「地域型保育給付費の」と、同条第２

項中「特定教育・保育提供証明書」とあるのは「特定地域型保育提供証明書」

と、第１９条中「施設型給付費」とあるのは「地域型保育給付費」と読み替える
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ものとする。 

第５２条第１項中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ども」に改め、

同条第２項中「支給認定子ども及び」を「教育・保育給付認定子ども及び」に、

「同項第３号に掲げる小学校就学前子どもに該当する支給認定子ども」を「満３歳

未満保育認定子ども」に、「支給認定子どもを含む」を「教育・保育給付認定子ど

もを含む」に改め、同条第３項を次のように改める。 

３ 特定地域型保育事業者が、第１項の規定により特別利用地域型保育を提供する

場合には、特定地域型保育には特別利用地域型保育を、地域型保育給付費には特

例地域型保育給付費（法第３０条第１項の特例地域型保育給付費をいう。次条第

３項において同じ。）を、それぞれ含むものとして、この章（第４１条第２項を

除き、前条において準用する第８条から第１４条まで（第１０条及び第１３条を

除く。）、第１７条から第１９条まで及び第２３条から第３４条までを含む。次

条第３項において同じ。）の規定を適用する。この場合において、第４０条第２

項中「利用の申込みに係る法第１９条第１項第３号に掲げる小学校就学前子ど

も」とあるのは「利用の申込みに係る法第１９条第１項第１号に掲げる小学校就

学前子ども」と、「満３歳未満保育認定子ども（特定満３歳以上保育認定子ども

を除く。以下この章において同じ。）」とあるのは「法第１９条第１項第１号

又は第３号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども

（第５３条第１項の規定により特定利用地域型保育を提供する場合にあっては、

当該特定利用地域型保育の対象となる法第１９条第１項第２号に掲げる小学校就

学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもを含む。）」と、「教育・保育

給付認定に基づき、保育の必要の程度及び家族等の状況を勘案し、保育を受ける

必要性が高いと認められる満３歳未満保育認定子どもが優先的に利用できるよ

う、」とあるのは「抽選、申込みを受けた順序により決定する方法、当該特定地

域型保育事業者の保育に関する理念、基本方針等に基づく選考その他公正な方法

により」と、第４４条第１項中「教育・保育給付認定保護者」とあるのは「教育 

・保育給付認定保護者（特別利用地域型保育の対象となる法第１９条第１項第１

号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子どもに係る教育 

・保育給付認定保護者を除く。）」と、同条第２項中「法第２９条第３項第１号

に掲げる額」とあるのは「法第３０条第２項第２号の内閣総理大臣が定める基準
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により算定した費用の額」と、同条第３項中「前２項」とあるのは「前項」と、

同条第４項中「前３項」とあるのは「前２項」と、「掲げる費用」とあるのは

「掲げる費用及び食事の提供（第１３条第４項第３号ア又はイに掲げるものを除

く。）に要する費用」と、同条第５項中「前各項」とあるのは「前３項」とす

る。 

第５３条第１項及び第２項中「支給認定子ども」を「教育・保育給付認定子ど

も」に改め、同条第３項を次のように改める。 

３ 特定地域型保育事業者が、第１項の規定により特定利用地域型保育を提供する 

場合には、特定地域型保育には特定利用地域型保育を、地域型保育給付費には特

例地域型保育給付費を、それぞれ含むものとして、この章の規定を適用する。こ

の場合において、第４４条第１項中「教育・保育給付認定保護者」とあるのは

「教育・保育給付認定保護者（特定利用地域型保育の対象となる法第１９条第１

項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども（特

定満３歳以上保育認定子どもに限る。）に係る教育・保育給付認定保護者に限

る。）」と、同条第２項中「法第２９条第３項第１号に掲げる額」とあるのは

「法第３０条第２項第３号の内閣総理大臣が定める基準により算定した費用の

額」と、同条第４項中「掲げる費用」とあるのは「掲げる費用及び食事の提供

（特定利用地域型保育の対象となる特定満３歳以上保育認定子どもに対するもの

及び満３歳以上保育認定子ども（令第４条第１項第２号に規定する満３歳以上保

育認定子どもをいう。）に係る第１３条第４項第３号ア又はイに掲げるものを除

く。）に要する費用」とする。 

 附則第２条第１項を次のように改める。 

 特定保育所（法附則第６条第１項に規定する特定保育所をいう。次項において

同じ。）が特定教育・保育を提供する場合にあっては、当分の間、第１３条第１

項中「教育・保育給付認定保護者（満３歳未満保育認定子ども」とあるのは「教

育・保育給付認定保護者（満３歳未満保育認定子ども（特定保育所（法附則第６

条第１項に規定する特定保育所をいう。次項において同じ。）から特定教育・保

育（保育に限る。第１９条において同じ。）を受ける者を除く。以下この項にお

いて同じ。）」と、同条第２項中「当該特定教育・保育」とあるのは「当該特定

教育・保育（特定保育所における特定教育・保育（保育に限る。）を除く。）」
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と、同条第３項中「額の支払を」とあるのは「額の支払を、市の同意を得て、」

と、第１９条中「施設型給付費の支給を受け、又は受けようとしたとき」とある

のは「法附則第６条第１項の規定による委託費の支払の対象となる特定教育・保

育の提供を受け、又は受けようとしたとき」とし、第６条及び第７条の規定は適

用しない。 

附則第３条を削り、附則第４条を附則第３条とし、附則第５条中「特定地域型保

育事業者」の次に「（特例保育所型事業所内保育事業者を除く。）」を加え、「５

年」を「１０年」に改め、同条を附則第４条とする。 

 附 則  

 この条例は、令和元年１０月１日から施行する。 
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 甲府市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者負担額に関する条例

の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和元年９月２７日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市条例第１９号 

甲府市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者負担額に関する

条例の一部を改正する条例 

 甲府市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者負担額に関する条例

（平成２７年３月条例第３号）の一部を次のように改正する。 

第１条及び第３条中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改め

る。 

  附 則 

この条例は、令和元年１０月１日から施行する。 
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 甲府市簡易水道等条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和元年９月２７日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市条例第２０号 

   甲府市簡易水道等条例の一部を改正する条例 

 甲府市簡易水道等条例（昭和３９年４月条例第４０号）の一部を次のように改正

する。 

 第２条の表中 

「 

草鹿沢町小規模水道 草鹿沢町地内 

                                   」 

「 

草鹿沢町小規模水道 草鹿沢町地内 

古関・梯町簡易水道 古関町及び梯町地内 

                                   」 

改める。 

 第３条第１項中「及び草鹿沢町小規模水道」を「、草鹿沢町小規模水道及び古 

関・梯町簡易水道」に、「（以下」を「に１００分の１１０を乗じて得た額（以

下」に改め、同項の表中「料金」を「金額」に、 

「 

営業用 １，５００円 

                                   」 

「 

営業用 メーター口径１３㎜           １，５００円 

 

メーター口径２０mm           ２，０００円 

メーター口径２５mm           ３，０００円 

を  

に  

を  

に  
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メーター口径４０mm           ４，０００円 

                                   」 

改め、同条第３項中「合計額」及び「２分の１の額」の次に「に１００分の１１０

を乗じて得た額」を加える。 

 第４条第２項中「５万２，５００円」を「５万円に１００分の１１０を乗じて得

た額」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和元年１０月１日から施行する。 

 （甲府市古関・梯町簡易水道条例の廃止） 

２ 甲府市古関・梯町簡易水道条例（平成１７年１２月条例第６４号）は、廃止す 

る。 

 （経過措置） 

３ この条例の施行の日 ( 以下「施行日」という。 ) 前に、前項の規定による廃止 

前の甲府市古関・梯町簡易水道条例の規定によりなされた処分、手続その他の行

為は、この条例による改正後の甲府市簡易水道等条例（以下「新条例」とい

う。）の相当規定によりなされたものとみなす。 

４ 新条例の規定は、施行日以後の使用に係る料金（猪狩町小規模水道の料金を除 

く。以下この項において同じ。）及び同日以後にされた給水装置の新設の申請に

係る加入金について適用し、同日前の使用に係る料金及び同日前にされた給水装

置の新設の申請に係る加入金については、なお従前の例による。 

５ 施行日前から供給している猪狩町小規模水道の使用で、施行日から令和元年 

１０月３１日までの間に料金の支払を受ける権利の確定されるものに係る料金

（施行日以後初めて料金の支払を受ける権利の確定される日が同月３１日後であ

る水道水の使用にあっては、当該確定されたもののうち、施行日以後初めて支払

を受ける権利が確定される料金を前回確定日（その直前の料金の支払を受ける権

利が確定した日をいう。以下同じ。）から施行日以後、初めて料金の支払を受け

る権利が確定される日までの期間の月数で除し、これに前回確定日から同月３１

日までの期間の月数を乗じて計算した金額に係る部分に対応する部分に限る。）

については、なお従前の例による。 
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６ 前項の月数は、暦に従って計算し、１月に満たない端数が生じたときは、これ

を１月とする。 
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 甲府市水道事業給水条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  令和元年９月２７日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市条例第２１号 

   甲府市水道事業給水条例の一部を改正する条例 

 甲府市水道事業給水条例（平成９年１２月条例第６７号）の一部を次のように改

正する。 

第２３条第１項並びに第２９条第２項及び第３項中「１００分の１０８」を

「１００分の１１０」に改める。 

第３０条第１項第１号中「指定給水装置工事事業者の」の次に「新規の」を加

え、同号の次に次の１号を加える。 

⑴の２ 指定給水装置工事事業者の指定の更新に係る申請手数料 １件につき  

６，０００円（ただし、指定の更新に係る指定証再交付の場合２，５００円） 

第３１条第２項中「１００分の１０８」を「１００分の１１０」に改め、「１円

未満の端数が生じたときはこれを切り上げ、」を削る。 

第３３条第１項中「第５条」を「第６条」に改める。 

   附 則 

１ この条例は、令和元年１０月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

２ この条例による改正後の甲府市水道事業給水条例（以下「改正後の条例」とい

う。）第２３条第１項及び第３１条第２項の規定にかかわらず、施行日前から供

給している水道水の使用で、施行日から令和元年１０月３１日までの間に料金の

支払を受ける権利の確定されるものに係る料金（施行日以後初めて料金の支払を

受ける権利の確定される日が同月３１日後である水道水の使用にあっては、当該

確定されたもののうち、施行日以後初めて支払を受ける権利が確定される料金を

前回確定日（その直前の料金の支払を受ける権利が確定した日をいう。以下同

じ。）から施行日以後、初めて料金の支払を受ける権利が確定される日までの期
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間の月数で除し、これに前回確定日から同月３１日までの期間の月数を乗じて計

算した金額に係る部分に対応する部分に限る。）については、なお従前の例によ

る。 

３ 前項の月数は、暦に従って計算し、１月に満たない端数が生じたときは、これ 

を１月とする。 

４ 改正後の条例第２９条第２項及び第３項の規定は、施行日以後に給水装置工事

の申込みをする者について適用する。 
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規則  
 

 

 不正競争防止法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係規則の整理に関する規

則をここに公布する。 

  令和元年９月２７日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市規則第９号 

   不正競争防止法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係規則の整理に関す

る規則 

 次に掲げる規則の規定中「日本工業規格」を「日本産業規格」に改める。 

⑴ 甲府市市税条例施行規則（昭和２５年８月規則第１５号）第４１号様式（その

１）及び第４４号様式 

⑵ 甲府市狂犬病予防法施行細則（平成１２年３月規則第２３号）第６号様式備考

３及び第７号様式備考３ 

⑶ 甲府市情報公開条例施行規則（平成１３年３月規則第６号）別表備考２ 

⑷ 甲府市個人情報保護条例施行規則（平成１６年３月規則第３号）別表備考２ 

⑸ 甲府市環境保全条例施行規則（平成２２年９月規則第３４号）別表第２備考６ 

⑹ 甲府市医療法施行細則（平成３１年３月規則第１９号）第１７号様式備考５ 

⑺ 甲府市動物の愛護及び管理に関する条例施行規則（平成３１年３月規則第２８

号）第６号様式 

⑻ 甲府市屋外広告物条例施行規則（平成３１年３月規則第４２号）別表第１の⑵

イ(ｲ)の表備考１ 

   附 則 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

２ この規則の施行の際現に存する改正前の書式による用紙は、当分の間、所要の 
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調整をして使用することができる。 

 

 

- 73 -



 

甲府市子ども・子育て支援法施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  令和元年９月２７日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市規則第１０号 

甲府市子ども・子育て支援法施行細則の一部を改正する規則 

甲府市子ども・子育て支援法施行細則（平成２７年１月規則第２号）の一部を次

のように改正する。 

第２条中「第１条第１号」を「第１条の５第１号」に改める。 

  附 則 

この規則は、令和元年１０月１日から施行する。 
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甲府市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者負担額に関する条例

施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  令和元年９月２７日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市規則第１１号 

甲府市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者負担額に関する

条例施行規則の一部を改正する規則 

甲府市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の利用者負担額に関する条例

施行規則（平成２７年３月規則第７号）の一部を次のように改正する。 

第２条第１項中「支給認定保護者の属する世帯の階層区分に応じ、別表」を「次

の各号に掲げる教育・保育給付認定子どもの区分に応じ、当該各号」に改め、同項

に次の３号を加える。 

⑴ 子ども・子育て支援法施行令（平成２６年政令第２１３号。以下「令」とい

う。）第４条第１項第１号に掲げる教育認定子ども ０円 

⑵ 令第４条第１項第２号に掲げる満３歳以上保育認定子ども ０円 

⑶ 令第４条第２項に規定する満３歳未満保育認定子ども 別表に定める額 

第２条第２項中「４月から」を「前項第３号の利用者負担額は、４月から」に改

め、同条第３項を削る。 

第３条第１項中「支給認定保護者」を「教育・保育給付認定保護者」に改め、同

条第４項中「取扱い」を「取扱いに」に改める。 

別表を次のように改める。 

別表（第２条関係） 

各月初日の在籍入所児童の属する世帯の階層区

分 

利用者負担額（月額） 

階層区分 定義 保育標準時間 保育短時間 

Ａ階層 生活保護世帯等 00円 00円 
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Ｂ階層 Ａ階層を除き、当該年度分の市町

村民税が非課税の世帯 

00円 00円 

Ｃ階層 Ａ階層を除き、当該年度分の市町

村民税の課税世帯のうち、均等割

の額のみのひとり親世帯等 

04,400円 04,400円 

Ｃ１階層 Ａ階層を除き、当該年度分の市町

村民税の課税世帯のうち、均等割

の額のみの世帯（ひとり親世帯等

を除く。） 

10,400円 10,200円 

Ｃ２階層 Ａ階層を除き、

当該年度分の市

町村民税の課税

世帯であって、

その市町村民税

の所得割の額の

区分が次の区分

に該当する世帯 

048,600 円未満 14,200円 14,000円 

Ｄ１階層 048,600 円以上

052,000 円未満 

17,200円 16,900円 

Ｄ２階層 052,000 円以上

067,000 円未満 

19,200円 18,900円 

Ｄ３階層 067,000 円以上

085,000 円未満 

20,200円 19,900円 

Ｄ４階層 085,000 円以上

097,000 円未満 

27,400円 27,000円 

Ｄ５階層 097,000 円以上

143,000 円未満 

29,800円 29,300円 

Ｄ６階層 143,000 円以上

155,000 円未満 

36,400円 35,900円 

Ｄ７階層 155,000 円以上

169,000 円未満 

40,800円 40,200円 

Ｄ８階層 169,000 円以上

237,000 円未満 

44,400円 43,700円 

Ｄ９階層 237,000 円以上

301,000 円未満 

48,200円 47,400円 

Ｄ１０階層 301,000 円以上 48,400円 47,600円 

備考 
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  １ 「生活保護世帯等」とは、生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）によ

る被保護世帯（単給世帯を含む。）及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進

並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法

律（平成６年法律第３０号）による支援給付受給世帯をいう。 

 ２ 「保育標準時間」とは、子ども・子育て支援法施行規則（平成２６年内閣

府令第４４号）第４条第１項の規定により１日当たりの保育時間を８時間を

超え１１時間までとするものをいい、「保育短時間」とは、同項の規定によ

り１日当たりの保育時間を８時間までとするものをいう。 

 ３ 「均等割の額」とは、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２９２条

第１項第１号に規定する均等割の額をいい、「所得割の額」とは、同項第２

号に規定する所得割（この所得割を計算する場合には、同法第３１４条の７

及び第３１４条の８並びに同法附則第５条第３項、第５条の４第６項及び第

５条の４の２第６項の規定は適用しないものとする。）の額をいう。また、

地方税法第３２３条に規定する市町村民税の減免があった場合には、その額

を所得割の額又は均等割の額から順次控除して得た額を所得割の額又は均等

割の額とする。 

 ４ 「ひとり親世帯等」とは、次に掲げる世帯をいう。 

  ⑴ ひとり親世帯 

    母子及び父子並びに寡婦福祉法（昭和３９年法律第１２９号）第６条第

６項に規定する配偶者のない者で現に児童を扶養しているものの世帯をい

う。 

  ⑵ 障がい児又は障がい者のいる世帯 

    次に掲げる者（在宅である者に限る。）を有する世帯をいう。 

   ア 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）第１５条に定める身

体障害者手帳の交付を受けた者 

   イ 療育手帳制度要綱（昭和４８年９月２７日厚生省発児第１５６号）に

定める療育手帳の交付を受けた者 

   ウ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３

号）第４５条に定める精神障害者保健福祉手帳の交付を受けた者 

   エ 特別児童扶養手当等の支給に関する法律（昭和３９年法律第１３４
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号）に定める特別児童扶養手当の支給対象児、国民年金法（昭和３４年

法律第１４１号）に定める国民年金の障害基礎年金等の受給者 

  ⑶ その他の世帯 

    生活保護法に定める要保護者等特に困窮していると市長が認めた世帯 

５ Ｃ２階層の項からＤ１０階層の項までの世帯であって、前項のひとり親世

帯等については、この表により算定した利用者負担額の直近下位の利用者負

担額を適用する。  

 ６ Ｃ階層の項からＤ１０階層の項までの世帯であって、同一の世帯において

小学校就学前の範囲内にある子どもが複数人同時に保育所、幼稚園、認定こ

ども園、地域型保育、特別支援学校幼稚部若しくは児童心理治療施設通所部

に入所し、又は児童発達支援若しくは医療型児童発達支援を利用している世

帯については、当該範囲内にある子どものうち最年長の子どもから順に２人

目はこの表の利用者負担額の欄に掲げる額（前項の規定に該当する場合は、

当該規定の適用後の額）の半額とし、３人目以降は無料とする。 

 ７ Ｃ階層の項からＤ２階層の項までの世帯（Ｄ２階層の項の世帯にあって

は、所得割の額が５７，７００円未満である世帯に限る。）については、前

項の年齢制限を適用しない。 

 ８ 備考第４項のひとり親世帯等であって、２人以上の子どもが同一の世帯に

属する場合、年齢にかかわらず最年長の子どもから年齢順に１人目は、Ｃ階

層の世帯については２，２００円、Ｃ２階層の項からＤ３階層の項までの世

帯（Ｄ３階層の項の世帯にあっては、所得割の額が７７，１０１円未満であ

る世帯に限る。）については、４，４００円とし、２人目以降は無料とす

る。 

  附 則 

１ この規則は、令和元年１０月１日から施行する。 

２ この規則による改正後の第２条及び別表の規定は、この規則の施行の日（以下

「施行日」という。）以後の利用に係る利用者負担額について適用し、施行日前

の利用に係る利用者負担額については、なお従前の例による。 
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 甲府市マウントピア黒平条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  令和元年９月２７日 

  

  

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

  

  

甲府市規則第１２号 

   甲府市マウントピア黒平条例施行規則の一部を改正する規則 

 甲府市マウントピア黒平条例施行規則（平成３年７月規則第３３号）の一部を次

のように改正する。 

 別表第２中「２１０円」を「２２０円」に、「４２０円」を「４４０円」に改め

る。 

   附 則 

１ この規則は、令和元年１０月１日から施行する。 

２ この規則による改正後の規定は、この規則の施行の日以後に行う利用の許可に

係る利用料金について適用し、この規則の施行の日前に行った利用の許可に係る

利用料金については、なお従前の例による。 
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 甲府市創作の森おびな条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  令和元年９月２７日 

  

  

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

  

  

甲府市規則第１３号 

   甲府市創作の森おびな条例施行規則の一部を改正する規則 

 甲府市創作の森おびな条例施行規則（平成３０年２月規則第３号）の一部を次の

ように改正する。 

 別表第２中「２，０００円」を「２，０３０円」に改める。 

   附 則 

１ この規則は、令和元年１０月１日から施行する。 

２ この規則による改正後の別表第２の規定は、この規則の施行の日以後の利用に

係る利用料金について適用する。 
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市立甲府病院診療規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  令和元年９月２７日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市規則第１４号 

   市立甲府病院診療規則の一部を改正する規則 

 市立甲府病院診療規則（昭和４２年１月規則第５号）の一部を次のように改正す

る。 

 第３号様式中 

 

（世帯主氏名） （世帯主との続柄） 

 

 

（世帯主氏名） （世帯主との続柄） 

連絡先となる家族等 

（氏名）     （患者との関係）    （電話） ―  ― 

 

改め、 

 

（緊急時の連絡先）  
１（氏名）   （患者との続柄）  （電話） ―  ― 

２（氏名）   （患者との続柄）  （電話） ―  ― 

 

削る。 

附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 

 

「  

「  

」  

」  

「  

を  

に  

」  

を  
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 甲府市農機具等貸付規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  令和元年９月２７日 

 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

甲府市規則第１５号 

   甲府市農機具等貸付規則の一部を改正する規則 

 甲府市農機具等貸付規則（昭和３９年４月規則第３５号）の一部を次のように改

正する。 

 第３条第３項中「３年」を「５年」に改める。 

 別表を次のように改める。 

別表（第３条関係） 

種類 単位  貸付料  

トラクター（ロータリー、ドッキングローダ 

を含む。） 

１日につき ５，３４０円 

小型掘削機 １日につき ４，２７０円 

果樹皮はぎ機 １日につき １，５５０円 

ハーベスター １日につき ２，７７０円 

一条刈りバインダー １日につき １，３９０円 

大豆脱穀機 １日につき ２，７７０円 

大豆選別機 １日につき １，３９０円 

乗用田植機 １日につき ４，２５０円 

スピードスプレヤー １日につき ４，６５０円 

管理機（乗用） １日につき ２，７７０円 

管理機（非乗用） １日につき １，６００円 

ワラカッター １日につき １，９３０円 

果樹作業車 １日につき ２，６７０円 

チェンソー １日につき １，３９０円 
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動力噴霧器 １日につき １，３９０円 

ハンマーナイフモア １日につき ３，２００円 

乗用モア １日につき ３，８５０円 

刈払い機 １日につき ２，１３０円 

自走チッパ １日につき ２，７７０円 

たい肥散布車 １日につき １，９５０円 

測量機器（平板、アリダード、ボール、巻尺） 無料 

 第１号様式中 

 

□トラクター □管理機（乗用） 

（ロータリー、ドッキングローダ） □管理機（非乗用） 

□小型掘削機 □ワラカッター 

□果樹皮はぎ機 □床土撹拌ミキサー 

□ハーベスター □果樹作業車 

□一条刈バインダー □チェンソー 

□大豆バインダー □動力噴霧機 

□大豆脱穀機 □土壌消毒機 

□大豆選別機 □ハンマーナイフモア 

□乗用田植機 □乗用モア 

□スピードスプレヤー □刈払い機 

 □自走チッパ 

 □たい肥散布車 

 

  

□トラクター □ワラカッター 

（ロータリー、ドッキングローダ） □果樹作業車 

□小型掘削機 □チェンソー 

□果樹皮はぎ機 □動力噴霧機 

□ハーベスター □ハンマーナイフモア 

□一条刈バインダー □乗用モア 

「  

」  

を  

に  

「  
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□大豆脱穀機 □刈払い機 

□大豆選別機 □自走チッパ 

□乗用田植機 □たい肥散布車 

□スピードスプレヤー  

□管理機（乗用）  

□管理機（非乗用）  

 

改める。 

   附 則 

１ この規則は、令和元年１０月１日から施行する。 

２ この規則の施行の際現に貸付けの決定を受け、かつ、当該決定に係る貸付料の

納入がされている者に係る当該貸付料の額については、なお従前の例による。 

  

 

 

」  
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 甲府市右左口の里条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  令和元年９月２７日 

  

  

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

  

  

甲府市規則第１６号 

   甲府市右左口の里条例施行規則の一部を改正する規則 

 甲府市右左口の里条例施行規則（平成１８年２月規則第９号）の一部を次のよう

に改正する。 

 別表第２中「３００円」を「３１０円」に改める。 

   附 則 

１ この規則は、令和元年１０月１日から施行する。 

２ この規則による改正後の別表第２の規定は、この規則の施行の日以後の利用に

係る利用料金について適用する。 
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 甲府市寺川グリーン公園条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  令和元年９月２７日 

  

  

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

  

  

甲府市規則第１７号 

   甲府市寺川グリーン公園条例施行規則の一部を改正する規則 

 甲府市寺川グリーン公園条例施行規則（平成１８年２月規則第１３号）の一部を

次のように改正する。 

 別表中「７００円」を「７３０円」に、「３００円」を「３１０円」に、

「４００円」を「４１０円」に、「２５０円」を「２６０円」に改める。 

   附 則 

１ この規則は、令和元年１０月１日から施行する。 

２ この規則による改正後の別表の規定は、この規則の施行の日以後の利用に係る

利用料金について適用する。 
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 甲府市都市公園条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  令和元年９月２７日 

  

  

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

  

  

甲府市規則第１８号 

   甲府市都市公園条例施行規則の一部を改正する規則 

 甲府市都市公園条例施行規則（昭和３５年１１月規則第４４号）の一部を次のよ 

うに改正する。 

 別表中「１，０８０円」を「１，１００円」に、「８６０円」を「８８０円」 

に、「１００円」を「１１０円」に、「５４０円」を「５５０円」に 、

「１，８３０円」を「１，８７０円」に改める。 

   附 則 

 この規則は、令和元年１０月１日から施行する。 
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告示 
 

甲府市告示第５１１号  

 

甲府市契約規則（昭和５０年１２月規則第６６号）第５条の規定により、次の１  

件の一般競争入札を執行する。  

 

令和元年９月２日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 入札対象業務 

（１）入札番号     業務委託 第６７９号 

（２）業務名称     市営林道橋梁点検業務委託 

（３）履行期間     契約締結日から令和２年２月２８日まで 

（４）履行場所     仕様書による 

（５）業務内容     仕様書による 

（６）予定価格     公表しない 

（７）最低制限価格   設けない 

２ 入札参加資格 

甲府市における入札参加資格の認定を受けている者で、次の条件をすべて満た

す者 

（１）甲府市内に本店、本社又は営業所を有する者であること。 

（２）過去１０年以内に、国又は地方公共団体等が行う林道の橋梁点検業務を受託

し、本委託業務と同規模の点検業務を履行した実績を有する者であること。 

（３）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当

していない者であること。 

（４）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）でないこと。

また、法人においては、その役員が暴力団員でないこと。  

（５）この公告の日から入札の日までの間に「甲府市物品供給（入札等）制度要 

綱」及び「甲府市建設工事等請負契約に係る指名停止等措置要綱」に基づく指  

名停止を受けている日が含まれている者でないこと。  

（６）入札の日以前６か月以内に手形又は小切手の不渡りを出した者でないこと。

また、不渡りによる取引停止処分を受けた場合は、処分を受けた日から２年を

経過していること。 

（７）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立又は

民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく民事再生手続開始の申立が
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なされている者（更生手続開始又は民事再生手続開始の決定を受けた後、競争

入札参加資格の再認定を受けたものを除く。）でないこと。 

（８）市税の滞納がない者であること。  

３ 仕様書等の配付期間、配付場所、配付方法及び参加申請の受付等  

（１）配付期間 令和元年９月２日（月）～令和元年９月１３日（金） 

（この期間内の土曜日、日曜日を除く。） 

午前９時００分～午後５時００分 

（２）配付場所 甲府市産業部産業総室総務課 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 甲府市役所本庁舎８階 

電話０５５－２３７－５６８７ 

（３）配付方法 直接配付とし、郵送又は伝送は行わない。ただし、甲府市ホーム

ページ（事業者向け情報 入札・契約／入札情報（その他・公募

型））から情報を入手する場合は、この限りでない。  

（４）申請書等の受付期間及び場所  

ア 期間 令和元年９月２日（月）～令和元年９月１３日（金） 

（この期間内の土曜日、日曜日を除く。） 

午前９時００分～午後５時００分 

イ 場所 甲府市産業部産業総室総務課 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 甲府市役所本庁舎８階 

電話０５５－２３７－５６８７ 

４ 入札・開札の日時及び場所 

（１）日 時 令和元年１０月１日（火） 午前１０時００分 

（２）場 所 甲府市役所本庁舎８階 会議室８－１ 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 

ただし、入札場所等については変更する場合がある。  

５ 入札方法 

落札者の決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１０／ 

１００に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、

その端数金額を切り捨てた金額。）をもって落札価格とするので、入札者は、消

費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の

１００／１１０に相当する金額を入札書に記載すること。  

６ 入札の無効 

この公告に示した入札参加資格のない者の行った入札、申請書又は資料に虚偽

の記載をした者の行った入札及び入札に関する条件に違反した入札は無効とする。 

なお、入札参加資格の確認を受けた者であっても、入札時において２に掲げる

いずれかの要件を満たさなくなった者の行った入札は無効とする。  

７ 落札者の決定方法 

甲府市契約規則第１２条第１項の規定により定められた予定価格の制限の範囲

内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。  

８ その他 

（１）入札保証金：免除 
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（２）契約保証金（契約金額の１０／１００）：納付  

ただし、甲府市契約規則第３４条第１項第３号に規定する、過去２年の間に

国（公社、公団を含む。）又は地方公共団体と種類及び規模をほぼ同じくす

る契約を数回以上にわたって締結し、これらをすべて誠実に履行し、かつ、

契約を履行しないこととなるおそれがないと認められる場合は免除する。  

（３）契約書作成の要否：要 

（４）仕様説明会は行わない。  

（５）その他公告にない事項については、入札説明書、甲府市契約規則による。 
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甲府市告示第５１２号  

 

 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律

第１２３号）第２９条第１項に規定する指定障害福祉サービス事業者から次のとお

り事業の廃止の届出があったので、同法第５１条第２号の規定により公示する。 

 

令和元年９月２日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 事業者名     株式会社いつみ家・絆 

２ 事業者の所在地  甲府市国母四丁目２１番２号 

３ 事業所名     絆 

４ 事業所の所在地  甲府市国母四丁目２１番２号 

５ 事業の種類    就労継続支援 B 型 

６ 指定事業所番号  １９１０１０１４０９ 

７ 廃止年月日    令和元年８月３１日 
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甲府市告示第５１３号  

 

甲府市契約規則（昭和５０年１２月規則第６６号）第５条の規定により、次の

１件の一般競争入札を執行する。  

 

令和元年９月２日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 入札対象業務 

（１）入札番号     （業務委託）第６８７号 

（２）業務名称     甲府市市営住宅等長寿命化計画策定業務委託 

（３）履行期間     契約締結日から令和２年２月２８日まで 

（４）履行場所     仕様書等による 

（５）業務内容     仕様書等による 

（６）予定価格     公表しない 

（７）最低制限価格   設けない 

２ 入札参加資格 

甲府市における入札参加資格の認定を受けている者で、次の条件をすべて満た

す者 

（１）甲府市内に本店、本社又は営業所を有する者であること。  

（２）管理技術者は、建築士法に基づく一級建築士及び技術士法第３２条により登

録された技術士（建設部門：都市及び都市計画）の資格を有した者であるこ

と。（管理技術者と他１名を担当技術者として選任し、２名で一級建築士と技

術士（建設部門：都市及び都市計画）の資格を有する場合も同等と認める。）  

（３）管理技術者は、過去に本業務と同種又は類似した計画策定に関する実績を持

ち、十分な知識と経験を有する者であること。 

（４）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当

していない者であること。 

（５）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）でないこと。

また、法人においては、その役員が暴力団員でないこと。  

（６）この公告の日から入札の日までの間に「甲府市物品供給（入札等）制度要綱」  

及び「甲府市建設工事等請負契約に係る指名停止等措置要綱」に基づく指名停

止を受けている日が含まれている者でないこと。  

（７）入札の日以前６か月以内に手形又は小切手の不渡りを出した者でないこと。

また、不渡りによる取引停止処分を受けた場合は、処分を受けた日から２年を

経過していること。 

（８）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立又は

民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく民事再生手続開始の申立が
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なされている者（更生手続開始又は民事再生手続開始の決定を受けた後、競争

入札参加資格の再認定を受けた者を除く。）でないこと。 

（９）市税の滞納がない者であること。  

３ 仕様書等の配付期間、配付場所、配付方法及び参加申請の受付等  

（１）配付期間 令和元年９月２日（月）～令和元年９月１２日（木） 

（この期間内の土曜日、日曜日を除く。） 

午前９時００分～午後５時００分 

令和元年９月１２日（木）については、午後３時００分まで  

（２）配付場所 甲府市まちづくり部まちづくり総室総務課 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 甲府市役所本庁舎８階 

電話０５５－２３７－５７９７ 

（３）配付方法 直接配付とし、郵送又は電送は行わない。ただし、甲府市ホーム

ページ（事業者向け情報 入札・契約／入札情報）から情報を入

手する場合は、この限りでない。 

（４）申請書等の受付期間及び場所  

ア 期間 令和元年９月２日（月）～令和元年９月１２日（木） 

（この期間内の土曜日、日曜日を除く。） 

午前９時００分～午後５時００分 

令和元年９月１２日（木）については、午後３時００分まで  

イ 場所 甲府市まちづくり部まちづくり総室総務課 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 甲府市役所本庁舎８階 

電話０５５－２３７－５７９７ 

４ 入札及び開札の日時及び場所 

（１）日 時 令和元年９月２７日（金） 午前１０時００分 

（２）場 所 甲府市役所本庁舎８階 会議室８－１ 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 

ただし、入札場所等については変更する場合がある。  

５ 入札方法 

落札者の決定にあたっては、入札書に記載された金額に当該金額の１０／ 

１００に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、

その端数金額を切り捨てた金額。）をもって落札価格とするので、入札者は、消

費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の

１００／１１０に相当する金額を入札書に記載すること。 

６ 入札の無効 

この公告に示した入札参加資格のない者の行った入札、申請書又は資料に虚偽

の記載をした者の行った入札及び入札に関する条件に違反した入札は無効とする。  

なお、入札参加資格の確認を受けた者であっても、入札時において２に掲げる

いずれかの要件を満たさなくなった者の行った入札は無効とする。  

７ 落札者の決定方法 

甲府市契約規則第１２条第１項の規定により定められた予定価格の制限の範囲

内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。  
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８ その他 

（１）入札保証金：免除 

（２）契約保証金：（契約金額の１０／１００）：納付  

ただし、甲府市契約規則第３４条第１項第３号に規定する、過去２年の間に国

（公社、公団を含む。）又は地方公共団体と種類及び規模をほぼ同じくする契

約を数回以上にわたって締結し、これらをすべて誠実に履行し、かつ、契約を

履行しないこととなるおそれがないと認められる場合は免除する。  

（３）契約書作成の要否：要 

（４）仕様説明会は行わない。  

（５）その他公告にない事項については、入札説明書、甲府市契約規則による。 
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                          甲府市告示第５１４号  

 

次の介護保険被保険者証は、回収できないため、甲府市介護保険条例施行規則

（平成１２年３月規則第２１号）第１２条の規定により無効である旨を告示する。 

 

令和元年９月２日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名    介護保険被保険者証 

２ 被保険者番号及び住所並びに氏名     別紙のとおり 
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                          甲府市告示第５１５号 

 

 介護保険法第７５条第２項及び第１１５条の５第１項の規定に基づく指定居宅サ

ービス事業者及び指定介護予防サービス事業者として次の者の廃止届を受理したの

で、同法第７８条及び第１１５条の１０の規定により公示する。 

 

  令和元年９月２日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 介護保険事業所番号    １９７０１０４７０７ 

２ 事業所の名称       山梨事業所内（福祉用具貸与事業） 

               甲府地域福祉事業所かえで 

３ 事業所の所在地      甲府市丸の内２－９－２０甲府共立病院東館２Ｆ 

４ 当該事業所の申請者    企業組合労協センター事業団 

              代表理事 田嶋羊子 

５ サービスの種類      福祉用具貸与 

               介護予防福祉用具貸与 

６ 廃止年月日        令和元年８月３１日 
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                          甲府市告示第５１６号 

 

 介護保険法第７５条第２項及び第１１５条の５第１項の規定に基づく指定居宅サ

ービス事業者及び指定介護予防サービス事業者として次の者の廃止届を受理したの

で、同法第７８条及び第１１５条の１０の規定により公示する。 

 

  令和元年９月２日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 介護保険事業所番号    １９７０１０４７０７ 

２ 事業所の名称       山梨事業所内（福祉用具貸与事業） 

               甲府地域福祉事業所かえで 

３ 事業所の所在地      甲府市丸の内２－９－２０甲府共立病院東館２Ｆ 

４ 当該事業所の申請者    企業組合労協センター事業団 

              代表理事 田嶋羊子 

５ サービスの種類      特定福祉用具販売 

               介護予防福祉用具販売 

６ 廃止年月日        令和元年８月３１日 
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甲府市告示第５１７号  

 

 甲府市介護予防・日常生活支援総合事業指定事業者の指定等に関する要綱第３の

規定に基づき指定介護予防通所介護相当サービス事業者として次の者を指定したの

で、同要綱第１０の規定により公示する。 

 

令和元年９月３日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 介護保険事業所番号    １９９０９０００７６ 

２ 事 業 所 の 名 称   甲州デイサービスセンター 韮崎事業所 

３ 事 業 所 の 所 在 地   韮崎市龍岡町若尾新田８５０－１  

４ 当該事業所の申請者      笛吹市石和町四日市場２０３１番地の２ 

              医療法人銀門会 

理事長 中 島 育 昌 

５ サ ー ビ ス の 種 類   介護予防・日常生活支援総合事業 

（介護予防通所介護相当サービス） 

６ 指 定 年 月 日      令和元年９月１日 
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甲府市告示第５１８号 

 

 介護保険法第８２条第２項の規定に基づく指定居宅介護支援事業者として次の者

の廃止届を受理したので、同法第８５条の規定により公示する。 

 

令和元年９月３日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 介護保険事業所番号    １９７０１０２３４７ 

２ 事 業 所 の 名 称    居宅介護支援事業所貴和 

３ 事 業 所 の 所 在 地    甲府市音羽町４－１６ 

４ 当該事業所の申請者    医療法人貴和 

理事長 三 羽 啓 史 

５ サ ー ビ ス の 種 類    居宅介護支援 

６ 廃 止 年 月 日    令和元年９月３０日 
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甲府市告示第５１９号 

 

 介護保険法第８２条第２項の規定に基づく指定居宅介護支援事業者として次の者

の廃止届を受理したので、同法第８５条の規定により公示する。 

 

令和元年９月３日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 介護保険事業所番号    １９７０１０４０１２ 

２ 事 業 所 の 名 称    ケアプランブルーアース 

３ 事 業 所 の 所 在 地    甲府市大里町１２５６－１ 

４ 当該事業所の申請者    株式会社ブルーアースジャパン 

代表取締役社長 髙 井 道 治 

５ サ ー ビ ス の 種 類    居宅介護支援 

６ 廃 止 年 月 日    令和元年８月３１日 
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甲府市告示第５２０号 

 

甲府市山宮町及び塚原町と古府中町の各一部地域内の土地について、国土調査法

による地籍調査を行い地図及び簿冊を作成したので、同法第１７条第１項の規定に

より公告する。 

なお、当該地図及び簿冊は、下記のとおり一般の閲覧に供する。  

 

  令和元年９月４日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 地図及び簿冊の名称 

  「甲府市地籍図」及び「地籍簿」  

２ 閲覧期間 

  令和元年９月４日から９月２７日まで２３日間 

  （９月１４日・１５日・１６日・２１日・２２日・２３日は除く。） 

３ 閲覧場所 

  羽黒悠遊館（甲府市山宮町２４０１番地１） 

  相川悠遊館（甲府市古府中町６０１９番地）  

４ 閲覧の結果、誤り等があると認めた場合は、上記の閲覧期間内に、当該調査を

行った者に対し、訂正の申し出をすることができる。  

５ 誤り等訂正の申し出は、書面によることとなっているので、各自印章を持参す

ること。 

６ 誤り等訂正申出書の用紙は、請求があれば閲覧場所で交付する。  

７ 閲覧は、期間中毎日午前９時３０分から午後４時までの間とする。  
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甲府市告示第５２１号 

 

甲府市契約規則（昭和５０年１２月規則第６６号）第５条の規定により、次の物

件の売却について一般競争入札を執行する。 

 

  令和元年９月４日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 入札に付する売却物件概要等 

 ⑴ 物件番号（１）１－１ 

  ア 物 件 の 種 別  土地 

  イ 所在及び地番  甲府市大手二丁目４１１２番 

  ウ 地    目  宅地 

  エ 地    積  ４４９．０４㎡ 

  オ 最低売却価格  ２２，１３６，３２５円 

 ⑵ 物件番号（１）１－２ 

  ア 物 件 の 種 別  土地 

  イ 所在及び地番  甲府市国玉町字梅ノ木８１３番８  

  ウ 地    目  宅地 

  エ 地    積  ９０．４２㎡ 

  オ 最低売却価格  ２，１４０，０００円 

２ 入札参加申込みの受付期間、受付場所及び受付方法  

 ⑴ 受付期間 

   令和元年９月９日（月）から令和元年９月２０日（金）までの午前９時から

午後５時までの間。（この期間内の土・日曜日及び祝日を除く。）  

 ⑵ 受付場所 

   甲府市丸の内一丁目１８番１号 甲府市役所本庁舎５階 

   甲府市総務部契約管財室管財課 

   電話０５５－２３７－５１９７ 

 ⑶ 受付方法 

   持参又は郵送（簡易書留）による受付とし、郵送による場合は、令和元年９

月２０日（金）当日消印有効とする。 

３ 入札及び開札の日時及び場所 

 ⑴ 入札及び開札の日 

   令和元年９月２６日（木） 

 ⑵ 入札の受付、入札及び開札の時間 

物件

番号 
物件の所在 入札の受付時間 入札時間 

開札 

時間 

(１) 大手二丁目 午前１０時００分から 午前１０時２０分から 入札 
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１－１ 午前１０時１５分まで 終了後 

(１)１

－２ 
国玉町 

午前１１時００分から 

午後１１時１５分まで 
午前１１時２０分から 

入札 

終了後 

 ⑶ 場所 

   甲府市丸の内一丁目１８番１号 甲府市役所本庁舎６階 入札室１ 

   ただし、入札場所等については変更する場合がある。  

４ 入札に参加できる者の資格及び要件  

  次のいずれにも該当しない法人又は個人であること。  

 ⑴ 地方自治法施行令（昭和２２年政令１６号）第１６７条の４第１項の規定に

該当する者 

 ⑵ 地方自治法施行令第１６７条の４第２項各号のいずれかに該当する者であっ

て、当該各号に該当する事実があった日から２年を経過していない者。また、

その者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理人として使用する者  

 ⑶ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成３年法律第７７号)第

２条第２号から第４号まで及び第６号に該当する者又は役員が暴力団員であ

る法人 

 ⑷ 無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律 (平成１１年法律第 

１４７号)第８条第２項第１号に掲げる処分を受けている団体又は当該団体の

役職員若しくは構成員 

 ⑸ 会社更生法(平成１４年法律第１５４号)の適用を申請した者であって、裁判

所からの更生手続開始の決定がされていない者  

 ⑹ 民事再生法(平成１１年法律第２２５号)の適用を申請した者であって、同法

に基づく裁判所からの再生手続開始の決定がされていない者  

 ⑺ 入札の公告の日から入札の日までの間に、「甲府市物品供給（入札等）制度

要綱」及び「甲府市建設工事等請負契約に係る指名停止等措置要綱」に基づき

指名停止を受けている者 

 ⑻ 市区町村税を滞納している者 

 ⑼ 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３８条の３第１項に規定する公

有財産に関する事務に従事する甲府市職員 

５ 入札を無効とする場合に関する事項  

  次のいずれかに該当する入札は無効とする。 

 ⑴ 入札保証金を納付したことを証する書面の提出がない又は入札書に書かれた

金額が入札保証金の２０倍を超える入札  

 ⑵ １物件につき、１人で２通以上の入札をした場合は、その全部の入札  

 ⑶ 入札書に書かれた金額又は氏名（法人にあっては商号名称及び代表者名）の

確認し難いもの、鉛筆書きのもの、押印のないもの、その他誤脱等により意

思表示が不明瞭なため識別し難いもの 

 ⑷ 入札書に書いた金額を訂正した入札 

 ⑸ 入札者が不当に価格をせり上げ、又はせり下げる目的をもって連合その他不

正行為をしたと市職員が認める場合における全部の入札  
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 ⑹ 入札時において、４の「入札に参加できる者の資格及び要件」を満たさなく

なった者の入札 

 ⑺ 入札参加申込みをしない者の入札  

 ⑻ 代理人として代理権の確認を受けていない者の入札  

 ⑼ 入札にあたり他人を脅迫するなど、不正行為のあった者の入札 

 ⑽ 最低売却価格に達しない入札 

 ⑾ 入札に関し、市職員の指示に従わなかった者の入札  

 ⑿ 郵送による入札 

 ⒀ 前各号に掲げるもののほか、一般競争入札案内書に規定する入札に関する条

項に違反した者の入札 

６ 落札者の決定方法  

  開札後、最低売却価格（予定価格）以上で入札した者のうち、最高価格をもっ

て有効な入札した者を落札者として決定する。ただし、最高価格での入札者が

２者以上あるときは、くじ引きにより落札者を決定する。この場合、入札者は

「くじ」を辞退することができないものとする。  

７ 契約書作成の要否及び代金支払方法  

  契約書の作成を要し、代金は一括現金納入とする。  

８ 入札保証金、契約保証金及び違約金に関する事項  

 ⑴ 入札保証金の納付等 

  ア 入札保証金は、各自入札価格の１００分の５以上に相当する金額を、一括  

   で甲府市の指定する口座に振り込むものとする。  

  イ 入札保証金は、落札者を除き、入札者が指定する金融機関の預金口座へ振  

   り込む方法により返還する。 

  ウ 入札保証金には、利息を付さない。  

 ⑵ 契約保証金の納付等 

  ア 契約保証金は、売買価格の１００分の１０以上に相当する金額を、契約締

結時に一括で甲府市の指定する口座に振り込むものとする。  

  イ 契約保証金は、売買代金に充当するものとする。  

  ウ 契約保証金には、利息を付さない。 

 ⑶ 違約金 

  ア 落札者が、落札日の翌日から７日以内に、売買契約を締結しないとき（落

札後、入札申込みができない者であることが判明し、その入札が無効になっ

たときなどを含む。）は、違約金として入札保証金は甲府市に帰属する。  

  イ 落札者が、契約締結日より３０日以内に売買代金（充当された契約保証金

を除いた額）の支払いを行わなかったときは、売買契約を解除のうえ、違約

金として契約保証金は甲府市に帰属する。 

９ 一般競争入札案内書の配付 

 ⒧ 配付期間 

   本告示の日から令和元年９月２０日（金）まで 

 ⑵ 配付場所等 

   甲府市丸の内一丁目１８番１号 甲府市役所本庁舎５階 
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   甲府市総務部契約管財室管財課及び甲府市公式ホームページ  

１０ 現地説明会開催 

   入札参加申込受付期間中、希望者に対して実施する。  

１１ 特記事項 

 ⑴ 現状有姿による契約 

   現状有姿の状態で売り渡すものとする。  

 ⑵ 土地利用制限 

   落札した市有地を利用するにあたっては、売買契約締結の日から１０年間、

次に掲げる用に供してはならない。  

  ア 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２項に規定する

暴力団関連施設その他周辺住民に著しく不安を与える施設  

  イ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律 (昭和２３年法律第 

１２２号)第２条第１項に規定する風俗営業、同条第５項に規定する性風俗

関連特殊営業又は同条第１１項に規定する接客業務受託営業その他これらに

類する業 

１２ その他 

   この公告に定めのない事項は、地方自治法、地方自治法施行令、甲府市契約

規則、甲府市財務規則（昭和６２年１月２０日規則第１号）、一般競争入札

案内書等に定めるところによる。 
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甲府市告示第５２２号  

 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第１項の許可に係る次の開発

行為に関する工事が完了したので、同法第３６条第３項の規定により公告する。  

 

  令和元年９月５日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 開発区域に含まれる地域の名称  

   甲 府 市 西 高 橋 町 字 整 理 地 １ ４ １ 番 １ 

   以上 １筆 

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名  

   甲府市中央二丁目５番１１号 

   深 澤 武 史 
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                          甲府市告示第５２３号  

  

甲府市契約規則（昭和５０年１２月規則第６６号）第５条の規定に基づき、次の 

１件の一般競争入札を執行する。 

 

  令和元年９月６日 

                  

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

一般競争入札 公告個別事項 

入札番号 （土木）１３３号 

工事名 道路下防火水槽補強工事 

工事場所 甲府市中央四丁目地内 外 

工事概要 

１ 工事内容 道路下防火水槽補強工事 Ｎ＝５箇所 

２ 工期 令和２年３月１３日まで 

３ 
予定価格 

（税込み） 

２５，１６８，０００円 

（消費税相当額１０％で積算） 

４ 
分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化等の 

実施義務 
適用 

入札参加資 

格 

１ 本店所在地 甲府市内 

２ 競争入札参加資格 土木一式 Ａ又はＢ 

３ 同種工事施工実績 

道路工事等。 

ただし、１件の工事請負額が、 

１，２００万円以上の実績に限る。 

元請として平成１６年４月１日以降 

に完成、引き渡し済みの工事。 

なお、共同企業体の構成員としての 

実績は、出資比率が２０％以上の場 

合のものに限る。 

４ 配置予定技術者の資格 

入札説明書に記載 

（本案件に対し、技術者の工事実績 

は求めません。） 

日程 

１ 入札説明書等配付開始日 令和元年９月６日 

２ 入札説明書等配付締切日 令和元年９月１８日 

３ 申請書受付開始日 令和元年９月６日 

- 107 -



４ 申請書受付締切日 
令和元年９月１８日 

午後３時まで 

５ 
入札参加資格確認結果 

通知日 
令和元年９月２５日 

６ 設計図書配付開始日 令和元年９月６日 

７ 設計図書配付締切日 令和元年９月２６日 

８ 
設計図書に関する質問 

開始日 
令和元年９月６日 

９ 
設計図書に関する質問 

締切日 
令和元年９月２６日 

10 入札及び開札日時 
令和元年１０月４日 

午前９時００分 

提出書類 

１ 参加申請時 入札説明書に記載 

２ 入札時 
入札参加資格確認通知書 

工事費内訳書 

入札参加資 

格に対する 

説明 

１ 質問 
令和元年１０月１日 

午後５時まで 

２ 回答 令和元年１０月２日 

入札の無効 

入札参加資格のない者の行った入札 

申請書又は資料に虚偽の記載をした者の行った入札 

入札に関する条件に違反した入札 

入札参加資格の要件を満たさなくなった者の行った入札 

入札保証金 免除 

契約保証金 

契約金額の１０/１００納付 

ただし、有価証券の提供又は金融機関若しくは保証事業会社の 

保証をもって契約保証金の納付に代えることができる。また、 

公共工事履行保証証券による保証又は履行保証保険契約締結に 

よる保証を行った場合は、契約保証金を免除する。 

低入札価格調査 

制度 

適用「甲府市低入札価格調査実施要綱（平成３１年４月１日 

改正）」 

支払条件 
前金払 請求できる 

中間前金払 請求できる 

問い合わせ先 

甲府市総務部契約管財室契約課 

〒４００－８５８５ 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 

電話０５５－２３７－５１２４ 
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                          甲府市告示第５２４号  

  

甲府市契約規則（昭和５０年１２月規則第６６号）第５条の規定に基づき、次の 

１件の一般競争入札を執行する。 

 

  令和元年９月６日 

                  

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

一般競争入札 公告個別事項 

入札番号 （土木）１３８号 

工事名 側溝改良工事（３１－４） 

工事場所 甲府市音羽町地内 

工事概要 

１ 工事内容 

・施工延長 Ｌ＝６８.０ｍ 

・側溝工  Ｌ＝６８.０ｍ 

・擁壁工  １式 

・付帯工  １式 

２ 工期 令和２年１月１７日まで 

３ 
予定価格 

（税込み） 

１１，６７１，０００円 

（消費税相当額１０％で積算） 

４ 
分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化等の 

実施義務 
適用 

入札参加資 

格 

１ 本店所在地 甲府市内 

２ 競争入札参加資格 土木一式 Ｂ又はＣ 

３ 同種工事施工実績 

道路改良工事等。 

ただし、１件の工事請負額が、 

５００万円以上の実績に限る。 

元請として平成１６年４月１日以降 

に完成、引き渡し済みの工事。 

なお、共同企業体の構成員としての 

実績は、出資比率が２０％以上の場 

合のものに限る。 

４ 配置予定技術者の資格 

入札説明書に記載 

（本案件に対し、技術者の工事実績 

は求めません。） 

日程 

１ 入札説明書等配付開始日 令和元年９月６日 

２ 入札説明書等配付締切日 令和元年９月１８日 

３ 申請書受付開始日 令和元年９月６日 
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４ 申請書受付締切日 
令和元年９月１８日 

午後３時まで 

５ 
入札参加資格確認結果 

通知日 
令和元年９月２５日 

６ 設計図書配付開始日 令和元年９月６日 

７ 設計図書配付締切日 令和元年９月２６日 

８ 
設計図書に関する質問 

開始日 
令和元年９月６日 

９ 
設計図書に関する質問 

締切日 
令和元年９月２６日 

10 入札及び開札日時 
令和元年１０月４日 

午前９時２０分 

提出書類 

１ 参加申請時 入札説明書に記載 

２ 入札時 
入札参加資格確認通知書 

工事費内訳書 

入札参加資 

格に対する 

説明 

１ 質問 
令和元年１０月１日 

午後５時まで 

２ 回答 令和元年１０月２日 

入札の無効 

入札参加資格のない者の行った入札 

申請書又は資料に虚偽の記載をした者の行った入札 

入札に関する条件に違反した入札 

入札参加資格の要件を満たさなくなった者の行った入札 

入札保証金 免除 

契約保証金 

契約金額の１０/１００納付 

ただし、有価証券の提供又は金融機関若しくは保証事業会社の 

保証をもって契約保証金の納付に代えることができる。また、 

公共工事履行保証証券による保証又は履行保証保険契約締結に 

よる保証を行った場合は、契約保証金を免除する。 

低入札価格調査 

制度 

適用「甲府市低入札価格調査実施要綱（平成３１年４月１日 

改正）」 

支払条件 
前金払 請求できる 

中間前金払 請求できる 

問い合わせ先 

甲府市総務部契約管財室契約課 

〒４００－８５８５ 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 

電話０５５－２３７－５１２４ 
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                          甲府市告示第５２５号  

  

甲府市契約規則（昭和５０年１２月規則第６６号）第５条の規定に基づき、次の 

１件の一般競争入札を執行する。 

 

  令和元年９月６日 

                  

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

一般競争入札 公告個別事項 

入札番号 （とび）１３５号 

工事名 道路附属施設整備工事（３１－２） 

工事場所 甲府市上石田二丁目地内 

工事概要 

１ 工事内容 

・施工延長   Ｌ＝６０.０ｍ 

・防護柵工   Ｌ＝５９.０ｍ 

・防護柵基礎工 Ｌ＝６０.０ｍ 

・付帯工    １式 

２ 工期 令和２年１月３１日まで 

３ 
予定価格 

（税込み） 

１０，３６２，０００円 

（消費税相当額１０％で積算） 

４ 
分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化等の 

実施義務 
適用 

入札参加資 

格 

１ 本店所在地 甲府市内 

２ 競争入札参加資格 

とび 

直近の経営事項審査結果通知書の総 

合評定値（Ｐ）５４０点以上 

３ 同種工事施工実績 

道路防護柵等の設置工事。 

元請として平成１６年４月１日以降 

に完成、引き渡し済みの工事。 

なお、共同企業体の構成員としての 

実績は、出資比率が２０％以上の場 

合のものに限る。 

４ 配置予定技術者の資格 

入札説明書に記載 

（本案件に対し、技術者の工事実績 

は求めません。） 

日程 

1 入札説明書等配付開始日 令和元年９月６日 

２ 入札説明書等配付締切日 令和元年９月１８日 

３ 申請書受付開始日 令和元年９月６日 
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４ 申請書受付締切日 
令和元年９月１８日 

午後３時まで 

５ 
入札参加資格確認結果 

通知日 
令和元年９月２５日 

６ 設計図書配付開始日 令和元年９月６日 

７ 設計図書配付締切日 令和元年９月２６日 

８ 
設計図書に関する質問 

開始日 
令和元年９月６日 

９ 
設計図書に関する質問 

締切日 
令和元年９月２６日 

10 入札及び開札日時 
令和元年１０月４日 

午前９時３０分 

提出書類 

１ 参加申請時 入札説明書に記載 

２ 入札時 
入札参加資格確認通知書 

工事費内訳書 

入札参加資 

格に対する 

説明 

１ 質問 
令和元年１０月１日 

午後５時まで 

２ 回答 令和元年１０月２日 

入札の無効 

入札参加資格のない者の行った入札 

申請書又は資料に虚偽の記載をした者の行った入札 

入札に関する条件に違反した入札 

入札参加資格の要件を満たさなくなった者の行った入札 

入札保証金 免除 

契約保証金 

契約金額の１０/１００納付 

ただし、有価証券の提供又は金融機関若しくは保証事業会社の 

保証をもって契約保証金の納付に代えることができる。また、 

公共工事履行保証証券による保証又は履行保証保険契約締結に 

よる保証を行った場合は、契約保証金を免除する。 

低入札価格調査 

制度 

適用「甲府市低入札価格調査実施要綱（平成３１年４月１日 

改正）」 

支払条件 
前金払 請求できる 

中間前金払 請求できる 

問い合わせ先 

甲府市総務部契約管財室契約課 

〒４００－８５８５ 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 

電話０５５－２３７－５１２４ 

 

- 112 -



                          甲府市告示第５２６号  

  

甲府市契約規則（昭和５０年１２月規則第６６号）第５条の規定に基づき、次の 

１件の一般競争入札を執行する。 

 

  令和元年９月６日 

                  

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

一般競争入札 公告個別事項 

入札番号 （電気）１３９号 

工事名 
中道北小学校移転に伴う屋内運動場・プール改築（電気設備） 

工事 

工事場所 甲府市上曽根町地内 外 

工事概要 

１ 工事内容 

【屋内運動場】 

１. 幹線設備 

２.屋外弱電設備 

３.屋内幹線設備 

４.電灯コンセント設備 

５.非常用設備 

６.電話設備 

７.テレビ共同受信設備 

８.拡声設備 

９.音響設備 

１０.時計設備 

１１.自動火災報知設備 

１２.機械警備配管設備 

 

【プール】 

１.幹線設備 

２.電灯コンセント設備 

３.弱電設備 

４.機械室内設備 

２ 工期 令和２年１０月３０日まで 

３ 
予定価格 

（税込み） 

２６，６８６，０００円 

（消費税相当額１０％で積算） 

４ 
分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化等の 

実施義務 
不適用 

入札参加資 

格 

１ 本店所在地 甲府市内 

２ 競争入札参加資格 電気 Ａ又はＢ 
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３ 同種工事施工実績 

公共施設等の電気設備工事。 

ただし、１件の工事請負額が、 

１，３００万円以上の実績に限る。 

元請として平成１６年４月１日以降 

に完成、引き渡し済みの工事。 

なお、共同企業体の構成員としての 

実績は、出資比率が２０％以上の場 

合のものに限る。 

４ 配置予定技術者の資格 

入札説明書に記載 

（本案件に対し、技術者の工事実績 

は求めません。） 

５ 近接工事 

令和元年８月２６日告示（電気） 

１２７号 中道北小学校移転に伴う 

校舎・給食室増改築（電気設備）工 

事の落札者（代表構成員及び構成員 

）は、本工事の落札者となることは 

できません。 

日程 

１ 入札説明書等配付開始日 令和元年９月６日 

２ 入札説明書等配付締切日 令和元年９月１８日 

３ 申請書受付開始日 令和元年９月６日 

４ 申請書受付締切日 
令和元年９月１８日 

午後３時まで 

５ 
入札参加資格確認結果 

通知日 
令和元年９月２５日 

６ 設計図書配付開始日 令和元年９月６日 

７ 設計図書配付締切日 令和元年９月２６日 

８ 
設計図書に関する質問 

開始日 
令和元年９月６日 

９ 
設計図書に関する質問 

締切日 
令和元年９月２６日 

10 入札及び開札日時 
令和元年１０月４日 

午前９時４０分 

提出書類 

１ 参加申請時 入札説明書に記載 

２ 入札時 
入札参加資格確認通知書 

工事費内訳書 

入札参加資 

格に対する 

説明 

１ 質問 
令和元年１０月１日 

午後５時まで 

２ 回答 令和元年１０月２日 

- 114 -



入札の無効 

入札参加資格のない者の行った入札 

申請書又は資料に虚偽の記載をした者の行った入札 

入札に関する条件に違反した入札 

入札参加資格の要件を満たさなくなった者の行った入札 

入札保証金 免除 

契約保証金 

契約金額の１０/１００納付 

ただし、有価証券の提供又は金融機関若しくは保証事業会社の 

保証をもって契約保証金の納付に代えることができる。また、 

公共工事履行保証証券による保証又は履行保証保険契約締結に 

よる保証を行った場合は、契約保証金を免除する。 

低入札価格調査 

制度 

適用「甲府市低入札価格調査実施要綱（平成３１年４月１日 

改正）」 

支払条件 
前金払 請求できる 

中間前金払 請求できる 

年度支払限度額 
平成３１年度 １０，６７４，４００円 

令和２年度 残金 

問い合わせ先 

甲府市総務部契約管財室契約課 

〒４００－８５８５ 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 

電話０５５－２３７－５１２４ 
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                          甲府市告示第５２７号  

  

甲府市契約規則（昭和５０年１２月規則第６６号）第５条の規定に基づき、次の 

１件の一般競争入札を執行する。 

 

  令和元年９月６日 

                  

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

一般競争入札 公告個別事項 

入札番号 （管）１４０号 

工事名 
中道北小学校移転に伴う屋内運動場・プール改築（機械設備） 

工事 

工事場所 甲府市上曽根町地内 外 

工事概要 

１ 工事内容 

建物概要 

【屋内運動場・プール付属屋】 

構造：鉄骨造 一部 鉄筋コンクリート造 

   平屋建て 

用途：体育館 

規模：建築面積 １，１６５.１３㎡ 

   延べ面積 １，００８.５２㎡ 

 

【屋内運動場】 

１. 屋内給水設備工事   １式 

２.屋外排水設備工事   １式 

３.衛生器具設備工事   １式 

４.換気設備工事     １式 

５.屋内消火設備工事   １式 

 

【プール】 

１.給水設備工事     １式 

２.屋外排水設備工事   １式 

３.屋内排水設備工事   １式 

４.衛生器具設備工事   １式 

５.換気設備工事     １式 

６.ろ過設備工事     １式 

２ 工期 令和２年１０月３０日まで 

３ 
予定価格 

（税込み） 

２８，５１２，０００円 

（消費税相当額１０％で積算） 

４ 
分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化等の 

実施義務 
不適用 
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入札参加資 

格 

１ 本店所在地 甲府市内 

２ 競争入札参加資格 管 Ａ又はＢ 

３ 同種工事施工実績 

公共施設等の機械設備工事。 

ただし、１件の工事請負額が、 

１，４００万円以上の実績に限る。 

元請として平成１６年４月１日以降 

に完成、引き渡し済みの工事。 

なお、共同企業体の構成員としての 

実績は、出資比率が２０％以上の場 

合のものに限る。 

４ 配置予定技術者の資格 

入札説明書に記載 

（本案件に対し、技術者の工事実績 

は求めません。） 

５ 近接工事 

令和元年７月８日告示（管）８８号 

中道北小学校移転に伴う校舎・給食 

室増改築（機械設備）工事の落札 

者（代表構成員及び構成員）は、本 

工事の落札者となることはできませ 

ん。 

日程 

１ 入札説明書等配付開始日 令和元年９月６日 

２ 入札説明書等配付締切日 令和元年９月１８日 

３ 申請書受付開始日 令和元年９月６日 

４ 申請書受付締切日 
令和元年９月１８日 

午後３時まで 

５ 
入札参加資格確認結果 

通知日 
令和元年９月２５日 

６ 設計図書配付開始日 令和元年９月６日 

７ 設計図書配付締切日 令和元年９月２６日 

８ 
設計図書に関する質問 

開始日 
令和元年９月６日 

９ 
設計図書に関する質問 

締切日 
令和元年９月２６日 

10 入札及び開札日時 
令和元年１０月４日 

午前１０時００分 

提出書類 

１ 参加申請時 入札説明書に記載 

２ 入札時 
入札参加資格確認通知書 

工事費内訳書 
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入札参加資 

格に対する 

説明 

１ 質問 
令和元年１０月１日 

午後５時まで 

２ 回答 令和元年１０月２日 

入札の無効 

入札参加資格のない者の行った入札 

申請書又は資料に虚偽の記載をした者の行った入札 

入札に関する条件に違反した入札 

入札参加資格の要件を満たさなくなった者の行った入札 

入札保証金 免除 

契約保証金 

契約金額の１０/１００納付 

ただし、有価証券の提供又は金融機関若しくは保証事業会社の 

保証をもって契約保証金の納付に代えることができる。また、 

公共工事履行保証証券による保証又は履行保証保険契約締結に 

よる保証を行った場合は、契約保証金を免除する。 

低入札価格調査 

制度 

適用「甲府市低入札価格調査実施要綱（平成３１年４月１日 

改正）」 

支払条件 
前金払 請求できる 

中間前金払 請求できる 

年度支払限度額 
平成３１年度 １１，４０４，８００円 

令和２年度 残金 

問い合わせ先 

甲府市総務部契約管財室契約課 

〒４００－８５８５ 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 

電話０５５－２３７－５１２４ 
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                          甲府市告示第５２８号 

 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第１項の許可に係る次の開発

行為に関する工事が完了したので、同法第３６条第３項の規定により公告する｡  

 

  令和元年９月６日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 開発区域に含まれる地域の名称  

   甲府市山宮町字大膳田９６６番１及び９６６番３から９６６番１０まで 

以上９筆 

２ 公共施設の種類、位置 

公共施設の種類  道路及び下水道 

位 置 及 び 区 域  別添図のとおり 

  （開発登録簿及び土地利用計画図は甲府市まちづくり部まち整備室都市計画課 

に備え置いて縦覧に供する。） 

３ 開発許可を受けた者の住所及び氏名  

   甲府市西下条町７９５番地 

   株式会社コリドール西下条 

   代表取締役 米 山 浩 史 
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甲府市告示第５２９号 

 

甲府市自転車等の放置の防止に関する条例（平成２５年９月条例第２４号）  

第１１条第２項、第３項及び第１２条第１項の規定により、自転車等放置禁止区域

の自転車を撤去し、保管したので、第１２条第２項及び甲府市自転車駐車場条例施

行規則（平成２５年９月規則第２８号）第７条の規定により、次のとおり告示する。 

 

  令和元年９月６日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 撤去し、保管した自転車が駐車してあった場所  

     ・甲府駅南口駅前広場 

     ・甲府駅南口吉野家前 

２ 撤去し、保管した自転車の型式等  

   別紙のとおり 

３ 保管した日 

     別紙のとおり 

４ 返還の申出場所 

     市民部市民協働室消費生活課 

     交通安全係 電話番号 ０５５－２３７－５３０３ 

５ 保管場所 

     甲府市甲府駅南口第２自転車駐車場 

６ 返還時に持参する物 

     住所・氏名を確認できるもの・自転車等の鍵 

     撤去保管料（自転車１，０００円・原動機付自転車２，０００円） 
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甲府市告示第５３０号 

 

 介護保険法第８２条第２項の規定に基づく指定居宅介護支援事業者として次の者

の廃止届を受理したので、同法第８５条の規定により公示する。 

 

令和元年９月６日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 介護保険事業所番号    １９７０１０３１１３ 

２ 事業所の名称       あすか居宅介護支援事業所 

３ 事業所の所在地      甲府市屋形２丁目２－２２ 

               ハイツ屋形１０２号 

４ 当該事業所の申請者    合同会社 あすがんばろう 

代表社員 原 田  修 

５ サービスの種類      居宅介護支援 

６ 廃止年月日        令和元年９月７日 
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甲府市告示第５３１号  

 

介護保険法７０条第１項の規定に基づく指定地域密着型サービス事業所及び甲府

市介護予防・日常生活支援総合事業指定事業者の指定等に関する要綱第３の規定に

基づく介護予防・日常生活支援総合事業指定事業者として次の者を指定したので、

同法第７８条及び同要綱第１０の規定により公示する。 

 

令和元年９月６日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 介護保険事業所番号   １９７０１０５２６６ 

２ 事業所の名称      デイサービスセンター奏楽 上阿原 

３ 事業所の所在地      甲府市上阿原町１０５４－３ 

４ 当該事業所の申請者      甲府市上石田３丁目１９－２３ 

              プラスユー株式会社 

              代表取締役 保 坂 美 彦 

５ サービスの種類      通所介護 

              介護予防・日常生活支援総合事業 

（介護予防通所介護相当サービス） 

６ 指定年月日          令和元年９月２日 
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                          甲府市告示第５３２号  

 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第１項の許可に係る次の開発

行為に関する工事が完了したので、同法第３６条第３項の規定により公告する｡  

                                      

  令和元年９月６日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 開発区域に含まれる地域の名称  

甲府市国玉町字梅ノ木７４９番１から７４９番５まで 

以上５筆及び道・水 

２ 公共施設の種類、位置 

公共施設の種類  道路及び下水道 

位 置 及 び 区 域  別添図のとおり 

  （開発登録簿及び土地利用計画図は甲府市まちづくり部まち整備室都市計画課 

   に備え置いて縦覧に供する。）  

３ 開発許可を受けた者の住所及び氏名  

   甲府市富竹一丁目９番１３号 

   株式会社クローバー 

代表取締役 丸 山 奈 津 子 
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                          甲府市告示第５３３号  

 

 甲府市職員採用試験を別紙内容に基づき実施するので、甲府市職員の任用等に関

する規則第９条の規定により公告する。  

 

  令和元年９月９日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 
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甲府市告示第５３４号  

 

 介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７８条の２第１項及び甲府市介護予防・

日常生活支援総合事業指定事業者の指定等に関する要綱（平成２８年福第１号）第

３の規定に基づく指定地域密着型サービス事業所及び介護予防・日常生活支援総合

事業指定事業者として次の者を指定したので、同法第７８条の１１の規定及び甲府

市介護予防・日常生活支援総合事業指定事業者の指定等に関する要綱（平成２８年

福第１号）第１０の規定により公示する。 

 

令和元年９月９日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 介護保険事業所番号   １９９０１００７８４ 

２ 事業所の名称      デイサービスリハビリテーションこんね千塚  

３ 事業所の所在地      甲府市千塚３丁目１－４３ 

４ 当該事業所の申請者      韮崎市藤井町駒井２６５８－１ 

              株式会社 Ｃｏｎｎｅ 

          代表取締役 宮 尾 一 久 

５ サービスの種類      地域密着型通所介護 

              介護予防・日常生活支援総合事業 

（介護予防通所介護相当サービス） 

６ 指定年月日          令和元年１０月１日 
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甲府市告示第５３５号 

 

動物の愛護及び管理に関する法律第３５条第３項の規定に基づき次の犬又は猫の

引取りを行ったので、甲府市動物の愛護及び管理に関する条例第１５条第４項の規

定により告示する。 

この犬又は猫の所有者は、令和元年９月１２日までに、引き取る旨の連絡を甲府

市健康支援センターにすること。 

なお、この期日までに引き取る旨の連絡を行わなかった場合は、この犬又は猫は

処分する。 

 

  令和元年９月９日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 拾得場所：甲府市相生２丁目地内 

２ 犬又は猫の別：犬 

３ 種類：柴犬 

４ 性別：オス 

５ 毛の色：茶 

６ その他の特徴：成犬、青い布製の首輪をしている、中型 

 

 

 

 

 

【連絡先】甲府市健康支援センター 生活衛生薬務課 

     電話：０５５－２３７－２５５０  
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甲府市告示第５３６号  

 

 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第 1 項及び第８２条の２

の規定に基づき、指定介護機関として次の者を指定したので、同法第５５条の３の

規定により公示する。 

 

令和元年９月１０日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名   生活保護法等指定介護機関指定申請書 

２ 事業所番号、指定年月日、事業所の名称、事業所の所在地、事業の種類、開設

者、代表者、管理者 

                               別紙のとおり 
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甲府市告示第５３７号  

 

 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５０条の２及び第５４条の２の規定

に基づき、次のとおり生活保護法等指定介護機関廃止届書を受理したので、同法第

５５条の３の規定により公示する。 

 

令和元年９月１０日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名   生活保護法等指定介護機関廃止届書 

２ 事業所番号、事業所の名称、事業所の所在地、開設者、代表者、廃止年月日  

                              別紙のとおり 
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甲府市告示第５３８号  

 

 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５０条の２及び第５４条の２の規定

に基づき、次のとおり生活保護法等指定介護機関変更届書を受理したので、同法第

５５条の３の規定により公示する。 

 

令和元年９月１０日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名   生活保護法等指定介護機関変更届書 

２ 事業所番号、事業所の名称、事業所の所在地、開設者、代表者、管理者、変更

事項、変更年月日 

                               別紙のとおり 
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甲府市告示第５３９号  

 

 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条及び第８２条の２の規定に基

づき、指定医療機関として次の者を指定したので、同法第５５条の３の規定により

公示する。 

 

令和元年９月１０日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 名 称    おおくにクリニック 

２ 所 在 地    甲府市大里町５１２５番地 

３ 開 設 者    医療法人笹本会 理事長 笹本憲男 

４ 指定の期間    令和元年８月１日から令和７年７月３１日まで 

５ 指 定 番 号    生医甲 １－１５ 
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甲府市告示第５４０号  

 

 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５０条の２の規定に基づき、次のと

おり生活保護法等指定医療機関変更届書を受理したので、同法第５５条の３の規定

により公示する。 

 

令和元年９月１０日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名   生活保護法等指定医療機関変更届書 

２ 医療機関番号、医療機関の名称、医療機関の所在地、開設者、代表者、管理者、

変更事項、変更年月日 

                               別紙のとおり 
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甲府市告示第５４１号  

 

 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５０条の２の規定に基づき、次の者

から指定医療機関の事業の廃止の届け出があったので、同法第５５条の３の規定に

より公示する。 

 

令和元年９月１０日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 医療機関コード    ０１１５０４５ 

２ 名 称    許山胃腸医院 

３ 所 在 地    甲府市中央一丁目１２番６号 

４ 開 設 者    医療法人財団許山会 理事長 許山 隆 

５ 廃 止 年 月 日    令和元年７月３１日 
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                          甲府市告示第５４２号  

 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第１項の許可に係る次の開発

行為に関する工事が完了したので、同法第３６条第３項の規定により公告する｡  

                                      

  令和元年９月１０日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 開発区域に含まれる地域の名称  

甲府市上町字天神１１２８番１から１１２８番７まで 

以上７筆 

２ 公共施設の種類、位置 

公共施設の種類  道路 

位 置 及 び 区 域  別添図のとおり 

  （開発登録簿及び土地利用計画図は甲府市まちづくり部まち整備室都市計画課 

   に備え置いて縦覧に供する。）  

３ 開発許可を受けた者の住所及び氏名  

   東京都台東区東上野四丁目２７番３号 

   東京セキスイハイム株式会社 

代表取締役 岡 田 雅 一 
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甲府市告示第５４３号  

 

 次の国民健康保険料に係る書類は、その送達を受けるべき者の住所（居所）に郵

送したが返送されたので調査を行ったが、なお不明のため国民健康保険法（昭和

３３年法律第１９２号）第７８条において準用する地方税法（昭和２５年法律第  

２２６号）第２０条の２の規定により公示する。  

 なお、当該書類は本職において保管し、送達を受けるべき者が請求したときはい

つでも交付する。 

 

令和元年９月１０日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

 

 

１ 書類名         平成３１年度甲府市国民健康保険料納入通知書 

              兼決定通知書 

              平成３１年度甲府市国民健康保険料納入通知書 

              兼更正通知書 

              平成３０年度甲府市国民健康保険料納入通知書 

              兼更正通知書 

２ 送達を受けるべき者   別紙のとおり 

３ 保管場所        甲府市役所市民部市民総室国民健康保険課  
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甲府市告示第５４４号  

 

 計量法（平成４年法律第５１号）第１９条第１項の規定に基づき、千代田地区、

能泉地区、宮本地区、北新地区、相川地区、千塚地区、羽黒地区、新田地区、池田

地区、貢川地区、石田地区、国母地区の令和元年度特定計量器定期検査を次のとお

り実施するので、計量法第２１条第２項の規定により公告する。 

 

令和元年９月１１日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 検査日程 

検査月日 受付時間 検査場所 対象地区 

１０月１７日（木） 
午前１０時から正午 

午後１時から３時 
北中学校 

千代田地区 

能泉地区 

宮本地区 

北新地区 

相川地区 

千塚地区 

羽黒地区 

１０月１８日（金） 
午前１０時から正午 

午後１時から３時 
新田小学校 

新田地区 

池田地区 

貢川地区 

石田地区 

１０月２４日（木） 
午前１０時から正午 

午後１時から３時 

地方卸売市場 

管理事務所 
国母地区 

２ 検査対象特定計量器 質量計 
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甲府市告示第５４５号 

 

別紙の者は、住民基本台帳法施行令（昭和４２年政令第２９２号）第１２条第１

項の規定に基づき、住民票を消除したので、同条第４項の規定により公示す 

る。 

 

  令和元年９月１１日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 
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甲府市告示第５４６号  

 

 甲府市介護予防・日常生活支援総合事業指定事業者の指定等に関する要綱第３の

規定に基づき指定介護予防通所介護相当サービス事業者として次の者を指定したの

で、同要綱第１０の規定により公示する。 

 

令和元年９月１１日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 介護保険事業所番号    １９７０９００３２８ 

２ 事 業 所 の 名 称   デイサービスリハビリテーションこんね藤井  

３ 事 業 所 の 所 在 地   韮崎市藤井町駒井２６５８－１ 

４ 当該事業所の申請者      韮崎市藤井町駒井２６５８－１ 

              株式会社 Ｃｏｎｎｅ 

代表取締役 宮 尾 一 久 

５ サ ー ビ ス の 種 類   介護予防・日常生活支援総合事業 

（介護予防通所介護相当サービス） 

６ 指 定 年 月 日      令和元年９月７日 
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甲府市告示第５４７号  

 

甲府市契約規則（昭和５０年１２月規則第６６号）第５条の規定により、次の

１件の一般競争入札を執行する。  

 

令和元年９月１１日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 入札対象業務 

（１）入札番号     （業務委託）第７１２号 

（２）業務名称     市営団地住宅用火災警報器取替業務委託 

（３）履行期間     契約締結日から令和２年３月１３日まで 

（４）履行場所     仕様書等による 

（５）業務内容     仕様書等による 

（６）予定価格     公表しない 

（７）最低制限価格   設けない 

２ 入札参加資格 

甲府市における入札参加資格の認定を受けている者で、次の条件をすべて満た

す者 

（１）甲府市内に本店、本社又は営業所を有する者であること。  

（２）甲府市における物品供給競争入札参加資格の認定において、業種が「ポン 

プ・防災用品・消火器」で登録されている者であること。  

（３）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当

していない者であること。 

（４）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）でないこと。

また、法人においては、その役員が暴力団員でないこと。  

（５）この公告の日から入札の日までの間に「甲府市物品供給（入札等）制度要 

綱」及び「甲府市建設工事等請負契約に係る指名停止等措置要綱」に基づく指  

名停止を受けている日が含まれている者でないこと。  

（６）入札の日以前６か月以内に手形又は小切手の不渡りを出した者でないこと。

また、不渡りによる取引停止処分を受けた場合は、処分を受けた日から２年を

経過していること。 

（７）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立又は

民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく民事再生手続開始の申立が

なされている者（更生手続開始又は民事再生手続開始の決定を受けた後、競争

入札参加資格の再認定を受けた者を除く。）でないこと。 

（８）市税の滞納がない者であること。  

３ 仕様書等の配付期間、配付場所、配付方法及び参加申請の受付等  
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（１）配付期間 令和元年９月１１日（水）～令和元年９月２５日（水） 

（この期間内の土曜日、日曜日、祝日を除く。） 

午前９時００分～午後５時００分 

令和元年９月２５日（水）については、午後３時００分まで  

（２）配付場所 甲府市まちづくり部まちづくり総室総務課 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 甲府市役所本庁舎８階 

電話０５５－２３７－５７９７ 

（３）配付方法 直接配付とし、郵送又は電送は行わない。ただし、甲府市ホーム

ページ（事業者向け情報 入札・契約／入札情報）から情報を入

手する場合は、この限りでない。 

（４）申請書等の受付期間及び場所  

ア 期間 令和元年９月１１日（水）～令和元年９月２５日（水） 

（この期間内の土曜日、日曜日、祝日を除く。） 

午前９時００分～午後５時００分 

令和元年９月２５日（水）については、午後３時００分まで  

イ 場所 甲府市まちづくり部まちづくり総室総務課 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 甲府市役所本庁舎８階 

電話０５５－２３７－５７９７ 

４ 入札及び開札の日時及び場所 

（１）日 時 令和元年１０月７日（月） 午前１１時００分 

（２）場 所 甲府市役所本庁舎８階 会議室８－１ 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 

ただし、入札場所等については変更する場合がある。  

５ 入札方法 

落札者の決定にあたっては、入札書に記載された金額に当該金額の１０／ 

１００に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるとき 

は、その端数金額を切り捨てた金額。）をもって落札価格とするので、入札者

は、消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もっ

た金額の１００／１１０に相当する金額を入札書に記載すること。  

６ 入札の無効 

この公告に示した入札参加資格のない者の行った入札、申請書又は資料に虚偽

の記載をした者の行った入札及び入札に関する条件に違反した入札は無効とする。  

なお、入札参加資格の確認を受けた者であっても、入札時において２に掲げる

いずれかの要件を満たさなくなった者の行った入札は無効とする。  

７ 落札者の決定方法 

甲府市契約規則第１２条第１項の規定により定められた予定価格の制限の範囲

内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。  

８ その他 

（１）入札保証金：免除 

（２）契約保証金：（契約金額の１０／１００）：納付  
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ただし、甲府市契約規則第３４条第１項第３号に規定する、過去２年の間に国

（公社、公団を含む。）又は地方公共団体と種類及び規模をほぼ同じくする契

約を数回以上にわたって締結し、これらをすべて誠実に履行し、かつ、契約を

履行しないこととなるおそれがないと認められる場合は免除する。  

（３）契約書作成の要否：要 

（４）仕様説明会は行わない。  

（５）その他公告にない事項については、入札説明書、甲府市契約規則による。 
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甲府市告示第５４８号 

 

動物の愛護及び管理に関する法律第３５条第３項の規定に基づき次の犬又は猫の

引取りを行ったので、甲府市動物の愛護及び管理に関する条例第１５条第４項の規

定により告示する。 

この犬又は猫の所有者は、令和元年９月１７日までに、引き取る旨の連絡を甲府

市健康支援センターにすること。 

なお、この期日までに引き取る旨の連絡を行わなかった場合は、この犬又は猫は

処分する。 

 

  令和元年９月１１日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 拾得場所：甲府市後屋町地内 

２ 犬又は猫の別：猫（２匹） 

３ 種類：雑種 

４ 性別：オス（１匹）、メス（１匹）  

５ 毛の色：白 

６ その他の特徴：１ヶ月半くらい、首輪をしていない  

 

 

 

 

 

【連絡先】甲府市健康支援センター 生活衛生薬務課 

     電話：０５５－２３７－２５５０  
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甲府市告示第５４９号 

 

次の市税にかかわる書類は、その送達を受けるべき者の住所（居所）が明らかで

なく、調査を行ったがなお不明のため、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第

２０条の２の規定により公示する。 

なお、当該書類は本職において保管し、送達を受けるべき者が請求したときはい

つでも交付する。 

 

  令和元年９月１２日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名        平成３１年度市民税・県民税 税額決定兼納税通知書 

２ 送達を受けるべき者  別紙のとおり 

３ 保管場所       甲府市市民部課税管理室市民税課 
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                          甲府市告示第５５０号  

 

 次の市税にかかわる書類は、その送達を受けるべき者の住所（居所）に郵送した  

が返送されたので、調査を行ったがなお不明のため地方税法（昭和２５年法律第  

２２６号）第２０条の２の規定により公示する。 

 なお、当該書類は本職において保管し、送達を受けるべき者が請求したときは、 

いつでも交付する。 

 

  令和元年９月１２日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名        差押調書謄本 市民発第２２８９７号 

２ 送達を受けるべき者  （省略） 

３ 保管場所       甲府市市民部収納管理室滞納整理課 
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                          甲府市告示第５５１号  

 

 農業経営基盤強化促進法（昭和５５年法律第６５号）第１８条第１項の規定によ

り農用地利用集積計画を定めたので、同法第１９条の規定により公告する。  

 なお、次のとおり閲覧に供する。  

 

  令和元年９月１２日 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 農用地利用集積計画の閲覧場所  

   甲府市丸の内一丁目１８番１号 

   甲府市産業部農林振興室農政課 

２ 農用地利用集積計画の閲覧期間  

   告示の日から２週間 
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                          甲府市告示第５５２号  

 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第１項の規定により、都市計

画を変更するので、同条第２項において準用する同法第１７条第１項の規定により、

次のとおり公告し、当該都市計画の変更案を公衆の縦覧に供する。 

 なお、当該都市計画の変更案について、縦覧期間満了の日までに甲府市に意見書

を提出することができる。 

 

  令和元年９月１３日 

                 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 都市計画の種類  甲府都市計画公園 ７・４・１号舞鶴城公園の変更  

２ 都市計画の変更に  縦覧に供する図書に明示する部分 

  係る土地の区域 

３ 縦 覧 場 所  甲府市 まちづくり部 まち整備室 都市計画課 

甲府市丸の内一丁目１８番１号甲府市役所本庁舎７階 

４ 縦 覧 期 間  令和 元年 ９月１３日から 

令和 元年 ９月２７日まで 

            ただし縦覧場所の開所時間は、土・日曜日・祝日を除く 

午前８時３０分から午後５時１５分までとする。  

５ 意見書の提出先  甲府市 まちづくり部 まち整備室 都市計画課 

６ 意見書の提出方法  直接持参又は郵送 

７ 意見書の提出期限  令和 元年 ９月２７日 午後５時１５分 

８ 都市計画案の概要  案の概要については省略し、甲府市まちづくり部まち整

備室都市計画課において縦覧に供する。  
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                          甲府市告示第５５３号  

 

 次の差押に係る書類は、その送達を受けるべき者の住所（居所）に郵送したとこ

ろ返送されたので、調査を行ったがなお不明のため、国税徴収法（昭和３４年４月

２０日法律 第１４７号）第５４条の規定により公示する。 

 なお、当該書類は本職において保管し、送達を受けるべき者が請求したときは、

いつでも交付する。 

 

令和元年９月１７日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書 類 名   充当通知書 

２ 発 送 日   令和元年９月４日 

３ 返 戻 日   令和元年９月９日 

４ 通 知 者   （省略） 

５ 保管場所   甲府市丸の内１丁目１８番１号 

甲府市市民部市民総室国民健康保険課 
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                          甲府市告示第５５４号 

 

 次の介護保険料にかかわる書類は、その送達を受けるべき者の住所に郵送したが

返送されたので、調査を行ったがなお不明のため介護保険法（平成９年法律第 

１２３号）第１４３条において準用する地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第

２０条の２の規定により公示する。 

 なお、当該書類は本職において保管し、送達を受けるべき者が請求したときはい

つでも交付する。 

 

  令和元年９月１７日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名        

平成３０年度（平成３０年度分）介護保険料第１期分督促状 

平成３１年度（平成３０年度分）介護保険料第１期分督促状 

平成３１年度（平成３１年度分）介護保険料第１期分督促状 

２ 送達を受けるべき者 別紙のとおり 

３ 保管場所      甲府市市民部収納管理室収納課 
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                          甲府市告示第５５５号  

 

 次の差押にかかわる書類は、その送達を受けるべき者の住所（居所）に郵送した 

ところ返送されたので、調査を行ったがなお不明のため、地方税法（昭和２５年７ 

月３１日法律第２２６号）第２０条の２規定により公示する。 

 なお、当該書類は本職において保管し、送達を受けるべき者が請求したときは、 

いつでも交付する。 

 

  令和元年９月１８日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名        差押調書謄本 福発第３２０２号 

２ 送達を受けるべき者  （省略） 

３ 保管場所       甲府市福祉保健部長寿支援室介護保険課 
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甲府市告示第５５６号 

 

動物の愛護及び管理に関する法律第３６条第２項の規定に基づき次の犬、猫等の

収容を行ったので、甲府市動物の愛護及び管理に関する条例第１７条の規定により

告示する。 

この犬、猫等の所有者は、令和元年９月２５日までに、引き取る旨の連絡を甲府

市健康支援センターにすること。 

なお、この期日までに引き取る旨の連絡を行わなかった場合は、この犬、猫等は

処分する。 

 

  令和元年９月１８日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 収容場所：甲府市富竹３丁目地内 

２ 動物種：猫 

３ 種類：雑種 

４ 性別：メス 

５ 毛の色：薄い黒 

６ その他の特徴：２～３ヶ月齢、首輪無し 

 

 

 

 

 

【連絡先】甲府市健康支援センター 生活衛生薬務課 

     電話：０５５－２３７－２５５０  
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                          甲府市告示第５３７号  

 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第１項の許可に係る次の開発

行為に関する工事が完了したので、同法第３６条第３項の規定により公告する｡  

                                      

  令和元年９月１８日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 開発区域に含まれる地域の名称  

甲府市川田町字起田２１番１ 

以上１筆 

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名  

   東京都三鷹市新川３丁目１０番１３号 

   小 佐 野 友 三 郎 
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甲府市告示第５５８号  

 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定により､次のとおり道

路の区域を変更する。その関係図面は､まちづくり部まち保全室道路河川課におい

て、この告示の日から令和元年１０月２日まで一般の縦覧に供する。 

 

  令和元年９月１９日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 道路の種類  市道 

２ 路線番号   １３０８ 

３ 路線名    中上今井線 

４ 道路の区域 

旧新

の別 
区間 

幅員 

（メートル） 

延長 

（メートル） 

旧 
甲府市下鍛冶屋町字内ク祢９５４番４地先から 

甲府市下鍛冶屋町字内ク祢９５４番４地先まで 

１１５．１～ 

 １３１．０ 
１２．７ 

新 
甲府市下鍛冶屋町字内ク祢９５４番４地先から 

甲府市下鍛冶屋町字内ク祢９５４番４地先まで 

４２．１～ 

  ４８．９ 
１２．７ 
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甲府市告示第５５９号  

 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定により ､ 次のとおり 

道路の供用を開始する。その関係図面は ､ まちづくり部まち保全室道路河川課にお

いて、この告示の日から令和元年１０月２日まで一般の縦覧に供する。 

 

  令和元年９月１９日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

道路の

種類 

路 線 名 区   間 延 長 

( メートル )  

供用開始の 

年月日 

市 道 中上今井線 甲府市下鍛冶屋町字内ク祢

９５４番４地先から 

甲府市下鍛冶屋町字内ク祢

９５４番４地先まで 

１２．７ 令和元年 

９月１９日 
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甲府市告示第５６０号  

 

地方自治法第２１９条第２項の規定により、令和元年９月市議会定例会において

議決を経た補正予算を、別紙のとおり公表する。 

 

令和元年９月１９日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 令和元年度甲府市一般会計補正予算（第２号） 

２ 令和元年度甲府市介護保険事業特別会計補正予算（第２号） 

３ 令和元年度甲府市下水道事業会計補正予算（第１号） 

 

 

 

 

 

     令和元年９月１９日 原案可決 
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甲府市告示第５６１号  

 

 次の国民健康保険被保険者証は、回収できないため、甲府市国民健康保険条例施

行規則（昭和３５年１１月規則第５２号）第１３条の規定により無効である旨を告

示する。 

 

  令和元年９月２０日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名    国民健康保険被保険者証 

２ 世帯主住所、被保険者氏名及び記号番号    別紙のとおり 
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                          甲府市告示第５６２号  

 

甲府農業振興地域整備計画を変更したので、農業振興地域の整備に関する法律

（昭和４４年法律第５８号）第１３条第４項において準用する同法第１２条第１項

の規定により公告し、同条第２項の規定により当該農業振興地域整備計画書を次に

より縦覧に供する。 

 

  令和元年９月２４日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 縦覧場所 

   甲府市丸の内一丁目１８番１号 

   甲府市産業部農林振興室農政課 
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甲府市告示第５６３号 

 

動物の愛護及び管理に関する法律第３６条第２項の規定に基づき次の犬、猫等の

収容を行ったので、甲府市動物の愛護及び管理に関する条例第１７条の規定により

告示する。 

この犬、猫等の所有者は、令和元年１０月１日までに、引き取る旨の連絡を甲府

市健康支援センターにすること。 

なお、この期日までに引き取る旨の連絡を行わなかった場合は、この犬、猫等は

処分する。 

 

  令和元年９月２４日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 収容場所：甲府市貢川本町地内 

２ 動物種：猫 

３ 種類：雑種 

４ 性別：オス 

５ 毛の色：茶トラ 

６ その他の特徴：成猫、首輪無し、中型 

 

 

 

 

 

【連絡先】甲府市健康支援センター 生活衛生薬務課 

     電話：０５５－２３７－２５５０  
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                          甲府市告示第５６４号  

  

甲府市契約規則（昭和５０年１２月規則第６６号）第５条の規定に基づき、次の 

１件の一般競争入札を執行する。 

なお、対象工事は、価格と価格以外の要素とを総合的に評価して落札者を決定す 

る総合評価落札方式の工事である。 

 

  令和元年９月２５日 

                  

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

一般競争入札（総合評価落札方式）公告個別事項 

入札番号 合併（土木）１２号 

工事名 

①Ｈ３１都市計画道路 和戸町竜王線築造工事（中央四丁目 

工区） 

②（街路－１）配水管布設替工事 

③下水道管工事（Ｒ１Ｄ－１） 

工事場所 甲府市中央四丁目地内 

工事概要 １ 工事内容 

① 

・施工延長 

Ｌ＝１００．０ｍ（計画幅員Ｗ＝２２.０ｍ） 

・地盤改良工     Ａ＝２４０．０㎥ 

・自由勾配側溝    Ｌ＝ ８０．４ｍ 

・集水桝       Ｎ＝８箇所 

・アスファルト舗装工 Ａ＝８１６．０㎡ 

・透水性舗装工    Ａ＝８７８．０㎡ 

・電線共同溝工    Ｌ＝ ２０．８ｍ 

・付帯工       １式 

② 

・ＤＩＰ．ＮＳ（φ４００）   １．５ｍ 

・ＤＩＰ．ＧＸ（φ２５０）  ５２．５ｍ 

・ＤＩＰ．ＧＸ（φ１００）   ３．５ｍ 

・ＤＩＰ．Ｋ （φ２５０）  １８．０ｍ 

・ＤＩＰ．Ｋ （φ１００）   １．５ｍ 

・仕切弁．ＧＸ（φ２５０）     ７基 

・仕切弁．Ｆ （φ２５０）     １基 

・泥吐弁．ＧＸ（φ ７５）     ２基 

・不断水簡易仕切弁（φ２５０）   ２基 

・空気弁   （φ２０）      ２基 

③ 

・リブ付き塩ビ管布設工（φ４００ｍｍ） 

 Ｌ＝２６.３ｍ 
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・鉄筋コンクリート管布設工（φ６００ｍｍ） 

 Ｌ＝ ２.４ｍ 

・人孔設置工（２号 雨水） 

 １箇所 

・小口径公設桝取付管撤去工（φ１５０） 

１箇所 

・小口径公設桝取付管取替工（φ１５０） 

１箇所 

・区画線工 １式 

・付帯工  １式 

 

２ 工期 令和２年３月３０日まで 

３ 
予定価格 

（税込み） 

９２，６４２，０００円 

（消費税相当額１０％で積算） 

４ 
分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化等の 

実施義務 
適用 

入札参加資 

格 

１ 本店所在地 甲府市内 

２ 競争入札参加資格 
土木一式 Ａ 

特定建設業の許可 

３ 同種工事施工実績 

道路工事等若しくは道路工事等と配水 

管布設替工事等又は下水道管工事等の 

合併工事。 

ただし、１件の工事請負額が、 

４，６００万円以上の実績に限る。 

元請として平成１６年４月１日以降に 

完成、引き渡し済みの工事。 

なお、共同企業体の構成員としての実 

績は、出資比率が２０％以上の場合の 

ものに限る。 

４ 配置予定技術者の資格 

入札説明書に記載 

（本案件に対し、技術者の工事実績 

は求めません。） 

総合評価に 

関する事項 

１ 総合評価方式の種類 特別簡易型Ⅱ 

２ 加算点の満点 １０ 

３ 評価の基準 
総合評価入札技術等審査確認資料作成 

要領による 

日程 

１ 
入札説明書等配付開始 

日 
令和元年９月２５日 

２ 
入札説明書等配付締切 

日 
令和元年１０月４日 
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３ 申請書受付開始日 令和元年９月２５日 

４ 申請書受付締切日 
令和元年１０月４日 

午後３時まで 

５ 
入札参加資格確認結果 

通知日 
令和元年１０月１０日 

６ 設計図書配付開始日 令和元年９月２５日 

７ 設計図書配付締切日 令和元年１０月１１日 

８ 
設計図書に関する質問 

開始日 
令和元年９月２５日 

９ 
設計図書に関する質問 

締切日 
令和元年１０月１１日 

10 入札日時 
令和元年１０月２１日 

午前９時００分 

11 
価格以外の評価点公表 

日 
令和元年１０月２８日 

12 開札日時 
令和元年１０月３１日 

午前１０時００分 

13 落札者決定日 令和元年１１月１日 

提出書類 

１ 参加申請時 入札説明書に記載 

２ 入札時 
入札参加資格確認通知書 

工事費内訳書 

３ 開札時 配置予定技術者の開札時の状況 

入札参加資 

格に対する 

説明 

１ 質問 
令和元年１０月１７日 

午後５時まで 

２ 回答 令和元年１０月１８日 

価格以外の 

評価に関す 

る照会 

１ 質問 令和元年１０月２９日まで 

２ 回答 令和元年１０月３０日 

価格以外の評価 

を修正した場合 
公表 令和元年１０月３０日 

入札の無効 

入札参加資格のない者の行った入札 

申請書又は資料に虚偽の記載をした者の行った入札 

入札に関する条件に違反した入札 

入札参加資格の要件を満たさなくなった者の行った入札 

入札保証金 免除 
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契約保証金 

契約金額の１０／１００ 納付 

ただし、有価証券の提供又は金融機関若しくは保証事業会社の 

保証をもって契約保証金の納付に代えることができる。また、 

公共工事履行保証証券による保証又は履行保証保険契約締結に 

よる保証を行った場合は、契約保証金を免除する。 

低入札価格調査 

制度 

適用「甲府市低入札価格調査実施要綱（平成３１年４月１日改

正）」 

支払条件 

前金払 請求できる 

中間前金払 
請求できる（ただし、部分払いとの選 

択制とする。） 

部分払 請求できる 

問い合わせ先 

甲府市総務部契約管財室契約課 

〒４００－８５８５ 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 

電話０５５－２３７－５１２４ 
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                          甲府市告示第５６５号  

  

甲府市契約規則（昭和５０年１２月規則第６６号）第５条の規定に基づき、次の 

１件の一般競争入札を執行する。 

 

  令和元年９月２５日 

                  

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

一般競争入札 公告個別事項 

入札番号 （土木）１４６号 

工事名 側溝改良工事（３１－５） 

工事場所 甲府市国母八丁目地内 

工事概要 

１ 工事内容 

・施工延長  Ｌ＝７０.９ｍ 

・側溝工（１０００型・標準部） 

       Ｌ＝６３.９０ｍ 

・側溝工（１０００型・点検口部） 

       Ｌ＝ ７.００ｍ 

・舗装工   Ａ＝９６.００㎡ 

・区画線工  １式 

２ 工期 令和２年２月１４日まで 

３ 
予定価格 

（税込み） 

１５，１５８，０００円 

（消費税相当額１０％で積算） 

４ 
分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化等の 

実施義務 
適用 

入札参加資 

格 

１ 本店所在地 甲府市内 

２ 競争入札参加資格 土木一式 Ｂ又はＣ 

３ 同種工事施工実績 

道路改良工事等。 

ただし、１件の工事請負額が、 

７００万円以上の実績に限る。 

元請として平成１６年４月１日以降 

に完成、引き渡し済みの工事。 

なお、共同企業体の構成員としての 

実績は、出資比率が２０％以上の場 

合のものに限る。 

４ 配置予定技術者の資格 

入札説明書に記載 

（本案件に対し、技術者の工事実績 

は求めません。） 

日程 １ 入札説明書等配付開始日 令和元年９月２５日 
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２ 入札説明書等配付締切日 令和元年１０月４日 

３ 申請書受付開始日 令和元年９月２５日 

４ 申請書受付締切日 
令和元年１０月４日 

午後３時まで 

５ 
入札参加資格確認結果 

通知日 
令和元年１０月１０日 

６ 設計図書配付開始日 令和元年９月２５日 

７ 設計図書配付締切日 令和元年１０月１１日 

８ 
設計図書に関する質問 

開始日 
令和元年９月２５日 

９ 
設計図書に関する質問 

締切日 
令和元年１０月１１日 

10 入札及び開札日時 
令和元年１０月２１日 

午前９時２０分 

提出書類 

１ 参加申請時 入札説明書に記載 

２ 入札時 
入札参加資格確認通知書 

工事費内訳書 

入札参加資 

格に対する 

説明 

１ 質問 
令和元年１０月１７日 

午後５時まで 

２ 回答 令和元年１０月１８日 

入札の無効 

入札参加資格のない者の行った入札 

申請書又は資料に虚偽の記載をした者の行った入札 

入札に関する条件に違反した入札 

入札参加資格の要件を満たさなくなった者の行った入札 

入札保証金 免除 

契約保証金 

契約金額の１０/１００納付 

ただし、有価証券の提供又は金融機関若しくは保証事業会社の 

保証をもって契約保証金の納付に代えることができる。また、 

公共工事履行保証証券による保証又は履行保証保険契約締結に 

よる保証を行った場合は、契約保証金を免除する。 

低入札価格調査 

制度 

適用「甲府市低入札価格調査実施要綱（平成３１年４月１日改

正）」 

支払条件 
前金払 請求できる 

中間前金払 請求できる 
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問い合わせ先 

甲府市総務部契約管財室契約課 

〒４００－８５８５ 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 

電話０５５－２３７－５１２４ 
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                          甲府市告示第５６６号  

  

甲府市契約規則（昭和５０年１２月規則第６６号）第５条の規定に基づき、次の 

１件の一般競争入札を執行する。 

 

  令和元年９月２５日 

                  

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

一般競争入札 公告個別事項 

入札番号 （とび）１４８号 

工事名 交通安全施設整備工事（３１－３） 

工事場所 甲府市伊勢四丁目地内 

工事概要 

１ 工事内容 

・施工延長    Ｌ＝１０３ . ０ｍ 

・防護柵工    Ｌ＝１０１ . ０ｍ 

・防護柵基礎工  Ｌ＝１０１ . ０ｍ 

・付帯工     １式 

２ 工期 令和２年３月１３日まで 

３ 
予定価格 

（税込み） 

１４，０２５，０００円 

（消費税相当額１０％で積算） 

４ 
分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化等の 

実施義務 
適用 

入札参加資 

格 

１ 本店所在地 甲府市内 

２ 競争入札参加資格 

とび 

直近の経営事項審査結果通知書の総 

合評定値（Ｐ）５４０点以上 

３ 同種工事施工実績 

道路防護柵等の設置工事。 

元請として平成１６年４月１日以降 

に完成、引き渡し済みの工事。 

なお、共同企業体の構成員としての 

実績は、出資比率が２０％以上の場 

合のものに限る。 

４ 配置予定技術者の資格 

入札説明書に記載 

（本案件に対し、技術者の工事実績 

は求めません。） 

日程 

1  入札説明書等配付開始日 令和元年９月２５日 

２ 入札説明書等配付締切日 令和元年１０月４日 

３ 申請書受付開始日 令和元年９月２５日 
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４ 申請書受付締切日 
令和元年１０月４日 

午後３時まで 

５ 
入札参加資格確認結果 

通知日 
令和元年１０月１０日 

６ 設計図書配付開始日 令和元年９月２５日 

７ 設計図書配付締切日 令和元年１０月１１日 

８ 
設計図書に関する質問 

開始日 
令和元年９月２５日 

９ 
設計図書に関する質問 

締切日 
令和元年１０月１１日 

10 入札及び開札日時 
令和元年１０月２１日 

午前９時３０分 

提出書類 

１ 参加申請時 入札説明書に記載 

２ 入札時 
入札参加資格確認通知書 

工事費内訳書 

入札参加資 

格に対する 

説明 

１ 質問 
令和元年１０月１７日 

午後５時まで 

２ 回答 令和元年１０月１８日 

入札の無効 

入札参加資格のない者の行った入札 

申請書又は資料に虚偽の記載をした者の行った入札 

入札に関する条件に違反した入札 

入札参加資格の要件を満たさなくなった者の行った入札 

入札保証金 免除 

契約保証金 

契約金額の１０ / １００納付 

ただし、有価証券の提供又は金融機関若しくは保証事業会社の 

保証をもって契約保証金の納付に代えることができる。また、 

公共工事履行保証証券による保証又は履行保証保険契約締結に 

よる保証を行った場合は、契約保証金を免除する。 

低入札価格調査 

制度 

適用「甲府市低入札価格調査実施要綱（平成３１年４月１日改

正）」 

支払条件 
前金払 請求できる 

中間前金払 請求できる 

問い合わせ先 

甲府市総務部契約管財室契約課 

〒４００－８５８５ 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 

電話０５５－２３７－５１２４ 
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                          甲府市告示第５６７号  

  

甲府市契約規則（昭和５０年１２月規則第６６号）第５条の規定に基づき、次の 

１件の一般競争入札を執行する。 

 

  令和元年９月２５日 

                  

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

一般競争入札 公告個別事項 

入札番号 （電気）１４９号 

工事名 定温倉庫高圧変電設備改修工事 

工事場所 甲府市国母六丁目５番１号 

工事概要 

１ 工事内容 

１ . 受変電設備工事 

（１）ＰＡＳ更新工事 

（２）キュービクル設置工事 

２ . 幹線設備工事 

３ . 撤去・復旧工事 

（１）フェンス工事 

（２）サッシュ工事 

２ 工期 令和２年３月１７日まで 

３ 
予定価格 

（税込み） 

２１，２６３，０００円 

（消費税相当額１０％で積算） 

４ 
分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化等の 

実施義務 
不適用 

入札参加資 

格 

１ 本店所在地 甲府市内 

２ 競争入札参加資格 電気 Ａ又はＢ 

３ 同種工事施工実績 

公共施設等の電気設備工事。 

ただし、１件の工事請負額が、 

１，０００万円以上の実績に限る。 

元請として平成１６年４月１日以降 

に完成、引き渡し済みの工事。 

なお、共同企業体の構成員としての 

実績は、出資比率が２０％以上の場 

合のものに限る。 

４ 配置予定技術者の資格 

入札説明書に記載 

（本案件に対し、技術者の工事実績 

は求めません。） 

日程 1  入札説明書等配付開始日 令和元年９月２５日 

- 166 -



２ 入札説明書等配付締切日 令和元年１０月４日 

３ 申請書受付開始日 令和元年９月２５日 

４ 申請書受付締切日 
令和元年１０月４日 

午後３時まで 

５ 
入札参加資格確認結果 

通知日 
令和元年１０月１０日 

６ 設計図書配付開始日 令和元年９月２５日 

７ 設計図書配付締切日 令和元年１０月１１日 

８ 
設計図書に関する質問 

開始日 
令和元年９月２５日 

９ 
設計図書に関する質問 

締切日 
令和元年１０月１１日 

10 入札及び開札日時 
令和元年１０月２１日 

午前９時４０分 

提出書類 

１ 参加申請時 入札説明書に記載 

２ 入札時 
入札参加資格確認通知書 

工事費内訳書 

入札参加資 

格に対する 

説明 

１ 質問 
令和元年１０月１７日 

午後５時まで 

２ 回答 令和元年１０月１８日 

入札の無効 

入札参加資格のない者の行った入札 

申請書又は資料に虚偽の記載をした者の行った入札 

入札に関する条件に違反した入札 

入札参加資格の要件を満たさなくなった者の行った入札 

入札保証金 免除 

契約保証金 

契約金額の１０ / １００納付 

ただし、有価証券の提供又は金融機関若しくは保証事業会社の 

保証をもって契約保証金の納付に代えることができる。また、 

公共工事履行保証証券による保証又は履行保証保険契約締結に 

よる保証を行った場合は、契約保証金を免除する。 

低入札価格調査 

制度 

適用「甲府市低入札価格調査実施要綱（平成３１年４月１日改

正）」 

支払条件 
前金払 請求できる 

中間前金払 請求できる 
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問い合わせ先 

甲府市総務部契約管財室契約課 

〒４００－８５８５ 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 

電話０５５－２３７－５１２４ 
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                                           甲府市告示第５６８号  

 

 公募型プロポーザル方式に係る手続開始の公告について、次のとおり参加表明書

及び企画提案書の提出を招請する。  

 

令和元年９月２５日 

                   

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 業務名 

    昇仙峡リバイバルプラン策定支援業務 

２ 業務概要 

本市を代表する観光地の一つである昇仙峡の再活性化を図るため、広く観光客

等の意見などを集約するための調査・分析を行うとともに、本市や地域の観光事

業者、関係団体等による「昇仙峡リバイバル会議」において協議された、昇仙峡

を取り巻く現状を踏まえた課題の整理や観光資源の更なる魅力向上、誘客等への

対応策を基に「昇仙峡リバイバルプラン」の策定支援を行う。 

３ 履行期間 

履行期間は、契約締結日から令和２年３月１３日（金）までとする。 

４ 参加資格要件 

このプロポーザルに参加できる者は、次の各号に掲げる要件を全て満たしてい

る者とする。 

（１）過去５年以内に国、地方公共団体において、本業務に類似する業務に関

する実績（本店、他の支店を含む。）を有していること。 

（２）税の滞納がない者であること。（所轄市区町村の法人住民税の未納がな

い者。個人事業主にあっては、個人住民税の未納がない者。） 

（３）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定の

いずれにも該当していない者であること。 

（４）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７

号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は

法人であって その役員が暴力団員でないこと。 

（５）告示日以降に、国及び地方公共団体から指名停止措置を受けていないこ

と。 

（６）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）又は民事再生法（平成１１年

法律第２２５号）に基づき更生手続き開始又は民事再生手続き開始の申立

てがなされている者でないこと。 

５ 手続等 

（１）「公募型プロポーザル実施要項」及び「仕様書」を本市ホームページに

て公表するので、適宜ダウンロードすること。 

（２）参加表明書等の提出方法、提出期間及び提出先については、公募型プロ

ポーザル実施要項を参照すること。 
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６ 連絡先 

甲府市 産業部 観光商工室 観光課（担当：中澤） 

〒400-8585 山梨県甲府市丸の内一丁目１８番１号 

ＴＥＬ  ０５５－２３７－５７０２ 

ＦＡＸ  ０５５－２２７－８０６５ 

電子メール sangkaka@city.kofu.lg.jp 
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                          甲府市告示第５６９号  

 

 次の差押にかかわる書類は、その送達を受けるべき者の住所（居所）に郵送した  

ところ返送されたので、調査を行ったがなお不明のため、国税徴収法（昭和３４年  

４月２０日法律第１４７号）第５４条の規定により公示する。  

 なお、当該書類は本職において保管し、送達を受けるべき者が請求したときは、 

いつでも交付する。 

 

  令和元年９月２６日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名        配当計算書 福発第３６１８号 

             充当通知書 福発第３６１９号 

２ 送達を受けるべき者  （省略） 

３ 保管場所       甲府市福祉保健部長寿支援室介護保険課 
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                          甲府市告示第５７０号  

 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第１項の許可に係る次の開発

行為に関する工事が完了したので、同法第３６条第３項の規定により公告する｡  

                                      

  令和元年９月２６日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 開発区域に含まれる地域の名称  

甲府市和戸町字藤塚４２３番６ 

以上１筆 

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名  

   甲府市南口町３番１５号 

   サザンコート８０２ 

中 村 久 子 
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                          甲府市告示第５７１号  

 

 次の市税にかかわる書類は、その送達を受けるべき者の住所（居所）に郵送した  

が返送されたので、調査を行ったがなお不明のため地方税法（昭和２５年法律第  

２２６号）第２０条の２の規定により公示する。 

 なお、当該書類は本職において保管し、送達を受けるべき者が請求したときは、 

いつでも交付する。 

 

  令和元年９月２６日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名        差押調書謄本 市民発第２１５３９号 

２ 送達を受けるべき者  （省略） 

３ 保管場所       甲府市市民部収納管理室滞納整理課 
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甲府市告示第５７２号 

 

動物の愛護及び管理に関する法律第３５条第３項の規定に基づき次の犬又は猫の

引取りを行ったので、甲府市動物の愛護及び管理に関する条例第１５条第４項の規

定により告示する。 

この犬又は猫の所有者は、令和元年１０月１日までに、引き取る旨の連絡を甲府

市健康支援センターにすること。 

なお、この期日までに引き取る旨の連絡を行わなかった場合は、この犬又は猫は

処分する。 

 

  令和元年９月２６日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 拾得場所：甲府市下帯那町地内 

２ 犬又は猫の別：犬 

３ 種類：雑 

４ 性別：オス 

５ 毛の色：黒虎 

６ その他の特徴：成犬、首輪をしていない、中型、半立耳 

 

 

 

 

 

【連絡先】甲府市健康支援センター 生活衛生薬務課 

     電話：０５５－２３７－２５５０  
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甲府市告示第５７３号  

 

次の市税にかかわる書類は、その送達を受けるべき者の住所（居所）に郵送した

が返送されたので、調査を行ったがなお不明のため地方税法（昭和２５年法律第  

２２６号）第２０条の２の規定により公示する。  

 なお、当該書類は本職において保管し、送達を受けるべき者が請求したときはい

つでも交付する。 

 

令和元年９月２７日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名        平成３０年度市県民税過年第４期督促状 

平成３０年度市県民税第１期督促状  

平成３０年度市県民税第２期督促状  

平成３０年度市県民税第３期督促状  

平成３０年度市県民税第４期督促状  

平成３０年度市県民税第５期督促状 

平成３１年度市県民税過年第１期督促状 

平成３１年度市県民税第１期督促状 

２ 送達を受けるべき者  別紙のとおり 

３ 保管場所       甲府市市民部収納管理室収納課  

 

- 175 -



甲府市告示第５７４号  

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３１条の２第６項の規定により指定

した指定代理納付者について、次のとおり変更があったため、甲府市財務規則（昭

和６２年１月規則第１号）第５１条第５項の規定により、告示する。 

 

令和元年９月２７日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 指定代理納付者の名称及び所在地  

ヤフー株式会社 東京都千代田区紀尾井町１番３号 

２ 指定代理納付者に納付させる歳入   

市民税・県民税（普通徴収）、固定資産税、軽自動車税、都市計画税、住宅

使用料、保育所に係る利用者負担額（保育料）、国民健康保険料、後期高齢者

医療保険料及び介護保険料 

ただし、納入義務者がインターネットを利用して納付するものに限る。 

３ 変更事項 

   指定代理納付者の名称 

   （１）変更前  ヤフー株式会社 

   （２）変更後  ＰａｙＰａｙ株式会社 

４ 変更年月日 

   令和元年９月３０日 
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甲府市告示第５７５号  

 

 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平 成 

１７年法律第１２３号）第２９条第１項に規定する指定障害福祉サービス事業者か

ら次のとおり事業の廃止の届出があったので、同法第５１条第２号の規定により公

示する。 

 

令和元年９月３０日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 事業者名     株式会社アンジュエトワル 

２ 事業者の所在地  神奈川県川崎市川崎区浜町二丁目６番５号 

３ 事業所名     ヘレーネケア甲府東事業所 

４ 事業所の所在地  甲府市横根町１１７１番地２ 

５ 事業の種類    居宅介護・重度訪問介護 

６ 指定事業所番号  １９１０１０１４２５ 

７ 廃止年月日    令和元年９月３０日 
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甲府市告示第５７６号 

 

 地方公務員法第５８条の２第３項の規定に基づき、平成３０年度の人事行政の運 

営状況を、甲府市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例第６条の規定によ  

り、別紙のとおり公表する。 

 

  令和元年９月３０日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 
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                          甲府市告示第５７７号 

 

 次の介護保険料にかかわる書類は、その送達を受けるべき者の住所（居所）に郵 

送したが返送されたので、調査を行ったがなお不明のため介護保険法（平成９年法 

律第１２３号）第１４３条において準用する地方税法（昭和２５年法律第２２６号）

第２０条の２の規定により公示する。  

 なお、当該書類は本職において保管し、送達を受けるべき者が請求したときは  

いつでも交付する。 

 

  令和元年９月３０日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名       介護保険料 過誤納還付・充当通知書 

２ 送達を受けるべき者 別紙のとおり 

３ 保管場所      甲府市市民部収納管理室収納課 
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                         甲府市告示第５７８号  

 

次の市税にかかわる書類は、その送達を受けるべき者の住所に郵送したが返送さ

れたので、調査を行ったがなお不明のため地方税法（昭和２５年法律第２２６号）

第２０条の２の規定により公示する。  

 なお、当該書類は本職において保管し、送達を受けるべき者が請求したときはい

つでも交付する。 

 

令和元年９月３０日 

 

                 甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ 書類名        平成３１年度軽自動車税督促状 

２ 送達を受けるべき者  別紙のとおり 

３ 保管場所       甲府市市民部収納管理室収納課  
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甲府市告示第５７９号  

 

子ども・子育て支援法第３０条の１１第１項の規定に基づく特定子ども・子育て

支援施設等として次の者を確認したので、同法第５８条の１１第１項の規定により

公示する。 

 

令和元年９月３０日 

 

甲府市長 樋 口 雄 一 

 

１ サービスの種類     別紙のとおり 

２ 事業所の名称      別紙のとおり 

３ 事業所の所在地      別紙のとおり 

４ 当該事業所の設置者      別紙のとおり 

５ 確認年月日          令和元年９月２５日 
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教育委員会  

  

甲府市私立幼稚園就園奨励費補助金交付規則の一部を改正する規則をここに公布

する。 

  令和元年９月２７日 

 

 

甲府市教育委員会 

教育長 小 林  仁 

 

 

甲府市教育委員会規則第８号 

   甲府市私立幼稚園就園奨励費補助金交付規則の一部を改正する規則 

 甲府市私立幼稚園就園奨励費補助金交付規則（平成１３年６月教委規則第８号）

の一部を次のように改正する。 

附則に次の１項を加える。 

５ 令和元年度の補助金の対象期間は、平成３１年４月から令和元年９月ま 

で（以下「前期分」という。）とする。この場合において、別表第１に掲げる補

助限度額については、当該補助限度額の各階層にそれぞれ２分の１を乗じて得た

金額とする。 

 別表第１の備考第４項及び第５項を次のように改める。 

４ 途中入退園及び休園により、保育料が登園期間に応じて支払われている場合の 

 補助限度額は、次の算式により減額して適用する。 

  上記の単価×前期分の保育料の支払い月数÷１２（百円未満を四捨五入） 

５ 保護者が実際に支払った入園料及び保育料の合計額が補助限度額を下回る場合 

 は、当該支払額を限度とする。この場合において入園料及び保育料について 

 は、次の算式により補助限度額と比較の上、補助額を決定する。 

⑴ 入園料について 

  入園料×前期分の保育料の支払い月数÷年間在籍月数（百円未満を四捨五入） 
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⑵ 保育料について 

保育料×前期分の保育料の支払い月数 

 

   附 則 

 この規則は、公布の日から施行し、改正後の甲府市私立幼稚園就園奨励費補助金

交付規則の規定は、平成３１年４月１日から適用する。  
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甲府市総合市民会館条例施行規則（平成２年９月教委規則第１１号）の一部を改

正する規則をここに公布する。 

  令和元年９月２７日 

 

 

                 甲府市教育委員会 

教育長 小 林  仁 

 

 

甲府市教育委員会規則第９号 

甲府市総合市民会館条例施行規則の一部を改正する規則 

甲府市総合市民会館条例施行規則（平成２年９月教委規則第１１号）の一部を次

のように改正する。 

別表を次のように改める。 

別表（第７条関係） 

設備器具利用料金  

分類 品名 単位 利用料金 

舞台設

備 

音響反射板 1式 8,240円 

所作台（鳥屋囲を含む。） 1式 12,100円 

平台 1台 100円 

山台 1台 220円 

めくり台 1台 100円 

演台（花台を含む。） 1式 1,200円 

司会者台 1台 540円 

指揮者台 1台 100円 

指揮者譜面台 1個 100円 

譜面台 1個 100円 

屏風 1双 2,420円 

松羽目 1式 2,420円 
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緋毛せん 1枚 320円 

舞踏用シート 1式 7,140円 

地ガスリ 1枚 3,300円 

紗幕 1枚 3,300円 

高座用座布団 1枚 320円 

照明設

備 

調光機設備 1式 3,300円 

反射板ライト 1列 980円 

ボーダーライト 1列 980円 

フットライト 1式 1,200円 

アッパーホリゾントライト 1式 2,200円 

ロアーホリゾントライト 1式 2,200円 

サスペンションライト 1列 2,960円 

トーメンタルライト 1台 220円 

フロントサイドライト 1列 660円 

シーリングライト 1式 4,400円 

ピンスポットライト 1台 2,200円 

可動スポットライト 

1.5キロワット 1台 320円 

1キロワット 1台 220円 

0.5キロワット 1台 100円 

ストリップライト 1台 220円 

効果用照明器具 1台 1,320円 

音響設

備 

拡声基本設備 1式 3,300円 

コンデンサーマイクロホン 1本 540円 

ダイナミックマイクロホン 1本 320円 

ワイヤレスマイクロホン 1本 1,760円 

三点吊マイク装置 1式 2,420円 

効果用スピーカー 1台 540円 

ステレオオーディオレコーダー（ＣＤ/ＳＤ/ＵＳＢ） １台 1,760円 

ＣＤ/ＭＤ デッキ １台 1,760円 
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カセットテープデッキ １台 1,760円 

効果用音響器具 1台 1,200円 

ダイレクトボックス 1台 320円 

映写設

備 

映写機（16ミリメートル） 1式 5,940円 

移動式映写機（16ミリメートル） 1台 1,760円 

液晶プロジェクター 1台 1,760円 

ＤＶＤプレーヤー 1式 1,760円 

映写スクリーン 1式 1,200円 

移動用スクリーン 1式 540円 

楽器 フルコンサートピアノ（外国製） 1台 12,100円 

フルコンサートピアノ（日本製） 1台 4,840円 

セミコンサートピアノ（日本製） 1台 2,420円 

アップライトピアノ 1台 1,200円 

大太鼓 1式 1,100円 

その他 

持込器具使用

電源 

1キロワット未満 1口 100円 

1キロワット以上2キロワット未満 1口 220円 

2キロワット以上で1キロワット増

すごとに 
1口 320円 

電動椅子 1式 6,600円 

仮設舞台 1式 11,000円 

附 則 

１ この規則は、令和元年１０月１日から施行する。 

２ この規則の規定による改正後の別表の規定は、施行日以後に行う利用の許可に

係る利用料金について適用し、施行日前に行った利用の許可に係る利用料につい

ては、なお従前の例による。 

 

 

- 186 -



甲府市教育委員会告示第２６号 

 

 公募型プロポーザル方式に係る手続き開始の公告について、次のとおり参加表明

書及び企画提案書の提出を招請します。  

   

令和元年９月２日 

  

                 甲府市教育委員会 

                 教育長 小 林  仁 

 

１ 業務名 

  甲府市立小学校給食調理・配送業務委託（貢川、甲運、大里、池田・新田、北 

新・千代田小学校） 

２ 業務概要 

  甲府市教育委員会では、食育の観点、学校給食の質や安全性、行政運営の効率  

性などを総合的に検討した結果、民間のノウハウや専門性、柔軟性が期待でき、  

よりよい学校給食を実現するため平成２２年度から給食調理業務の委託化を年次  

的に実施している。 

この事業の実施にあたって、民間の豊富な技術・ノウハウを背景に、従来の

行政運営手法を超えた、新しいより優れた給食業務運営における提案により、今

以上に安全、安心で、児童に喜ばれる給食を提供するため、今回の受託事業者選

考にあたっても引き続き、公募型企画提案方式によるプロポーザルを実施する。  

３ 履行期間 

  令和２年４月１日から令和５年３月３１日まで 

４ 参加資格 

  本企画提案に参加できる者は、参加表明書提出時現在で、以下の全ての条件を  

 満たすものとする。 

 ⑴ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定のいず  

  れにも該当しない者であること。 

 ⑵ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続き開始の申立又

は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく民事再生手続開始の申

立がなされている者（更正手続開始又は民事再生手続開始の決定を受けた後、

競争入札参加資格の再認定を受けた者を除く。）でないこと。  

 ⑶ 告示の日以前６か月以内に手形又は小切手の不渡りを出した者でないこと。

また、不渡りによる取引停止処分を受けた場合は、処分を受けた日から２年

を経過していること。 

 ⑷ 甲府市暴力団排除条例（平成２４年条例第２号）に規定する、暴力団員でな

いこと。また、法人においては、その役員が暴力団員でないこと。 

 ⑸ 甲府市指名競争入札参加有資格者名簿に登載されている者であること。  

 ⑹ この告示の日から契約の日までにおいて、甲府市から指名停止を受けている

者でないこと。 
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 ⑺ 租税を完納していること。 

 ⑻ 学校給食法ほか学校給食関係法令等を熟知し、学校給食の趣旨を十分に理解  

  するとともに文部科学省の「学校給食衛生管理基準」及び厚生労働省の「大量 

調理施設衛生管理マニュアル」を遵守した業務が遂行できること。  

 ⑼ 学校給食調理業務に充分な実績及び能力を有していること。  

 ⑽ 過去３年以内に、学校給食業務において食品衛生法に基づく営業処分を受け  

  ていないこと。 

 ⑾ 甲府市立里垣、相川、羽黒、石田、伊勢・湯田小学校及び玉諸、山城、舞

鶴小学校の給食調理業務の受託者でないこと。  

５ 参加表明書及び企画提案書の提出期限並びに提出場所  

  企画提案実施要領等参照（甲府市ホームページにて参照可） 

ホームページ：http://www.city.kofu.yamanashi.jp 

６ 主催及び事務局 

  主 催 甲府市教育委員会 

  事務局 教育部教育総室学事課    

山梨県甲府市丸の内一丁目１８番１号 

      電子メール  kyogaku@city.kofu.lg.jp  学事課 宛て 

      ＦＡＸ    ０５５－２３５－５６４８ 

      ＴＥＬ    ０５５－２２３－７３２２ 
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                      甲府市教育委員会告示第２７号  

 

 公募型プロポーザル方式に係る手続き開始の公告について、次のとおり参加表明

書及び企画提案書の提出を招請します。  

 

  令和元年９月２日 

 

                 甲府市教育委員会 

                 教育長 小 林  仁 

 

１ 業務名 

  甲府市立小学校給食調理・配送業務委託（国母、千塚、大国、朝日・新紺屋、 

東・善誘館小学校） 

２ 業務概要 

  甲府市教育委員会では、食育の観点、学校給食の質や安全性、行政運営の効率 

性などを総合的に検討した結果、民間のノウハウや専門性、柔軟性が期待でき、  

よりよい学校給食を実現するため平成２２年度から給食調理業務の委託化を年次  

的に実施している。 

この事業の実施にあたって、民間の豊富な技術・ノウハウを背景に、従来の行  

政運営手法を超えた、新しいより優れた給食業務運営における提案により、今以  

上に安全、安心で、児童に喜ばれる給食を提供するため、今回の受託事業者選考  

にあたっても引き続き、公募型企画提案方式によるプロポーザルを実施する。  

３ 履行期間 

  令和２年４月１日から令和５年３月３１日まで 

４ 参加資格 

  本企画提案に参加できる者は、参加表明書提出時現在で、以下の全ての条件を  

 満たすものとする。 

 ⑴ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定のいず  

  れにも該当しない者であること。 

 ⑵ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続き開始の申立又

は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく民事再生手続開始の申立

がなされている者（更正手続開始又は民事再生手続開始の決定を受けた後、競

争入札参加資格の再認定を受けた者を除く。）でないこと。 

 ⑶ 告示の日以前６か月以内に手形又は小切手の不渡りを出した者でないこと。

また、不渡りによる取引停止処分を受けた場合は、処分を受けた日から２年を

経過していること。 

 ⑷ 甲府市暴力団排除条例（平成２４年条例第２号）に規定する、暴力団員でな

いこと。また、法人においては、その役員が暴力団員でないこと。 

 ⑸ 甲府市指名競争入札参加有資格者名簿に登載されている者であること。  

 ⑹ この告示の日から契約の日までにおいて、甲府市から指名停止を受けている

者でないこと。 
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 ⑺ 租税を完納していること。 

 ⑻ 学校給食法ほか学校給食関係法令等を熟知し、学校給食の趣旨を十分に理解  

  するとともに文部科学省の「学校給食衛生管理基準」及び厚生労働省の「大量 

調理施設衛生管理マニュアル」を遵守した業務が遂行できること。  

 ⑼ 学校給食調理業務に充分な実績及び能力を有していること。  

 ⑽ 過去３年以内に、学校給食業務において食品衛生法に基づく営業処分を受け  

  ていないこと。 

⑾ 甲府市立里垣、相川、羽黒、石田、伊勢・湯田小学校及び玉諸、山城、舞

鶴小学校の給食調理業務の受託者でないこと。  

５ 参加表明書及び企画提案書の提出期限並びに提出場所 

  企画提案実施要領等参照（甲府市ホームページにて参照可）  

ホームページ：http://www.city.kofu.yamanashi.jp 

６ 主催及び事務局 

  主 催 甲府市教育委員会 

  事務局 教育部教育総室学事課 

      山梨県甲府市丸の内一丁目１８番１号 

      電子メール  kyogaku@city.kofu.lg.jp  学事課 宛て 

      ＦＡＸ    ０５５－２３５－５６４８ 

ＴＥＬ    ０５５－２２３－７３２２ 
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甲府市教育委員会告示第２８号 

 

甲府市契約規則（昭和５０年１２月規則第６６号）第５条の規定により、次の１

件の一般競争入札を執行する。  

 

令和元年９月２０日 

 

甲府市教育委員会 

教育長 小 林  仁 

 

１ 入札対象業務 

（１）入札番号      （教委）第５号 

（２）業務名称      史跡武田氏館跡第３次整備基本計画作成業務委託 

（３）履行期間      契約締結日から令和２年３月２５日まで 

（４）履行場所      仕様書等による 

（５）業務内容      仕様書等による 

（６）予定価格      公表しない 

（７）最低制限価格    設けない 

２ 入札参加資格 

甲府市における入札参加資格の認定を受けている者で、次の条件をすべて満た

す者 

（１）

平成２６年度から平成３０年度の間に、国又は地方公共団体が行う史跡の  

「保存活用計画」若しくは「保存管理計画」の作成業務又は国又は地方公共団

体が行う史跡整備の「基本構想」若しくは「基本計画」の作成業務を受注・完

了した実績があり、契約書の写しを提出できる者であること。  

（２）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当

していない者であること。 

（３）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）でないこと。

また、法人においては、その役員が暴力団員でないこと。 

（４）

この公告の日から入札の日までの間に「甲府市物品供給（入札等）制度要

綱」及び「甲府市建設工事等請負契約に係る指名停止等措置要綱」に基づく指

名停止を受けている日が含まれている者でないこと。  

（５）入札の日以前６か月以内に手形又は小切手の不渡りを出した者でないこと。

また、不渡りによる取引停止処分を受けた場合は、処分を受けた日から２年を

経過していること。 

（６）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立又は

民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく民事再生手続開始の申立が
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なされている者（更生手続開始又は民事再生手続開始の決定を受けた後、競争

入札参加資格の再認定を受けたものを除く。）でないこと。 

（７）市税の滞納がない者であること。  

３ 仕様書等の配付期間、配付場所、配付方法及び参加申請の受付等  

（１）配付期間 令和元年９月２４日（火）～令和元年１０月３日（木） 

（この期間内の土曜日、日曜日を除く。） 

午前９時～午後５時 

（２）配付場所 甲府市教育委員会総務課 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 甲府市役所本庁舎９階 

（３）配付方法 直接配付とし、郵送又は電送は行わない。ただし、甲府市ホーム

ページ（事業者向け情報 入札・契約／入札情報）から情報を入

手する場合は、この限りでない。 

（４）申請書等の受付期間及び場所  

ア 期間 令和元年９月２４日（火）～令和元年１０月３日（木） 

（この期間内の土曜日、日曜日を除く。） 

午前９時～午後５時 

イ 場所 甲府市教育委員会総務課 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 甲府市役所本庁舎９階 

電話 ０５５－２２３－７３２０ 

４ 入札及び開札の日時及び場所 

（１）日 時 令和元年１０月２１日（月） 午後２時 

（２）場 所 甲府市役所本庁舎８階 会議室８－２ 

       甲府市丸の内一丁目１８番１号  

ただし、入札場所等については変更する場合がある。  

５ 入札方法 

落札者の決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額 の 

１０／１００に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があると

きは、その端数金額を切り捨てた金額。）をもって落札価格とするので、入札者

は、消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった

金額の１００／１１０に相当する金額を入札書に記載すること。  

６ 入札の無効 

この公告に示した入札参加資格のない者の行った入札、申請書又は資料に虚偽

の記載をした者の行った入札及び入札に関する条件に違反した入札は無効とす  

る。 

なお、入札参加資格の確認を受けた者であっても、入札時において２に掲げる

いずれかの要件を満たさなくなった者の行った入札は無効とする。  

７ 落札者の決定方法 

甲府市契約規則第１２条第１項の規定により定められた予定価格の制限の範囲

内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。  

８ その他 

（１）入札保証金：免除 
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（２）契約保証金（契約金額の１０／１００）：納付  

   ただし、甲府市契約規則第３４条第１項第３号に規定する、過去２年の間に

国（公社、公団を含む。）又は地方公共団体と種類及び規模をほぼ同じくする

契約を数回以上にわたって締結し、これらをすべて誠実に履行し、かつ、契約

を履行しないこととなるおそれがないと認められる場合は免除する。  

（３）契約書作成の要否：要 

（４）仕様説明会は行わない。  

（５）その他公告にない事項については、入札説明書、甲府市契約規則による。 
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選挙管理委員会 
 

甲府市選挙管理委員会告示第８４号 

 

地方自治法第７４条第１項及び第７５条第１項並びに市町村合併の特例に関する 

法律第４条第１項及び第５条第１項に規定する選挙権を有する者の総数の１／５０ 

の数並びに地方自治法第７６条第１項、第８０条第１項、第８１条第１項及び第 

８６条第１項並びに地方教育行政の組織及び運営に関する法律第８条第１項に規定 

する選挙権を有する者の総数の１／３の数並びに市町村合併の特例に関する法律第 

４条第１１項及び第５条第１５項の規定する選挙権を有する者の総数の１／６の数 

は、次のとおりである。 

 

令和元年９月２日 

 

甲府市選挙管理委員会 

委員長 志 村 文 武 

 

１ １／５０の数        ３，１１９人 

２ １／３の数        ５１，９７８人 

３ １／６の数        ２５，９８９人 

４ 選挙人名簿登録者数   １５５，９３４人 
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農業委員会 
 

                       甲府市農業委員会告示第９号 

 

 農業委員会等に関する法律第２７条第１項の規定に基づき甲府市農業委員会９月

定例総会を、令和元年９月２７日午後２時００分、甲府市南公民館において開催し、

付議すべき事項について協議するので、甲府市農業委員会総会会議規則第２条の規

定により公告する。 

 

  令和元年９月２０日 

 

                 甲府市農業委員会会長 西 名 武 洋 

 

付議すべき事項 

１ 農地法に基づく申請・届出等について 

２ 令和元年１０月告示分農用地利用集積計画について  
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上下水道局 
 

甲府市上下水道局告示第５８号 

 

 甲府市水道事業給水条例（平成９年１２月条例第６７号）第７条にかかわる指定

給水装置工事事業者から給水装置工事の事業の廃止届出があったので、甲府市上下

水道局指定給水装置工事事業者規程（平成１０年２月管理規程第２号）第１０条第

２号の規定により告示する。 

 

  令和元年９月３日 

 

                 甲府市上下水道事業管理者職務代理者 

                 甲府市上下水道局業務部長 青 木 俊 也 

                  

 

指定番号   第１４５号 

指定業者名  堀口設備 

所在地    甲府市古上条町１８－６ 

代表者    堀口 利夫 
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                      甲府市上下水道局告示第５９号  

  

甲府市上下水道局契約規程（昭和３９年４月管理規程第２号）及び甲府市契約規  

則（昭和５０年１２月規則第６６号）第５条の規定に基づき、次の１件の一般競争  

入札を執行する。 

 

  令和元年９月６日 

                  

甲府市上下水道事業管理者職務代理者 

                 甲府市上下水道局業務部長 青 木 俊 也 

 

一般競争入札 公告個別事項 

入札番号 （土木）１４００１２号 

工事名 下水道管布設工事（特環・Ｒ１Ｃ－３） 

工事場所 甲府市上町地内 

工事概要 

１ 工事内容 

・リブ付硬質塩化ビニル管布設工 

（φ２００ｍｍ）  Ｌ＝８２.４ｍ 

・人孔設置工（１号） ２箇所 

・付帯工       １式 

２ 工期 令和２年２月３日まで 

３ 
予定価格 

（税込み） 

１５，１９１，０００円 

（消費税相当額１０％で積算） 

４ 
分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化等の 

実施義務 
適用 

入札参加資 

格 

１ 本店所在地 甲府市内 

２ 競争入札参加資格 土木一式 Ｂ又はＣ 

３ 同種工事施工実績 

下水道管布設工事等。 

ただし、１件の工事請負額が、 

７００万円以上の実績に限る。 

元請として平成１６年４月１日以降 

に完成、引き渡し済みの工事。 

なお、共同企業体の構成員としての 

実績は、出資比率が２０％以上の場 

合のものに限る。 

４ 配置予定技術者の資格 

入札説明書に記載 

（本案件に対し、技術者の工事実績 

は求めません。） 

日程 1 入札説明書等配付開始日 令和元年９月６日 

- 197 -



２ 入札説明書等配付締切日 令和元年９月１８日 

３ 申請書受付開始日 令和元年９月６日 

４ 申請書受付締切日 
令和元年９月１８日 

午後３時まで 

５ 
入札参加資格確認結果 

通知日 
令和元年９月２５日 

６ 設計図書配付開始日 令和元年９月６日 

７ 設計図書配付締切日 令和元年９月２６日 

８ 
設計図書に関する質問 

開始日 
令和元年９月６日 

９ 
設計図書に関する質問 

締切日 
令和元年９月２６日 

10 入札及び開札日時 
令和元年１０月４日 

午前９時１０分 

提出書類 

１ 参加申請時 入札説明書に記載 

２ 入札時 
入札参加資格確認通知書 

工事費内訳書 

入札参加資 

格に対する 

説明 

１ 質問 
令和元年１０月１日 

午後５時まで 

２ 回答 令和元年１０月２日 

入札の無効 

入札参加資格のない者の行った入札 

申請書又は資料に虚偽の記載をした者の行った入札 

入札に関する条件に違反した入札 

入札参加資格の要件を満たさなくなった者の行った入札 

入札保証金 免除 

契約保証金 

契約金額の１０／１００ 納付 

ただし、有価証券の提供又は金融機関若しくは保証事業会社の 

保証をもって契約保証金の納付に代えることができる。また、 

公共工事履行保証証券による保証又は履行保証保険契約締結に 

よる保証を行った場合は、契約保証金を免除する。 

低入札価格調査 

制度 

適用「甲府市低入札価格調査実施要綱（平成３１年４月１日改

正）」 

支払条件 
前金払 請求できる 

中間前金払 請求できる 
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問い合わせ先 

甲府市総務部契約管財室契約課 

〒４００－８５８５ 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 

電話０５５－２３７－５１２４ 
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                      甲府市上下水道局告示第６０号  

  

甲府市上下水道局契約規程（昭和３９年４月管理規程第２号）及び甲府市契約規  

則（昭和５０年１２月規則第６６号）第５条の規定に基づき、次の１件の一般競争  

入札を執行する。 

 

  令和元年９月６日 

                  

甲府市上下水道事業管理者職務代理者 

                 甲府市上下水道局業務部長 青 木 俊 也 

 

一般競争入札 公告個別事項 

入札番号 （電気）１１００５４号 

工事名 （そ－１４）平瀬浄水場第２系列急速ろ過池照明設備改修工事 

工事場所 甲府市平瀬町４３７番地３（平瀬浄水場） 

工事概要 

１ 工事内容 

１ 平瀬浄水場第２系列急速ろ過池照明設備 

取替  １式 

・ＬＥＤ投光器及びＬＥＤ照明器具 ６６台 

・電灯分電盤・動力盤・端子盤   各１面 

２ 上記器具取替に伴う配線・配管及び既設 

撤去  １式 

２ 工期 令和２年２月３日まで 

３ 
予定価格 

（税込み） 

１２，７７１，０００円 

（消費税相当額１０％で積算） 

４ 
分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化等の 

実施義務 
不適用 

入札参加資 

格 

１ 本店所在地 甲府市内 

２ 競争入札参加資格 電気 Ａ又はＢ 

３ 同種工事施工実績 

公共施設等の電気設備工事。ただし、 

１件の工事請負額が６００万円以上 

の実績に限る。 

元請として平成１６年４月１日以降 

に完成、引き渡し済みの工事。 

なお、共同企業体の構成員としての 

実績は、出資比率が２０％以上の場 

合のものに限る。 

４ 配置予定技術者の資格 

入札説明書に記載 

（本案件に対し、技術者の工事実績 

は求めません。） 

- 200 -



日程 

1 入札説明書等配付開始日 令和元年９月６日 

２ 入札説明書等配付締切日 令和元年９月１８日 

３ 申請書受付開始日 令和元年９月６日 

４ 申請書受付締切日 
令和元年９月１８日 

午後３時まで 

５ 
入札参加資格確認結果 

通知日 
令和元年９月２５日 

６ 設計図書配付開始日 令和元年９月６日 

７ 設計図書配付締切日 令和元年９月２６日 

８ 
設計図書に関する質問 

開始日 
令和元年９月６日 

９ 
設計図書に関する質問 

締切日 
令和元年９月２６日 

10 入札及び開札日時 
令和元年１０月４日 

午前９時５０分 

提出書類 

１ 参加申請時 入札説明書に記載 

２ 入札時 
入札参加資格確認通知書 

工事費内訳書 

入札参加資 

格に対する 

説明 

１ 質問 
令和元年１０月１日 

午後５時まで 

２ 回答 令和元年１０月２日 

入札の無効 

入札参加資格のない者の行った入札 

申請書又は資料に虚偽の記載をした者の行った入札 

入札に関する条件に違反した入札 

入札参加資格の要件を満たさなくなった者の行った入札 

入札保証金 免除 

契約保証金 

契約金額の１０／１００ 納付 

ただし、有価証券の提供又は金融機関若しくは保証事業会社の 

保証をもって契約保証金の納付に代えることができる。また、 

公共工事履行保証証券による保証又は履行保証保険契約締結に 

よる保証を行った場合は、契約保証金を免除する。 

低入札価格調査 

制度 

適用「甲府市低入札価格調査実施要綱（平成３１年４月１日改

正）」 

支払条件 
前金払 請求できる 

中間前金払 請求できる 
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問い合わせ先 

甲府市総務部契約管財室契約課 

〒４００－８５８５ 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 

電話０５５－２３７－５１２４ 
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                      甲府市上下水道局告示第６１号  

  

甲府市上下水道局契約規程（昭和３９年４月管理規程第２号）及び甲府市契約規  

則（昭和５０年１２月規則第６６号）第５条の規定に基づき、次の１件の一般競争  

入札を執行する。 

 

  令和元年９月２５日 

                  

甲府市上下水道事業管理者職務代理者 

                 甲府市上下水道局業務部長 青 木 俊 也 

 

一般競争入札 公告個別事項 

入札番号 （土木）１１００５８号 

工事名 （更新－５）配水管布設替工事 

工事場所 甲府市丸の内二丁目地内（甲府共立病院の南） 

工事概要 

１ 工事内容 

・ＤＩＰ．ＧＸ（φ１００）  １３８．２ｍ 

・ＤＩＰ．Ｋ （φ１００）    ０．８ｍ 

・ＤＩＰ．ＧＸ（φ ７５）   １３．０ｍ 

・ＤＩＰ．Ｋ （φ ７５）    ２．０ｍ 

・ＨＰＰＥ  （φ ７５）  １１５．５ｍ 

・ＲＲＶＰ  （φ ７５）    １．５ｍ 

・仕切弁．ＧＸ（φ１００）      ２基 

・仕切弁．ＧＸ（φ ７５）      ３基 

・仕切弁．ＰＥ（φ ７５）      １基 

・消火栓   （φ ７５）      １基 

２ 工期 令和２年３月１０日まで 

３ 
予定価格 

（税込み） 

２４，０５７，０００円 

（消費税相当額１０％で積算） 

４ 
分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化等の 

実施義務 
適用 

入札参加資 

格 

１ 本店所在地 甲府市内 

２ 競争入札参加資格 土木一式 Ａ又はＢ 

３ 同種工事施工実績 

配水管布設替工事等。 

ただし、１件の工事請負額が、 

１，２００万円以上の実績に限る。 

元請として平成１６年４月１日以降 

に完成、引き渡し済みの工事。 

なお、共同企業体の構成員としての 

実績は、出資比率が２０％以上の場 
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合のものに限る。 

４ 配置予定技術者の資格 

入札説明書に記載 

（本案件に対し、技術者の工事実績 

は求めません。） 

日程 

1 入札説明書等配付開始日 令和元年９月２５日 

２ 入札説明書等配付締切日 令和元年１０月４日 

３ 申請書受付開始日 令和元年９月２５日 

４ 申請書受付締切日 
令和元年１０月４日 

午後３時まで 

５ 
入札参加資格確認結果 

通知日 
令和元年１０月１０日 

６ 設計図書配付開始日 令和元年９月２５日 

７ 設計図書配付締切日 令和元年１０月１１日 

８ 
設計図書に関する質問 

開始日 
令和元年９月２５日 

９ 
設計図書に関する質問 

締切日 
令和元年１０月１１日 

10 入札及び開札日時 
令和元年１０月２１日 

午前９時１０分 

提出書類 

１ 参加申請時 入札説明書に記載 

２ 入札時 
入札参加資格確認通知書 

工事費内訳書 

入札参加資 

格に対する 

説明 

１ 質問 
令和元年１０月１７日 

午後５時まで 

２ 回答 令和元年１０月１８日 

入札の無効 

入札参加資格のない者の行った入札 

申請書又は資料に虚偽の記載をした者の行った入札 

入札に関する条件に違反した入札 

入札参加資格の要件を満たさなくなった者の行った入札 

入札保証金 免除 

契約保証金 

契約金額の１０／１００ 納付 

ただし、有価証券の提供又は金融機関若しくは保証事業会社の 

保証をもって契約保証金の納付に代えることができる。また、 

公共工事履行保証証券による保証又は履行保証保険契約締結に 

よる保証を行った場合は、契約保証金を免除する。 

低入札価格調査 

制度 

適用「甲府市低入札価格調査実施要綱（平成３１年４月１日改

正）」 
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支払条件 
前金払 請求できる 

中間前金払 請求できる 

問い合わせ先 

甲府市総務部契約管財室契約課 

〒４００－８５８５ 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 

電話０５５－２３７－５１２４ 
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                      甲府市上下水道局告示第６２号  

  

甲府市上下水道局契約規程（昭和３９年４月管理規程第２号）及び甲府市契約規  

則（昭和５０年１２月規則第６６号）第５条の規定に基づき、次の１件の一般競争  

入札を執行する。 

 

  令和元年９月２５日 

                  

甲府市上下水道事業管理者職務代理者 

                 甲府市上下水道局業務部長 青 木 俊 也 

 

一般競争入札 公告個別事項 

入札番号 （電気）１１００６１号 

工事名 
（そ－９）千代田第１ポンプ場及び第３配水池電磁流量計更新 

工事 

工事場所 甲府市羽黒町１６２５－１(千代田第 1 ポンプ場)外 1 箇所 

工事概要 

１ 工事内容 

・水中型フランジ式電磁流量計  

１００Ａ １台 

・水中型ウエハタイプ電磁流量計 

 １００Ａ １台 

・電気配線、配管工事 １式 

２ 工期 令和２年３月２３日まで 

３ 
予定価格 

（税込み） 

１０，５３８，０００円 

（消費税相当額１０％で積算） 

４ 
分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化等の 

実施義務 
不適用 

入札参加資 

格 

１ 本店所在地 甲府市内 

２ 競争入札参加資格 電気 Ａ又はＢ 

３ 同種工事施工実績 

公共施設等の電気設備工事。 

ただし、１件の工事請負額が、 

５００万円以上の実績に限る。 

元請として平成１６年４月１日以降 

に完成、引き渡し済みの工事。 

なお、共同企業体の構成員としての 

実績は、出資比率が２０％以上の場 

合のものに限る。 

４ 配置予定技術者の資格 

入札説明書に記載 

（本案件に対し、技術者の工事実績 

は求めません。） 
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日程 

1 入札説明書等配付開始日 令和元年９月２５日 

２ 入札説明書等配付締切日 令和元年１０月４日 

３ 申請書受付開始日 令和元年９月２５日 

４ 申請書受付締切日 
令和元年１０月４日 

午後３時まで 

５ 
入札参加資格確認結果 

通知日 
令和元年１０月１０日 

６ 設計図書配付開始日 令和元年９月２５日 

７ 設計図書配付締切日 令和元年１０月１１日 

８ 
設計図書に関する質問 

開始日 
令和元年９月２５日 

９ 
設計図書に関する質問 

締切日 
令和元年１０月１１日 

10 入札及び開札日時 
令和元年１０月２１日 

午前９時５０分 

提出書類 

１ 参加申請時 入札説明書に記載 

２ 入札時 
入札参加資格確認通知書 

工事費内訳書 

入札参加資 

格に対する 

説明 

１ 質問 
令和元年１０月１７日 

午後５時まで 

２ 回答 令和元年１０月１８日 

入札の無効 

入札参加資格のない者の行った入札 

申請書又は資料に虚偽の記載をした者の行った入札 

入札に関する条件に違反した入札 

入札参加資格の要件を満たさなくなった者の行った入札 

入札保証金 免除 

契約保証金 

契約金額の１０／１００ 納付 

ただし、有価証券の提供又は金融機関若しくは保証事業会社の 

保証をもって契約保証金の納付に代えることができる。また、 

公共工事履行保証証券による保証又は履行保証保険契約締結に 

よる保証を行った場合は、契約保証金を免除する。 

低入札価格調査 

制度 

適用「甲府市低入札価格調査実施要綱（平成３１年４月１日改

正）」 

支払条件 
前金払 請求できる 

中間前金払 請求できる 

- 207 -



問い合わせ先 

甲府市総務部契約管財室契約課 

〒４００－８５８５ 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 

電話０５５－２３７－５１２４ 
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                      甲府市上下水道局告示第６３号  

  

甲府市上下水道局契約規程（昭和３９年４月管理規程第２号）及び甲府市契約規  

則（昭和５０年１２月規則第６６号）第５条の規定に基づき、次の１件の一般競争  

入札を執行する。 

 

  令和元年９月２５日 

                  

甲府市上下水道事業管理者職務代理者 

                 甲府市上下水道局業務部長 青 木 俊 也 

 

一般競争入札 公告個別事項 

入札番号 （舗装）１１００６３号 

工事名 （路４－１）路面復旧工事 

工事場所 甲府市国母六丁目地内外３箇所（甲府地方卸売市場の北西） 

工事概要 

１ 工事内容 

・表層工（１号箇所：一層式）Ａ＝７５２．０㎡ 

・表層工（２号箇所：三層式）Ａ＝４４８．０㎡ 

・表層工（２号箇所：一層式）Ａ＝ ５５．０㎡ 

・表層工（３号箇所：一層式）Ａ＝３２５.０㎡ 

・区画線工 １式 

・付帯工  １式 

２ 工期 令和２年２月１９日まで 

３ 
予定価格 

（税込み） 

１８，０５１，０００円 

（消費税相当額１０％で積算） 

４ 
分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化等の 

実施義務 
適用 

入札参加資 

格 

１ 本店所在地 甲府市内 

２ 競争入札参加資格 

舗装 

直近の経営事項審査結果通知書の総 

合評定値（Ｐ）６５０点以上 

３ 同種工事施工実績 

路面復旧工事等。 

元請として平成１６年４月１日以降 

に完成、引き渡し済みの工事。 

なお、共同企業体の構成員としての 

実績は、出資比率が２０％以上の場 

合のものに限る。 

４ 配置予定技術者の資格 

入札説明書に記載 

（本案件に対し、技術者の工事実績 

は求めません。） 
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日程 

1 入札説明書等配付開始日 令和元年９月２５日 

２ 入札説明書等配付締切日 令和元年１０月４日 

３ 申請書受付開始日 令和元年９月２５日 

４ 申請書受付締切日 
令和元年１０月４日 

午後３時まで 

５ 
入札参加資格確認結果 

通知日 
令和元年１０月１０日 

６ 設計図書配付開始日 令和元年９月２５日 

７ 設計図書配付締切日 令和元年１０月１１日 

８ 
設計図書に関する質問 

開始日 
令和元年９月２５日 

９ 
設計図書に関する質問 

締切日 
令和元年１０月１１日 

10 入札及び開札日時 
令和元年１０月２１日 

午前１０時１０分 

提出書類 

１ 参加申請時 入札説明書に記載 

２ 入札時 
入札参加資格確認通知書 

工事費内訳書 

入札参加資 

格に対する 

説明 

１ 質問 
令和元年１０月１７日 

午後５時まで 

２ 回答 令和元年１０月１８日 

入札の無効 

入札参加資格のない者の行った入札 

申請書又は資料に虚偽の記載をした者の行った入札 

入札に関する条件に違反した入札 

入札参加資格の要件を満たさなくなった者の行った入札 

入札保証金 免除 

契約保証金 

契約金額の１０／１００ 納付 

ただし、有価証券の提供又は金融機関若しくは保証事業会社の 

保証をもって契約保証金の納付に代えることができる。また、 

公共工事履行保証証券による保証又は履行保証保険契約締結に 

よる保証を行った場合は、契約保証金を免除する。 

低入札価格調査 

制度 

適用「甲府市低入札価格調査実施要綱（平成３１年４月１日改

正）」 

支払条件 
前金払 請求できる 

中間前金払 請求できる 
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問い合わせ先 

甲府市総務部契約管財室契約課 

〒４００－８５８５ 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 

電話０５５－２３７－５１２４ 
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                      甲府市上下水道局告示第６４号  

  

甲府市上下水道局契約規程（昭和３９年４月管理規程第２号）及び甲府市契約規  

則（昭和５０年１２月規則第６６号）第５条の規定に基づき、次の１件の一般競争  

入札を執行する。 

 

  令和元年９月２５日 

                  

甲府市上下水道事業管理者職務代理者 

                 甲府市上下水道局業務部長 青 木 俊 也 

 

一般競争入札 公告個別事項 

入札番号 （舗装）１１００６４号 

工事名 （路４－３）路面復旧工事 

工事場所 甲府市武田三・四丁目地内（要法寺の南） 

工事概要 

１ 工事内容 

・表層工 

「再生密粒度ＡＳＣ（ＰＫ－３）：ｔ＝５ｃｍ」  

Ａ＝２，４９０．０㎡ 

・上層路盤工 

「粒調砕石（Ｍ－４０）：ｔ＝２０ｃｍ」 

Ａ＝１１０．０㎡ 

・上層路盤工 

「瀝青安定処理：ｔ＝１０ｃｍ」 

Ａ＝１１０．０㎡ 

・区画線工 １式 

・付帯工  １式 

２ 工期 令和２年２月１９日まで 

３ 
予定価格 

（税込み） 

１７，１９３，０００円 

（消費税相当額１０％で積算） 

４ 
分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化等の 

実施義務 
適用 

入札参加資 

格 

１ 本店所在地 甲府市内 

２ 競争入札参加資格 

舗装 

直近の経営事項審査結果通知書の総 

合評定値（Ｐ）６５０点以上 

３ 同種工事施工実績 

路面復旧工事等。 

元請として平成１６年４月１日以降 

に完成、引き渡し済みの工事。 

なお、共同企業体の構成員としての 

実績は、出資比率が２０％以上の場 
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合のものに限る。 

４ 配置予定技術者の資格 

入札説明書に記載 

（本案件に対し、技術者の工事実績 

は求めません。） 

日程 

１ 入札説明書等配付開始日 令和元年９月２５日 

２ 入札説明書等配付締切日 令和元年１０月４日 

３ 申請書受付開始日 令和元年９月２５日 

４ 申請書受付締切日 
令和元年１０月４日 

午後３時まで 

５ 
入札参加資格確認結果 

通知日 
令和元年１０月１０日 

６ 設計図書配付開始日 令和元年９月２５日 

７ 設計図書配付締切日 令和元年１０月１１日 

８ 
設計図書に関する質問 

開始日 
令和元年９月２５日 

９ 
設計図書に関する質問 

締切日 
令和元年１０月１１日 

10 入札及び開札日時 
令和元年１０月２１日 

午前１０時２０分 

提出書類 

１ 参加申請時 入札説明書に記載 

２ 入札時 
入札参加資格確認通知書 

工事費内訳書 

入札参加資 

格に対する 

説明 

１ 質問 
令和元年１０月１７日 

午後５時まで 

２ 回答 令和元年１０月１８日 

入札の無効 

入札参加資格のない者の行った入札 

申請書又は資料に虚偽の記載をした者の行った入札 

入札に関する条件に違反した入札 

入札参加資格の要件を満たさなくなった者の行った入札 

入札保証金 免除 

契約保証金 

契約金額の１０／１００ 納付 

ただし、有価証券の提供又は金融機関若しくは保証事業会社の 

保証をもって契約保証金の納付に代えることができる。また、 

公共工事履行保証証券による保証又は履行保証保険契約締結に 

よる保証を行った場合は、契約保証金を免除する。 

低入札価格調査 

制度 

適用「甲府市低入札価格調査実施要綱（平成３１年４月１日改

正）」 
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支払条件 
前金払 請求できる 

中間前金払 請求できる 

問い合わせ先 

甲府市総務部契約管財室契約課 

〒４００－８５８５ 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 

電話０５５－２３７－５１２４ 
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                      甲府市上下水道局告示第６５号  

  

甲府市上下水道局契約規程（昭和３９年４月管理規程第２号）及び甲府市契約規  

則（昭和５０年１２月規則第６６号）第５条の規定に基づき、次の１件の一般競争  

入札を執行する。 

 

  令和元年９月２５日 

                  

甲府市上下水道事業管理者職務代理者 

                 甲府市上下水道局業務部長 青 木 俊 也 

 

一般競争入札 公告個別事項 

入札番号 （舗装）１１００６５号 

工事名 （路４－４）路面復旧工事 

工事場所 甲府市宝一・二丁目地内（甲府市役所西庁舎の東） 

工事概要 

１ 工事内容 

・表層工（一層式）Ａ＝１，５２０．０㎡ 

・区画線工 １式 

・付帯工  １式 

２ 工期 令和２年２月１９日まで 

３ 
予定価格 

（税込み） 

１２，４０８，０００円 

（消費税相当額１０％で積算） 

４ 
分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化等の 

実施義務 
適用 

入札参加資 

格 

１ 本店所在地 甲府市内 

２ 競争入札参加資格 

舗装 

直近の経営事項審査結果通知書の総 

合評定値（Ｐ）６５０点以上 

３ 同種工事施工実績 

路面復旧工事等。 

元請として平成１６年４月１日以降 

に完成、引き渡し済みの工事。 

なお、共同企業体の構成員としての 

実績は、出資比率が２０％以上の場 

合のものに限る。 

４ 配置予定技術者の資格 

入札説明書に記載 

（本案件に対し、技術者の工事実績 

は求めません。） 

日程 
１ 入札説明書等配付開始日 令和元年９月２５日 

２ 入札説明書等配付締切日 令和元年１０月４日 
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３ 申請書受付開始日 令和元年９月２５日 

４ 申請書受付締切日 
令和元年１０月４日 

午後３時まで 

５ 
入札参加資格確認結果 

通知日 
令和元年１０月１０日 

６ 設計図書配付開始日 令和元年９月２５日 

７ 設計図書配付締切日 令和元年１０月１１日 

８ 
設計図書に関する質問 

開始日 
令和元年９月２５日 

９ 
設計図書に関する質問 

締切日 
令和元年１０月１１日 

10 入札及び開札日時 
令和元年１０月２１日 

午前１０時３０分 

提出書類 

１ 参加申請時 入札説明書に記載 

２ 入札時 
入札参加資格確認通知書 

工事費内訳書 

入札参加資 

格に対する 

説明 

１ 質問 
令和元年１０月１７日 

午後５時まで 

２ 回答 令和元年１０月１８日 

入札の無効 

入札参加資格のない者の行った入札 

申請書又は資料に虚偽の記載をした者の行った入札 

入札に関する条件に違反した入札 

入札参加資格の要件を満たさなくなった者の行った入札 

入札保証金 免除 

契約保証金 

契約金額の１０／１００ 納付 

ただし、有価証券の提供又は金融機関若しくは保証事業会社の 

保証をもって契約保証金の納付に代えることができる。また、 

公共工事履行保証証券による保証又は履行保証保険契約締結に 

よる保証を行った場合は、契約保証金を免除する。 

低入札価格調査 

制度 

適用「甲府市低入札価格調査実施要綱（平成３１年４月１日改

正）」 

支払条件 
前金払 請求できる 

中間前金払 請求できる 

問い合わせ先 

甲府市総務部契約管財室契約課 

〒４００－８５８５ 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 

電話０５５－２３７－５１２４ 
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                      甲府市上下水道局告示第６６号  

  

甲府市上下水道局契約規程（昭和３９年４月管理規程第２号）及び甲府市契約規  

則（昭和５０年１２月規則第６６号）第５条の規定に基づき、次の１件の一般競争  

入札を執行する。 

 

  令和元年９月２５日 

                 

甲府市上下水道事業管理者職務代理者 

                 甲府市上下水道局業務部長 青 木 俊 也 

 

一般競争入札 公告個別事項 

入札番号 （舗装）１３００６０号 

工事名 舗装復旧工事(公共Ｒ１－２） 

工事場所 甲府市宝二丁目地内外 

工事概要 

１ 工事内容 

・施工延長     Ｌ＝１６０.８ｍ 

・安定処理層工（再生瀝青安定処理路盤材  

 ｔ＝１００ｍｍ） Ａ＝１，２０９.４㎡ 

・表層工 

（再生密粒度ＡＳＣ ｔ＝５０ｍｍ） 

  Ａ＝１，０７８．２㎡ 

・表層工 

（再生密粒度ＡＳＣ ｔ＝３０ｍｍ） 

  Ａ＝３．４㎡ 

・表層工 

（ポーラスＡＳＣ ｔ＝５０ｍｍ） 

  Ａ＝１６０．７㎡ 

・基層工 

（改質粗粒度ＡＳＣ ｔ＝５０ｍｍ） 

  Ａ＝１６０．７㎡ 

・中間層工 

（再生粗粒度ＡＳＣ ｔ＝５０ｍｍ） 

          Ａ＝１６０．７㎡ 

・区画線工     １式 

・附帯工      １式 

２ 工期 令和２年２月２８日まで 

３ 
予定価格 

（税込み） 

２６，４８８，０００円 

（消費税相当額１０％で積算） 

４ 
分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化等の 

実施義務 
適用 
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入札参加資 

格 

１ 本店所在地 甲府市内 

２ 競争入札参加資格 

舗装 

直近の経営事項審査結果通知書の総 

合評定値（Ｐ）６５０点以上 

３ 同種工事施工実績 

舗装復旧工事等。 

元請として平成１６年４月１日以降 

に完成、引き渡し済みの工事。 

なお、共同企業体の構成員としての 

実績は、出資比率が２０％以上の場 

合のものに限る。 

４ 配置予定技術者の資格 

入札説明書に記載 

（本案件に対し、技術者の工事実績 

は求めません。） 

日程 

１ 入札説明書等配付開始日 令和元年９月２５日 

２ 入札説明書等配付締切日 令和元年１０月４日 

３ 申請書受付開始日 令和元年９月２５日 

４ 申請書受付締切日 
令和元年１０月４日 

午後３時まで 

５ 
入札参加資格確認結果 

通知日 
令和元年１０月１０日 

６ 設計図書配付開始日 令和元年９月２５日 

７ 設計図書配付締切日 令和元年１０月１１日 

８ 
設計図書に関する質問 

開始日 
令和元年９月２５日 

９ 
設計図書に関する質問 

締切日 
令和元年１０月１１日 

10 入札及び開札日時 
令和元年１０月２１日 

午前１０時００分 

提出書類 

１ 参加申請時 入札説明書に記載 

２ 入札時 
入札参加資格確認通知書 

工事費内訳書 

入札参加資 

格に対する 

説明 

１ 質問 
令和元年１０月１７日 

午後５時まで 

２ 回答 令和元年１０月１８日 

入札の無効 

入札参加資格のない者の行った入札 

申請書又は資料に虚偽の記載をした者の行った入札 

入札に関する条件に違反した入札 

入札参加資格の要件を満たさなくなった者の行った入札 
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入札保証金 免除 

契約保証金 

契約金額の１０／１００ 納付 

ただし、有価証券の提供又は金融機関若しくは保証事業会社の 

保証をもって契約保証金の納付に代えることができる。また、 

公共工事履行保証証券による保証又は履行保証保険契約締結に 

よる保証を行った場合は、契約保証金を免除する。 

低入札価格調査 

制度 

適用「甲府市低入札価格調査実施要綱（平成３１年４月１日改

正）」 

支払条件 
前金払 請求できる 

中間前金払 請求できる 

問い合わせ先 

甲府市総務部契約管財室契約課 

〒４００－８５８５ 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 

電話０５５－２３７－５１２４ 
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                      甲府市上下水道局告示第６７号  

  

甲府市上下水道局契約規程（昭和３９年４月管理規程第２号）及び甲府市契約規 

則（昭和５０年１２月規則第６６号）第５条の規定に基づき、次の１件の一般競争 

入札を執行する。 

 

  令和元年９月２５日 

                  

甲府市上下水道事業管理者職務代理者 

                 甲府市上下水道局業務部長 青 木 俊 也 

 

一般競争入札 公告個別事項 

入札番号 （建設）３３００３６号 

業務名 
甲府市浄化センター第２・第３系列最初沈殿池耐震補強実施設 

計業務委託 

施行場所 甲府市大津町地内（甲府市浄化センター場内） 

業務概要 

１ 業務内容 ・最初沈殿池耐震補強詳細設計 １式 

２ 履行期間 令和２年５月２９日まで 

３ 
予定価格 

（税込み） 
公表しない 

入札参加資 

格 

１ 本店所在地 甲府市内に本店又は営業所 

２ 競争入札参加資格 

「建設コンサルタント」 

甲府市上下水道局における「建設コ 

ンサルタント」に係る競争入札参加 

資格を有し、平成３１・３２年度入 

札参加資格審査申請時に、建設コン 

サルタント登録規程（昭和５２年建 

設省告示第７１７号）第２条第１項 

の規定による、建設コンサルタント 

の下水道部門の登録を受けており、 

かつ、様式⑥「受注を希望する委託 

業務」の（下水道部門）を希望して 

いること。 

３ 同種又は類似業務の実績 入札説明書１（２）に記載 

４ 
配置予定技術者の資格・ 

業務経歴等 
入札説明書１（３）に記載 

日程 1  入札説明書等配付開始日 令和元年９月２５日 
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２ 入札説明書等配付締切日 令和元年１０月４日 

３ 申請書受付開始日 令和元年９月２５日 

４ 申請書受付締切日 
令和元年１０月４日 

午後３時まで 

５ 入札参加資格確認通知日 令和元年１０月１０日 

６ 設計図書配付開始日 令和元年９月２５日 

７ 設計図書配付締切日 令和元年１０月１１日 

８ 
設計図書に関する質問 

開始日 
令和元年９月２５日 

９ 
設計図書に関する質問 

締切日 
令和元年１０月１１日 

10 入札及び開札日時 
令和元年１０月２１日 

午前１０時４０分 

提出書類 

１ 参加申請時 入札説明書に記載 

２ 入札時 
入札参加資格確認通知書 

積算内訳書 

入札参加資 

格に対する 

説明 

１ 質問 
令和元年１０月１７日 

午後５時まで 

２ 回答 令和元年１０月１８日 

入札の無効 

入札参加資格のない者の行った入札 

申請書又は資料に虚偽の記載をした者の行った入札 

入札に関する条件に違反した入札 

入札参加資格の要件を満たさなくなった者の行った入札 

入札保証金 免除 

契約保証金 

契約金額の１０／１００納付 

ただし、有価証券の提供又は金融機関若しくは保証事業会社の 

保証をもって契約保証金の納付に代えることができる。また、 

公共工事履行保証証券による保証又は履行保証保険契約締結に 

よる保証を行った場合は、契約保証金を免除する。 

最低制限価格 設けない 

支払条件 前金払 請求できる 

問い合わせ先 

甲府市総務部契約管財室契約課 

〒４００－８５８５ 

甲府市丸の内一丁目１８番１号 

電話０５５－２３７－５１２４ 
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甲府市上下水道局告示第６８号 

 

甲府市下水道条例（昭和３７年７月条例第３３号）第６条にかかわる甲府市下水

道工事指定店として、工事施工業者を指定したので、甲府市下水道工事指定店規程

（平成１９年４月規程第３０号）第１１条の規定により、次のとおり告示する。 

 

  令和元年９月２６日 

 

                 甲府市上下水道事業管理者職務代理者 

                 甲府市上下水道局業務部長 青 木 俊 也 

 

 指定年月日   令和元年９月２６日 

 指 定 番 号   第２７２号 

 指 定 店 名   有限会社 青柳組 

 所 在 地   甲府市塩部３－９－３３ 

 代表者氏名   青柳 泛 
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甲府市上下水道局告示第６９号 

 

甲府市下水道条例（昭和３７年７月条例第３３号）第６条にかかわる甲府市下水

道工事指定店として、工事施工業者を指定したので、甲府市下水道工事指定店規程

（平成１９年４月規程第３０号）第１１条の規定により、次のとおり告示する。 

 

  令和元年９月２６日 

 

                 甲府市上下水道事業管理者職務代理者 

                 甲府市上下水道局業務部長 青 木 俊 也 

 

 指定年月日   令和元年９月２６日 

 指 定 番 号   第２７３号 

 指 定 店 名   入倉設備 

 所 在 地   甲斐市西八幡１５４８－４ 

 代表者氏名   入倉 知 
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甲府市上下水道局告示第７０号  

 

 甲府市水道事業給水条例（平成９年１２月条例第６７号）第７条にかかわる指定

給水装置工事事業者の指定をしたので、甲府市上下水道局指定給水装置工事事業者

規程（平成１０年２月管理規程第２号）第１０条第１号の規定により告示する。 

 

  令和元年９月２６日 

 

                 甲府市上下水道事業管理者職務代理者 

                 甲府市上下水道局業務部長 青 木 俊 也 

 

１ 指 定 番 号   第４３０号 

  指定業者名   有限会社 青柳組 

  所 在 地   甲府市塩部三丁目９－３３ 

  代 表 者   青柳 泛 

２ 指 定 番 号   第４３１号 

  指定業者名   清水設備 

  所 在 地   甲斐市竜王２２６２ 

  代 表 者   清水 聡之晟 

３ 指 定 番 号   第４３２号 

  指定業者名   入倉設備 

  所 在 地   甲斐市西八幡１５４８－４ 

  代 表 者   入倉 知 

 

- 224 -



任免辞令 
 

（市長事務部局） 

 

総務部 行政管理室 職員課         係長   原 田 純 子 

死亡により退職とする 

 

              以 上    発 令 日  令和元年８月２３日 

 

 

小 泉 卓 也      

技術職員に採用する 

土木職を命ずる 

まちづくり部まち保全室道路河川課技師を命ずる 

 

                        有 泉 健 太      

技術職員に採用する 

建築職を命ずる 

まちづくり部まち整備室建築指導課技師を命ずる 

以 上    発 令 日  令和元年９月１日 

 

 

総務部 行政管理室 職員課         技師   橋 本 ちひろ 

福祉保健部 健康支援センター 健康増進課  技師   小 林 由 美 

市立甲府病院 診療部            医師   黒 沢 吉 永 

市立甲府病院 診療部            医師   渡 邊 裕 陽 

市立甲府病院 看護部            主任   石 倉 鮎 美 

 

（各通） 

退職を承認する 

以 上   発 令 日   令和元年９月３０日 
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